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第１章 計画策定の趣旨 

１ 計画の位置付け 

 法的な位置付け  

「高齢者支援計画（高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画）」は、老人福祉法第 20 条の８に

規定する高齢者に関する施策事業の供給体制の確保を定める「老人福祉計画」、介護保険法第

117 条第１項に規定する要介護高齢者等に関するサービス見込量や整備方針等、介護保険事業に

係る保険給付の円滑な実施に関する事柄を定める「介護保険事業計画」及び共生社会を推進するた

めの認知症基本法第１３条第１項に規定する「認知症施策推進計画」を一体化した計画です。 

 流山市の施策体系での位置付け  

流山市の最上位計画である総合計画や地域福祉の基本的方針を示した地域福祉計画に基づき、高

齢者施策の個別計画として策定するものです。また、関連する成年後見制度利用促進基本計画、健

康づくり支援計画、避難行動要支援者避難支援計画などの個別計画や、教育・住宅・交通などの施策

分野とも連携を図っていきます。 

 関係機関・その他計画との関連  

健康日本 21 や障害者基本計画等の国の関連法制度・計画との整合を図ります。また、千葉県が

策定する千葉県高齢者保健福祉計画、流山市社会福祉協議会が策定する地域福祉活動計画とも連携

を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「持続可能な開発目標（SDGs）」との関連  

本計画を推進することで、2015 年の国連サミットで採択された「持続可能な開発目標(SDGs)」
の達成に向けた取組にもつなげていきます。SDGs は、17 のゴール（目標）と 169 のターゲット 
（取組）から構成されますが、本計画と関連性が高い目標として以下の３  10  11 が挙げられます。 
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生きづらさ包括支援事業実施計画 

（重層的支援体制整備事業実施計画） 

健康づくり支援計画 

（健康増進計画、 

母子保健計画、 

自殺対策計画等） 

地域防災計画 

（避難行動要支援者 

避難支援計画） 

新型インフルエンザ等 

対策行動計画 

男女共同参画プラン 

その他関連計画 

国の主な関連法制度等 

社会福祉法 

介護保険法／老人福祉法 

高齢者の医療の確保に関する法律 

健康日本２１ 

成年後見制度利用促進基本計画 

再犯の防止等の推進に関する法律 

児童福祉法／こども基本法 

障害者基本法（計画） 

千葉県の主な関連法制度等 

地域福祉支援計画 

高齢者保健福祉計画 

障害者計画・障害児福祉計画 

健康ちば２１ 

地方再犯防止推進計画 

流山市社会福祉協議会 

地域福祉活動計画 

共生社会の実現を推進するための認知症基本法 
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２ 地域福祉計画とのつながり  

流山市では令和９年３月、地域福祉の基本的方針を示した第５期地域福祉計画を策定しました。

第５期地域福祉計画では、地域の住民やあらゆる主体が、自分の意思でそれぞれの状態・状況等に

応じて「できること」から始めることで、人と人がつながり、支え合い、誰もが自分らしく安心し

て暮らし続けられる地域共生社会の実現を目指します。 

高齢者支援計画においても、地域包括ケア、地域活動を通じた健康寿命の延伸など、地域での活

動推進、連携、協働が重要となっています。高齢者支援計画の策定や施策の実施にあたっても、引

き続き地域のチカラを高めて「地域共生社会」の実現に近づくことを意識していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５期地域福祉計画（令和９年度～１３年度） 

 

市民一人ひとりができること

自助＝市民

地域福祉を推進する

担い手

・普段から互いにあいさつをしたり、
声かけをする

・日常生活の中でボランティアや
地域活動への関心を持ったり、
参加したりする。

つながり

地域のみんなでできること

・介護や子育てなど、地域で気軽
に話し合える場を持ち、みんなで
助け合う。

・地域活動の情報を発信し、支え
合う。

共助＝地域

地域福祉を推進する

行政・市が取り組むべきこと

・地域における見守りや支え合い
活動を推進する。

・ボランティアの養成を図る。

公助＝行政

まちづくり
地域福祉を推進する
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３ 計画の期間  

令和６年３月に策定した計画（第９期計画）を見直し、計画期間を令和９年度から令和１１年度

までの３か年とする「流山市高齢者支援計画（高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施

策推進計画）」（第１０期計画）を策定します。 

 なお、2025 年（令和 7 年）に「団塊の世代」が 75 歳以上の後期高齢者となっていることから

、介護保険事業計画については、「団塊ジュニア世代」が 65 歳以上となる 2040 年（令和 22 年

）の介護需要等を見据えた、中長期的な視野に立った計画として策定します。 

 

  

計画名称
令和

8年度

令和

9年度

令和

10年度

令和

11年度

令和

12年度

令和

13年度

令和

14年度

令和

15年度

総合計画

地域福祉計画
(重層的支援体制整備事業実施計画・再犯防止推進計画)

見直し

第10期計

画

策定

見直し

第11期計

画

策定

障害者計画

障害福祉計画

障害児福祉計画

成年後見制度利用促進基本計画

こども計画

～こども・若者といっしょのまちづくり～

(こどもまんなか　にこにこプラン)

健康づくり支援計画
(健康増進計画・食育推進計画・歯と口腔の健康づくり

推進計画・母子保健計画・自殺対策計画)

高齢者支援計画
(高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

認知症施策推進計画)

新規策定
（令和7～11年度）

第8期（令和9～11年度）

第4期（令和9～11年度）

第2次

（令和2～11年度）

第10期
（令和9～11年度）

第5期

（令和9～13年度）

第7期

第3期

第9期

基本構想（令和2年度～）

基本計画見直しの際に見直し

基本計画(令和2～11年度)

実施計画 (3年間)
毎年見直し

第7次

（令和9～14年度）
第6次

第1期

第4期

第2期

（令和9～13年度）
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４ 策定方針・策定体制  

高齢者人口の着実な増加、高齢者を取り巻く社会環境の変化、高齢者自身の生活志向や意識の多

様化、介護や支援を要する高齢者の増加など地域の高齢者をめぐっては様々な課題があります。 

すでに 2025 年（令和７年）には「団塊の世代」が 75 歳以上に、2040 年（令和 22 年）に

は「団塊ジュニア世代」が 65 歳以上となり、地域社会における高齢者人口の増加が一層伸展しま

す。これを見据えて、今後、既存の資源を活かしながら地域包括ケアシステムの更なる深化及び地

域共生社会への発展につなげる効果的な施策の展開を図っていく必要があります。 

高齢者の社会参加の促進や健康づくり、介護予防等の諸施策を推進するとともに、介護が必要な

状態になっても、住み慣れた地域で、可能な限り日常生活を送ることができる地域社会づくりを推

進するための計画として策定します。 

また、市民や介護事業者・関係者の意見を反映した計画として策定する必要があることから、ア

ンケート調査や市民参加条例に基づく複数の市民参加手続の実施を通じて、市民参加を基本とした

計画策定を目指します。 
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＊ 本文中の「*」印がついている用語については、資料編の「用語集」に説明があります。 
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東部中学校区 

西初石中学校区 

おおぐろの森中学校区 

北部圏域 

南部圏域 東部圏域 

中部圏域 

常盤松中学校区 

八木中学校区 

南流山中学校区 

南部中学校区 

第２章 流山市の高齢者を取り巻く現状と課題 

１ 日常生活圏域の設定 

高齢者が住み慣れた地域で生活し続けられる社会基盤を整備するため、高齢者の日常生活の場で

ある「日常生活圏域」において、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包

括的に確保される「地域包括ケアシステム」を構築することが必要となっています。 

本市では、第３期介護保険事業計画から、地理的条件、人口、交通事情等及び本市の他の計画に

おける地域区分等を総合的に勘案して、中学校区の単位を基本に、４つの日常生活圏域を定めてい

ます。 

各圏域においては、5 か所の高齢者なんでも相談室（地域包括支援センター）が中心となり、地

域ケア会議等を通じて地域の現状や課題を把握するとともに、関係機関との情報共有やネットワー

クの構築等に取り組んでいます。 

また、高齢者人口の増加に伴う相談ニーズの増大にも対応するため、人員の増員等による体制の

充実に努めています。なお、第９期には、高齢者人口の増加が顕著な中部・東部・南部の３か所の

高齢者なんでも相談室について各１名ずつ職員を増員しました。 

第１０期においても引き続きこれまでの４圏域、５か所の高齢者なんでも相談室の体制とし、今

後も各圏域の状況を見極め必要な体制を確保していきます。 
  

■日常生活圏域図 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

おおたかの森中学校 
おおたかの森中学校の学区
は、中部・東部・南部圏域の
一部にそれぞれ含まれます。 

東深井中学校区 

北部中学校区 
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■日常生活圏域の詳細          （令和９年４月１日現在の字名及び学校区） 

圏域 中学校区 該当住所 高齢者なんでも相談室 

北部 
北部中学校区 
東深井中学校区 

※東深井小学校区・江戸川台小学校区 

東深井の一部/江戸川台東１～４丁目/江戸
川台西１～４丁目/こうのす台 

北部高齢者なんでも相談室 

江戸川台東２丁目 19 番地 

旧江戸川台出張所 

TEL 04-7155-5366 

FAX 04-7154-3207 

※西深井小学校区・新川小学校区 

深井新田/平方村新田/西深井/森のロジス
ティクスパーク一～三丁目/平方/東深井の
一部/美原１～４丁目/北/富士見台・富士見
台１～２丁目/小屋/中野久木/南/西初石１
丁目（73 番地を除く）/上新宿新田 35 番
地～98 番地 

北部西高齢者なんでも相談室 

中野久木 421 番地 

特別養護老人ホーム花のいろ内 

TEL 04-7197-1378 

FAX 04-7197-1615 

中部 

常盤松中学校区 
西初石中学校区         
おおぐろの森 
中学校区 

※おおたかの森
中学校区の一部 

東初石１～４丁目/青田/駒木/駒木台/美田
/若葉台/桐ケ谷/谷/下花輪/上貝塚/森のロ
ジスティクスパーク四丁目/大畔/上新宿/
上新宿新田27～34番地/西初石１丁目73
番地/西初石２～５丁目/おおたかの森北一
～三丁目/おおたかの森南一～三丁目/おお
たかの森東一～四丁目/おおたかの森西一
～四丁目 

中部高齢者なんでも相談室 

下花輪 409 番地の６ 

東葛病院付属診療所内 

TEL 04-7150-2953 

FAX 04-7158-8419 

東部 

東部中学校区 
八木中学校区 

※おおたかの森
中学校区の一部 

西松ケ丘１丁目/松ケ丘１～６丁目/向小金
１～４丁目/前ケ崎/名都借/宮園１～３丁
目/思井/思井一丁目/中/芝崎/古間木/前平
井/後平井/野々下１～６丁目/長崎１～２
丁目 

東部高齢者なんでも相談室 

野々下２丁目 488 番地の５ 

特別養護老人ホームあざみ苑内 

TEL 04-7148-5665 

FAX 04-7141-2280 

南部 

南部中学校区 
南流山中学校区 

※おおたかの森
中学校区の一部 

大字三輪野山/三輪野山一～五丁目/大字流
山/流山１～９丁目/大字加/加一～六丁目/
市野谷/平和台１～５丁目/大字木/木一～
三丁目/南流山１～１０丁目/大字鰭ケ崎/
鰭ケ崎/鰭ケ崎一～二丁目/大字西平井/西
平井一～三丁目 

南部高齢者なんでも相談室 

平和台２丁目１番地の２ 

流山市ケアセンター２階 

TEL 04-7159-9981 

FAX 04-7178-8555 
 

■日常生活圏域別の介護保険サービス事業所・施設等の状況（令和 5 年 10 月現在） 

 

区
分 

高
齢
者
な
ん
で
も
相
談
室
（
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
） 

介護保険サービス事業 

（在宅・訪問系） 
地域密着型サービス* 

介護 

保険 

施設 

高齢者福祉施設等 
 

居
宅
介
護
支
援 

 

訪
問
介
護 

 

訪
問
入
浴 

 

訪
問
看
護 

 

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン 

 

通
所
介
護
（
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
） 

 

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
（
デ
イ
ケ
ア
） 

 

短
期
入
所
生
活
介
護
（
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
） 

 

短
期
入
所
療
養
介
護
（
シ
ョ
ー
ト
ケ
ア
） 

 

特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護* 

認
知
症
対
応
型
生
活
介
護
（
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
） 

 

認
知
症
対
応
型
通
所
介
護 

 

小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護 

 

地
域
密
着
型
介
護
老
人
福
祉
施
設 

 

地
域
密
着
型
通
所
介
護 

 

看
護
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護 

 

定
期
巡
回
・
随
時
訪
問
型
訪
問
介
護
看
護 

介
護
老
人
福
祉
施
設
（
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
） 

 

介
護
老
人
保
健
施
設 

 

ケ
ア
ハ
ウ
ス
＊ 

有
料
老
人
ホ
ー
ム
（
特
定
施
設
指
定
以
外
）1

* 

 

サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
＊ 

 

高
齢
者
福
祉
セ
ン
タ
ー 

 

福
祉
会
館 

 

高
齢
者
趣
味
の
家 

 

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー 

保
健
セ
ン
タ
ー
（
平
日
夜
間
・
休
日
診
療
所
） 

 

ケ
ア
セ
ン
タ
ー 

 

公
民
館
・
文
化
会
館 

 

生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー 

 

高
齢
者
ふ
れ
あ
い
の
家 

北
部 

2 15 19   5 2 9 2 6 1 3 2 0 1 1 2   1 5 1 1 5 9 1 4 1       1   7 

中
部 

1 11 10   6 1 13 3 6   3 3 1 1 1 3 1 1 2     3 6   3   1 1   1   12 

東
部 

1 7 10   3 2 7 1 3 1 4 4   1   5     3 1 1 4 3   4 1       1 1 7 

南
部 

1 11 13 1 10 1 12   1   1 2   1   5   1       4 4   4 1     1 3   6 

計 5 44 52 1 24 6 41 6 16 2 11 11 1 4 2 15 1 3 10 2 2 16 22 1 15 3 1 1 1 6 1 32 

 

* 本文中の「*」印がついている用語については、資料編の「用語集」に説明があります。 
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２ 高齢者数の状況 

（1）総人口の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総人口の推移をみると、令和３年から令和５年までの急激な人口増加は落ち着き、令和６年以降

は、ゆるやかな上昇傾向にあります。圏域別にみると、開発の影響が続く中部圏域や南部圏域では

増加が続いており、東部圏域や北部圏域では横ばいの傾向となっています。 

 

  

36,332人 36,340人 36,499人 36,405人 36,684人 37,099人

62,671人 65,902人 68,138人 68,811人 69,406人 69,920人

40,112人 40,240人 40,379人 40,381人 40,419人 40,940人

62,169人 62,957人 64,221人 65,500人 66,609人 67,693人

201,284人 205,439人 209,237人 211,097人 213,118人 215,652人

0人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

100,000人

120,000人

140,000人

160,000人

180,000人

200,000人

220,000人

240,000人

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年

北部圏域 中部圏域 東部圏域 南部圏域
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（2）高齢者数の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者数（６５歳以上人口）の推移をみると、毎年２００人程度の増加となっています。北部圏

域と東部圏域はほぼ横ばいですが、中部圏域や南部圏域は緩やかに増加しています。  

12,251人 12,261人 12,269人 12,248人 12,298人 12,272人

11,336人 11,435人 11,509人 11,585人 11,563人 11,630人

10,671人 10,723人 10,686人 10,678人 10,703人 10,703人

12,431人 12,546人 12,674人 12,793人 12,826人 12,904人

46,689人 46,965人 47,138人 47,304人 47,390人 47,509人

0人

5,000人

10,000人

15,000人

20,000人

25,000人

30,000人

35,000人

40,000人

45,000人

50,000人

55,000人

60,000人

65,000人

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年

北部圏域 中部圏域 東部圏域 南部圏域



第２章 流山市の高齢者を取り巻く現状と課題 

10 

（3）高齢化率の推移  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢化率（総人口に占める６５歳以上人口の割合）の推移をみると、子育て世帯を中心に人口増
加が続いているため、減少傾向が続いています。 

なお、高齢化率が低い南部圏域においても、高齢者数は最も高齢化率が高い北部圏域を上回る（
令和８年の高齢者数・南部圏域：12,904 人 北部圏域：12,272 人）ことから、高齢化率だけで
なく、高齢者の実数にも留意しながら計画を遂行していきます。 

33.7% 33.7% 33.6% 33.6% 33.5% 33.1%

18.1%
17.4% 16.9% 16.8% 16.7% 16.6%

26.6% 26.6% 26.5% 26.4% 26.5% 26.1%

20.0% 19.9% 19.7% 19.5% 19.3% 19.1%

23.2% 22.9% 22.5% 22.4% 22.2% 22.0%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年

北部圏域 中部圏域 東部圏域 南部圏域 市全体
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（4）圏域別・年齢階層別にみた高齢者数等の推移  
 

■流山市全域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市域全体の４０歳以上の人口の推移をみると、６５～７４歳の前期高齢者数が減少する一方で、
７５歳以上の後期高齢者数は増加傾向にあります。 

 

  

64,845人 66,679人 68,516人 70,140人 71,593人 73,287人

22,743人 21,984人 20,643人 19,625人 18,691人 18,129人

23,946人 24,981人 26,495人 27,679人 28,699人 29,380人

23.2% 22.9% 22.5% 22.4% 22.2% 22.0%
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令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年

40-64歳 65-74歳 75歳以上 高齢化率
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19,638人 20,783人 21,916人 22,826人 23,654人 24,425人

5,508人
5,351人 4,965人 4,728人 4,501人 4,402人

5,828人
6,084人 6,544人 6,857人 7,062人 7,228人

18.1%
17.4%

16.9% 16.8% 16.7% 16.6%

0%

5%

10%

15%
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25%

0人

10,000人

20,000人

30,000人

40,000人

50,000人

60,000人

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年

40-64歳 65-74歳 75歳以上 高齢化率

■北部圏域 

  

 

■中部圏域 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11,968人 11,959人 11,952人 11,909人 11,949人 12,040人

5,904人 5,711人 5,386人 5,050人 4,773人 4,564人

6,347人 6,550人 6,883人 7,198人 7,525人 7,708人

33.7% 33.7% 33.6% 33.6% 33.5% 33.1%
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30,000人

40,000人

50,000人

60,000人

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年

40-64歳 65-74歳 75歳以上 高齢化率
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13,357人 13,557人 13,720人 13,777人 13,796人 14,016人

4,869人 4,682人 4,349人 4,154人 4,021人 3,909人

5,802人 6,041人 6,337人 6,524人 6,682人 6,794人

26.6% 26.6% 26.5% 26.4% 26.5% 26.1%

0%
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40-64歳 65-74歳 75歳以上 高齢化率

19,882人 20,380人 20,928人 21,628人 22,194人 22,806人

6,462人 6,240人 5,943人 5,693人 5,396人 5,254人

5,969人 6,306人 6,731人 7,100人 7,430人 7,650人
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40-64歳 65-74歳 75歳以上 高齢化率

 
  

■東部圏域 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■南部圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２章 流山市の高齢者を取り巻く現状と課題 

14 

３ 高齢者等実態調査の結果から見た高齢者の状況 

（1）調査の概要  

①  調査目的 

高齢者等の状況や高齢者福祉及び介護サービスに対する意見・意向等を把握し、本計画策定の基礎
資料とすることを目的として実施したものです。 

②  調査対象 

調査名 調査対象 規模 

１ 高齢者一般調査 

介護予防・日常生活 

圏域ニーズ調査 

要介護認定（要介護１～５）を受けていない 

６５歳以上の高齢者 

無作為抽出 

（2,000 人） 

２ 要支援・要介護認定者調査 

（在宅介護実態調査） 

要支援・要介護認定を受けて在宅で生活されている

６５歳以上の高齢者 

無作為抽出 

（1,000 人） 

３ 介護サービス事業所調査 流山市内の介護サービス提供事業所 (281 事業所) 

③ 調査方法及び調査期間 

調査名 調査方法 調査期間 

１ 高齢者一般調査 郵送によるアンケート調査 

（お礼兼督促ハガキの発送１回） 
令和８年１月１６日（金）～ 

令和８年２月１３日（金） ２ 要支援・要介護認定者調査 

３ 介護サービス事業所調査 メールによるアンケート調査 
令和７年１２月２６日（金）～ 

令和８年１月２３日（金） 

④ 回収状況 

調査名 
調査 

対象数（人） 

有効 

回収数（人） 

有効 

回収率（％） 

１ 高齢者一般調査 ２,０００ １,５７５ ７８．８ 

２ 要支援・要介護認定者調査 １,０００ ６０８ ６０．８ 

３ 介護サービス事業所調査 ２８１ １８８ ６６．９ 

⑤ 調査結果の見方 

ここでは、３つの調査対象のうち「高齢者一般調査」と「要支援・要介護認定者調査」の結果を中

心に掲載しています。集計は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、数値の合計が 100.0%に

ならない場合があります。 

基数となるべき実数は、n（number of cases の略）として表示しています。回答の比率（%）は、

その質問の回答者数を基数として算出しているため、複数回答の設問は全ての比率を合計すると

100.0%を超える場合があります。 
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15.3 47.4 4.1 14.0 15.9 3.2ｎ＝1,575

１人暮らし 夫婦２人暮らし(配偶者65歳以上)
夫婦２人暮らし(配偶者64歳以下) 息子・娘との２世帯
その他 無回答

14.3 

13.9 

14.9 

22.5 

20.7 

24.1 

29.5 

30.5 

29.0 

22.0 

22.3 

22.1 

8.6 

10.0 

7.7 

2.5 

2.7 

2.3 

0.5 

0.0 

0.0 

全体

（n=1,575）

男性

（n=692）

女性

（n=875）

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上 無回答

（2）高齢者一般調査（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査）結果  

① 回答者の属性 

性・年齢 

対象者２，０００人のうち有効回収数は１，５７５人（うち、年齢・性別および居住地区不明が８人）

で、そのうち男性：６９２人、女性：８７５人でした。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住地区 

 

家族構成 
       
 

 

 

 

② 一般高齢者調査の状態像 
設問ごとの回答の組み合わせによって、健康状態や身体機能に関するリスク該当者（判定基準

に該当した方）の割合を算出します。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

25.0 23.9 24.6 25.9 0.5ｎ＝1,575

北部 中部 東部 南部 無回答

(%) 
(%) 

 

項目

階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか 0.はい 1.いいえ

椅子に座った状態から何もつかまらずに、立ち上がっていますか 0.はい 1.いいえ

15分位続けて歩いていますか 0.はい 1.いいえ

過去1年間に転んだ経験がありますか 1.はい 0.いいえ

転倒に対する不安は大きいですか 1.はい 0.いいえ

6か月間で２～3㎏以上の体重減少がありましたか 1.はい 0.いいえ

身長　　　㎝　体重　　　　　㎏

半年前に比べて硬いものが食べにくくなりましたか 1.はい 0.いいえ

お茶や汁物等でむせることがありますか 1.はい 0.いいえ

口の渇きが気になりますか 1.はい 0.いいえ

配点

※BMI＜18.5

　なら「１」

運動器の機能低下
５項目のうち、
点数が３点以上の方

口腔機能の低下
３項目のうち、
点数が２点以上の方

低栄養
２項目のうち、
点数が２点の方

(%) 

(%) 

(%) 
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全体 ｎ＝1,575

11.1 86.7 2.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体n=1,575

該当 非該当 判定不能

1.2 94.5 4.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体n=1,575

該当 非該当 判定不能

25.1% 74.1% 0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体n=1,575

該当 非該当 判定不能

9.8 69.3 16.1 3.6 1.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体n=1,575

とても良い まあ良い あまり良くない 良くない 無回答

0.3%

0.4%

0.9%

1.8%

2.0%

13.9%

7.3%

17.1%

25.6%

10.7%

16.3%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40%

０点

１点

２点

３点

４点

５点

６点

７点

８点

９点

10点

無回答

運動器の機能低下 

運動機能については、運動器の機能低下に「該当」している方が 11.1％となっています。 
 
 
 
 
 
 
 

低栄養 

栄養状態については、低栄養に「該当」している方が 1.2％となっています。 

 
 

 

 

 

 

 

口腔機能の低下 

口腔機能については、口腔機能の低下に「該当」している方が 2５.1％となっています。 

 
 

 

 
 

③ 健康・疾病・生活の状況 

主観的健康感・主観的幸福感 

現在の健康状態については、「まあ良い」が 6９.３％で最も高く、次いで「あまり良 
くない」が 16.１％、「とても良い」が９.８％となっています。 

 

 

 
 
 

 

現在の幸福度については、「８点」が２５．６％と最も多く、次いで、「７点」が１７．１％、

「１０点」が１６．３％となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

主観的健康感 

とても不幸せ 

とても幸せ 

主観的幸福感 
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0.3 

0.4 

0.9 

1.8 

2.0 

13.9 

7.3 

17.1 

25.6 

10.7 

16.3 

3.7 

0.1 

0.3 

0.6 

1.1 

1.5 

10.7 

7.2 

17.8 

28.1 

12.2 

17.6 

2.8 

0.6 

0.6 

2.1 

3.8 

4.1 

23.0 

8.0 

16.2 

19.2 

5.0 

13.0 

4.4 

０点

１点

２点

３点

４点

５点

６点

７点

８点

９点

10点

無回答

全体 n=1,575 問４(17)趣味あり n=1,170 問４(17) 思いつかない n=339

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

13.5%

43.0%

19.7%

17.5%

14.9%

14.0%

11.5%

11.4%

7.7%

5.5%

5.3%

4.8%

4.4%

3.6%

2.9%

1.3%

1.0%

1.0%

0.4%
5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ない
高血圧

高脂血症(脂質異常)
目の病気
糖尿病

筋骨格の病気(骨粗しょう症、関節症等)
心臓病
その他

腎臓・前立腺の病気
胃腸・肝臓・胆のうの病気

がん(悪性新生物)
呼吸器の病気(肺炎や気管支炎等)

耳の病気
脳卒中(脳出血・脳梗塞など)

外傷(転倒・骨折等)
血液・免疫の病気

うつ病
認知症(アルツハイマー病等)

パーキンソン病
無回答

全体 ｎ＝1,575

最も幸福度が高い 10 点から最も低い 0 点までのうち、8 点以上の人が全体の

約 5 割を占めました。 

「趣味あり」の人のうち 8 点以上の人の割合は、57.9％でしたが、「思いつか 

          ない」人は 37.2％でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

現在治療中、または後遺症のある病気（複数回答可） 

現在治療中、または後遺症のある病気については、「高血圧」が 43.0％と最も多く、次いで、「高

脂血症(脂質異常)」が 19.7％、「目の病気」が 17.5％となっています。なお、「ない」は 13.5％と

なっています。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

主観的幸福感と趣味 
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27.4 69.4 3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体ｎ＝1,575

はい いいえ 無回答

53.2%

29.4%

13.2%

7.4%

2.5%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80%

特に対応していない

補聴器や集音器を利用している

医療機関を受診した、又は通院している

補聴器や集音器の購入を検討している

その他

無回答

全体 ｎ＝1,575

66.0%

17.2%

1.8%

0.7%

6.7%

23.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新聞購読

食品・乳飲料・弁当等の配達

警備会社

家電製品等を利用した遠隔サービス

その他

無回答

39.0 25.1 33.6 2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体ｎ＝1,575

知っていた 名前は聞いたことがあった 知らなかった 無回答

全体n=432

生活の中での「聞こえ」の困りごと 

生活の中で、「聞こえ」について困っているかについては、「はい」が 27.4％に対し、「いいえ」が

69.4％となっています。 

「はい」と回答した方 432 人を対象とした聞こえの困りごとへの対応状況については、「特に対応

していない」が 53.2％と最も多く、次いで、「補聴器や集音器を利用している」が 29.4％、「医療機

関を受診した、又は通院している」が 13.2％となっています。 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フレイルの認知度 

フレイル(高齢期に心身の機能が低下し、不健康になりやすい状態)の認知度については、「知ってい

た」が 39.0％と最も多く、次いで、「知らなかった」が 33.6％、「名前は聞いたことがあった」が

25.1％となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

定期的な配達サービスや見守りサービスの利用(複数回答可) 

定期的な配達サービスや見守りサービスの利用については、「新聞購読」が 66.0％と最も多く、次

いで、「食品・乳飲料・弁当等の配達」が 17.2％となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活の中で、「聞こえ」について困っていますか。 

聞こえの困りごとに対応していますか。 
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83.6%

22.0%

13.3%

10.9%

0.3%

5.7%

6.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

広報ながれやま

市ホームページ

公式LINEアカウント

出張所などにあるチラシ

公式X(旧Twitter)

その他

無回答 全体 ｎ＝1,575

40.3 

63.7 

53.7 

38.3 

25.9 

18.4 

7.7 

8.8 

19.9 

8.5 

8.0 

4.9 

5.1 

61.0 

77.9 

72.9 

63.9 

45.5 

39.0 

30.8 

33.3 

64.2 

44.9 

30.8 

16.7 

10.3 

7.7 

22.1 

23.9 

29.7 

22.6 

17.9 

13.2 

7.7 

15.5 

2.2 

5.6 

15.5 

24.2 

37.5 

30.8 

9.3 

1.8 

3.7 

8.2 

16.7 

17.6 

25.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,575）

65～69歳（n=226）

70～74歳（n=354）

75～79歳（n=465）

80～84歳（n=347）

85～89歳（n=136）

90歳以上（n=39）

SNS(Facebook、X(旧Twitter)、LINE、Instagramなど)を利用する
オンラインミーティング(FaceTime、Zoom、Teamsなど)を利用する
電子メールで家族・友人などと連絡をとる
インターネットで手続きをしたり、ショッピングをしたりする
インターネットの閲覧のみ使用する
情報機器は使わない
無回答

5.9%

0.6%

29.0%

19.7%

6.5%

4.1%

4.2%

2.7%

3.4%

1.4%

15.9%

31.9%

0% 10% 20% 30% 40%

病気

障害(脳卒中の後遺症など)

足腰などの痛み

トイレの心配(失禁など)

耳の障害(聞こえの問題など)

目の障害

外での楽しみがない

経済的に出られない

交通手段がない

自宅の集合住宅にエレベーターがない

その他

無回答

外出時に困りごとはありますか(複数回答可) 

外出時の困りごとについては、「足腰などの痛み」が 29.0％と最も多く、次いで、「トイレの心配(失

禁など)」が 19.7％となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市からの情報入手方法 

市からの情報の入手先については、「広報ながれやま」が 83.6％と最も多く、次いで、「市ホーム

ページ」が 22.0％、「公式 LINEアカウント」が 13.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報機器（スマートフォンやパソコン等）の利用内容（複数回答可） 

  情報機器の利用内容については、「電子メールで家族・友人などと連絡をとる」が 61.0％と最も
多く、次いで、「SNS(Facebook、X(旧 Twitter)、LINE、Instagramなど)を利用する」が 40.3％、「イ
ンターネットで手続きをしたり、ショッピングをしたりする」が 33.3％となっています。 
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17.4 42.4 31.9 4.1 4.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体ｎ＝1,575

困ったときに相談をしたり、助け合ったりするなど、親しくつきあっている
会えば話をする程度
会えばあいさつをかわす程度
つきあいはほとんどない
無回答

13.1 42.7 29.3 6.4 2.6 5.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 ｎ=1,575

8.9 41.1 31.4 9.7 2.9 6.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 ｎ=1,575

16.4 44.6 25.2 6.5 1.8 5.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 ｎ=1,575

とてもそ思う ややそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない 全くそう思わない 無回答

23.6 45.0 18.1 5.4 2.7 5.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 ｎ=1,575

④ 地域・ご近所での活動 

近所づきあい・地域での支え合いの現状 

現在、どのような近所づきあいをしているかについては、「会えば話をする程度」が 42.4％と最も

多く、次いで、「会えばあいさつをかわす程度」が 31.9％、「困ったときに相談をしたり、助け合った

りするなど、親しくつきあっている」が 17.4％となっています。地域での支え合いについては、災害

時ご近所の人と助け合える、ご近所の人を信頼できる、地域で人の役に立ちたい、地域に愛着を感じ

る、といった項目で、とてもそう思う・ややそう思うとの回答が過半を占めています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害が起こったとき、ご近所の人たちと助けあえると思いますか。 

                 
ご近所の人たちは、一般的に信頼できると思いますか。 

                   
あなたは、居住する地域で他の人の役に立ちたいと思いますか。 

                  
あなたは、現在居住する地域に誇りや愛着を感じていますか。 

 

 

                     

近所づきあいの程度 

地域での支え合い 
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38.0%

28.6%

18.8%

13.7%

9.1%

5.5%

4.5%

6.7%

26.0%

0% 20% 40% 60% 80%

話し相手や見守り

電球の取替え・ゴミ出し・買い物などの代行

庭の手入れ(樹木の伐採、草取り、水やり)

病院・スーパーなどへの送迎

ペットの世話(餌やり、散歩)

掃除や洗濯の代行

食事の支度

その他

無回答 全体 ｎ＝1,575

0.5 

5.2 

1.4 

0.2 

1.0 

0.2 

0.2 

0.6 

9.1 

1.0 

1.5 

9.8 

5.1 

0.8 

0.8 

0.2 

0.5 

0.4 

6.7 

0.3 

1.4 

5.3 

5.9 

1.6 

2.7 

0.4 

0.9 

0.3 

1.7 

0.3 

5.5 

5.7 

13.7 

3.9 

1.9 

1.7 

5.0 

0.6 

1.5 

0.6 

3.7 

2.3 

3.8 

3.0 

2.0 

1.8 

22.9 

0.7 

0.7 

0.5 

58.4 

47.2 

46.8 

58.4 

60.7 

62.7 

42.4 

63.4 

50.0 

20.4 

29.0 

24.6 

23.4 

32.1 

30.9 

33.0 

28.1 

34.0 

30.4 

76.9 

ボランティアのグループ

スポーツ関係のグループやクラブ

趣味関係のグループ

学習・教養サークル

高齢者ふれあいの家や体操の集い

など、介護予防のための通いの場

老人クラブ

町内会・自治会

子どもや子どもを育てている親を

支援する活動

収入のある仕事

その他

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無回答

近所で困っている人がいたら手伝えそうなこと（複数回答可） 

近所で困っている人がいたら、あなたがやってもよいと思えることについては、「話し相手や見守

り」が 38.0％で最も高く、次いで「電球の取替え・ゴミ出し・買い物などの代行」が 28.6％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

さまざまな活動への参加頻度（複数回答可） 

町内会・自治会に参加している方（年に数回以上）は合わせて 29.5%となっています。趣味関係の

グループに参加している方（月に 1 回以上）が合わせて 26.1%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(%) 
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39.0%

20.6%

15.7%

13.4%

10.1%

7.2%

7.1%

6.1%

4.3%

3.9%

13.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

特にない

地域の集いの場の手伝い(準備、お茶出し、片付け等)

地域の生活環境の改善(美化)活動

地域の防犯パトロール

一人暮らし高齢者宅等でのちょっとした手伝い

子どもや子どもを育てている親を支援する活動

認知症や一人暮らし高齢者など、地域の気になる人の見守り

地域の集いの場の世話役(企画・運営)

家族介護をしている人の手伝い(相談相手など)

その他

無回答

 

 

 
5.4

1.3

48.4

29.0

30.9

54.5

5.4

3.5

10.0

11.6

参加者として参加してみたい

企画・運営(お世話役)として

参加してみたい

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答

(%) 

全体 ｎ＝1,575

地域住民の有志による、地域づくりの活動への参加意向 

地域住民の有志による、地域づくりを進める場合の参加意向は、参加者として参加してみたいと回

答（既に参加・是非参加したい・参加してもよい）した方は、59.2％となっています。一方で参加し

たくないと回答した方も 30.9％となっています。また活動の企画・運営（お世話役）として参加した

いと回答（既に参加・是非参加したい・参加してもよい）した方は、33.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

地域づくりの活動へ参加した場合に、やってもよい・できそうなこと（複数回答可） 

地域づくり活動に参加した場合に、やってもよい・できそうな内容を質問したところ、地域の集い

の場の手伝いが 20.6％と最も多く、次いで、地域の生活環境の改善（美化）活動などとなっていま

す。 
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34.0% 58.1% 4.4% 3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体n=1,575

制度の趣旨や内容を理解している
制度があることは知っているが、内容まではよくわからない
知らない、わからない
無回答

14.9% 16.4% 31.4% 32.6% 4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体n=1,575

利用したことがある(相談した・講演会等に参加した・訪問に来た等)
何をしているところか知っていた
名前だけは知っていた
知らなかった
無回答

59.0%

13.8%

13.0%

10.5%

9.6%

9.1%

7.7%

7.1%

4.2%

4.0%

3.3%

9.3%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80%

広報ながれやま

市ホームページ

自治会(回覧・催し等)

施設の前を通りがかった

知人・親戚からの紹介

医療機関からの紹介

公共施設等のポスター・チラシ

テレビ・新聞

市役所からの紹介

高齢者なんでも相談室(地域包括支援センター)からの電話や訪問

民生委員からの紹介

その他

無回答 全体n=987

⑤ 介護保険・高齢者福祉について 

介護保険制度の認知度 

「制度があることは知っているが、内容まではよくわからない」が 58.1％で最も多くなっていま
す。 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者なんでも相談室（地域包括支援センター）の認知度 

高齢者なんでも相談室（地域包括支援センター）を知っているかについては、「名前だけは知って

いた」が 31.4％で最も高く、次いで「知らなかった」が 32.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者なんでも相談室（地域包括支援センター）をどのように知りましたか 

高齢者なんでも相談室を知った媒体は、「広報ながれやま」が 59.0％で最も高くなっています。 
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認知症に関する相談窓口を知っていますか。 

26.3% 66.6% 7.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体n=1,575

はい いいえ 無回答

75.4 35.7 17.6 43.7 33.6 4.1 14.3

1.9
1.2

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体ｎ＝414

高齢者なんでも相談室(地域包括支援センター) 市役所

民生委員 病院

かかりつけ医 よりそいサポートセンター

認知症地域支援推進員のいる介護施設等 わからない

その他 無回答

58.9%

41.9%

26.2%

26.5%

15.4%

10.4%

6.2%

13.5%

26.0%

2.7%

8.1%

5.9%

1.2%

6.7%

0% 20% 40% 60% 80%

相談窓口の充実

身近なかかりつけ医でも認知症の相談ができる体制づくり

認知症の正しい知識や理解を深めるための啓発

認知症の人を見守るネットワークづくり

認知症の人が活動する場づくり、社会参加の支援

家族の交流会等の支援

若年性認知症(64歳以下の発症)の人に対する支援

認知症カフェ(オレンジカフェ)等、認知症の人と家族、地域住民、

専門職、誰もが集える場所づくり

認知症グループホーム等の施設整備

就労支援

成年後見制度の利用促進などによる認知症の人の権利利益の保護

認知症サポーターの活躍の場

その他

無回答 全体 ｎ＝1,575

⑥ 認知症・成年後見 

認知症に関する理解・考え 

認知症に関する相談窓口については、知っていると答えた方は 26.3%でした。また、認知症に関す

る相談窓口として知っているものについては、「高齢者なんでも相談室(地域包括支援センター)」が

75.4％と最も多く、次いで、「病院」が 43.7％、「市役所」が 35.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症に関する相談窓口として知っているものはありますか。 

どのような認知症施策に重点を置くべきだと思いますか。（複数回答可） 
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37.7% 40.6% 17.8% 3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体n=1,575

知っていた 名前は聞いたことがあった 知らなかった 無回答

20.0% 29.1% 19.0% 24.3% 0.4% 7.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体n=1,575

利用したいと思う
成年後見人等に誰がなるかによっては利用したいと思う
利用したいとは思わない
わからない
すでに利用している

46.5%

34.5%

22.3%

14.1%

7.0%

5.7%

3.2%

1.9%

15.1%

9.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

高齢者なんでも相談室(地域包括支援センター)

市役所

流山市成年後見推進センター

専門職(弁護士、司法書士など)

友人・知人

民生委員

介護事業所

その他

誰に相談したらよいかわからない

無回答
全体n=1,575

成年後見制度
*
の認知度 

成年後見制度について、知っていたと回答した方は 37.7％となっています。一方で、名前は聞いた

ことがあった、知らなかったと回答した方が 58.4 となっています。 

 

 

 

 

成年後見制度を利用したいと思いますか。 

成年後見制度の利用意向については、「成年後見人等に誰がなるかによっては利用したいと思う」が
29.1％で最も高く、次いで「利用したいと思う」が 20.0％となっています。また、「わからない」が
24.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

成年後見制度のことを相談するならどこに相談しますか。 

成年後見制度の相談先については、「高齢者なんでも相談室（地域包括支援センター）」が 46.5％で

最も高く、次いで「市役所」が 34.5％、「流山市成年後見推進センター」が 22.3％となっています。 

 なお、「誰に相談したらよいかわからない」は 15.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

※ 本文中の＊印が付いている用語については、「用語集」に説明があります。   
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66.7 22.5 5.1 5.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体ｎ＝1,575

知っていた 名前は聞いたことがあった 知らなかった 無回答

92.3%

2.3%

0.6%

0.1%

0.3%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族・親族

頼れる人がいない

専門職に依頼している

友人・知人

その他

無回答 全体 ｎ＝1,575

20.8%

19.9%

13.0%

8.4%

7.6%

5.6%

2.2%

1.1%

2.0%

54.3%

6.3%

0% 20% 40% 60% 80%

財産や相続の整理

葬儀やお墓の希望整理

エンディングノートの作成

医療・介護についての希望整理

遺言書の作成

家族との話し合いの進め方に関する支援

デジタル遺産(SNS・メール等)の整理

終活全般のセミナーや相談窓口の利用

その他

特に何もしていない

無回答 全体 ｎ＝1,575

⑦ 今後の暮らし（地域包括ケア） 

終活の認知度 

終活の認知度については、「知っていた」が 66.7％と最も多く、次いで、「名前は聞いたことがあっ

た」が 22.5％、「知らなかった」が 5.1％となっています。 

 

 

 

 

終活として、すでに取り組んでいるもの（複数回答可） 

終活として、すでに取り組んでいるものについては、「特に何もしていない」が 54.3％と最も多

く、次いで「財産や相続の整理」が 20.8％、「葬儀やお墓の希望整理」が 19.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

死亡後の事務手続きはどなたが行う予定ですか 

死亡後の事務手続きを行う予定の人については、「家族・親族」が 92.3％と最も多く、次いで、

「頼れる人がいない」が 2.3％、「専門職に依頼している」が 0.6％となっています。 
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9.7% 43.1% 27.5% 8.1% 3.9% 7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体n=1,575

家族介護のみを受けて自宅で暮らしたい
在宅療養を利用して自宅で暮らしたい
特別養護老人ホーム等の介護保険施設に入所し、そこで介護サービスを受けたい
介護保険以外の施設(有料老人ホーム等)に入所し、そこで介護サービスを受けたい
その他
無回答

41.8% 44.5% 7.9% 5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体n=1,575

内容を知っていた 言葉は聞いたことがあった 知らなかった 無回答

34.9% 22.0% 34.0% 3.6% 5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体n=1,575

自宅 介護保険施設 病院 その他 無回答

44.0% 44.6% 11.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体n=1,575

はい いいえ 無回答

介護が必要になった時に望む暮らし方 

介護が必要になった時、どのような暮らし方を望むかについては、「在宅療養を利用して自宅で暮ら
したい」が 43.1％で最も高く、次いで「特別養護老人ホームなどの介護保険施設に入所し、そこで介
護サービスを受けたい」が 27.5％、「家族介護のみを受けて自宅で暮らしたい」が 9.7％となってい
ます。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

「在宅療養」(自宅に医師や看護師、ホームヘルパーなどに来てもらい医療や介護サービス
を受けながら療養生活を送ること。)について知っていましたか。 

在宅療養を知っているかについては、「言葉は聞いたことがあった」が 44.5％で最も高く、次いで
「内容を知っていた」が 41.8％、「知らなかった」が 7.9％となっています。 

 

 

 
 
 
 

ご自身の人生の終末期はどこで迎えたいですか。 

人生の終末期はどこで迎えたいかでは、「自宅」が 34.9％で最も多く、次いで「病院」が 34.0％と
なっています。「介護保険施設」は、22.0％となっています。 

 

 
 
 
 
 
 

命に関わる病気やケガといったもしもの時に自身が望む医療やケア（人生会議：ACP
*
について） 

命に関わる病気やケガといったもしもの時のために、自身が望む医療やケアについて考えたことは
あるかについては、「はい」が 44.0％、「いいえ」が 44.6％となっています。 
 「はい」と回答した方 693 人を対象とした、自身が望む医療やケアについて、家族の方等と話し
合い（人生会議：ACP）をしているかについては、「家族や信頼の置ける人とたまに話し合う」が 36.4％
で最も高く、次いで「家族や信頼の置ける人とよく話し合う」が 24.8％となっています。 

 

 

 

 

※ 本文中の＊印が付いている用語については、「用語集」に説明があります。 

命に関わる病気やケガといったもしもの時のために、自身が望む医療やケアについて考えたことはありますか。 
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24.8% 36.4% 3.2% 4.0% 24.2% 7.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体n=693

家族や信頼の置ける人とよく話し合う
家族や信頼の置ける人とたまに話し合う
エンディングノート等に書きとめ、家族等と共有している
エンディングノート等に書きとめているが、家族等と共有はしていない
特に何もしていない
無回答

53.1%

39.2%

33.4%

31.7%

29.6%

28.4%

27.3%

24.2%

23.6%

20.9%

18.9%

16.9%

13.0%

10.5%

9.8%

8.6%

6.2%

3.3%

1.1%

4.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

健康づくり・介護予防・認知症の発症を遅らせるような取組の推進

在宅が困難になった時のための特別養護老人ホームなどの施設サービスの充実

日常生活について困ったときの相談窓口の充実

訪問介護や通所介護など在宅介護サービスの充実

往診する医療機関や訪問看護の充実

食事の配送などの食事サービスの充実

声かけや安否確認など地域で高齢者を見守る体制づくり

認知症高齢者とその家族への支援

体調を崩した時にごみ出しや買い物などを支援する体制

介護者の休息がとれたり、緊急時に宿泊可能なショートステイサービスの充実

高齢者等の外出や移動に配慮したまちづくりの推進

高齢者を介護する家族への、おむつ等介護用品支給の充実

生きがい活動や就労の支援

安心できて、住みやすい住まいの確保

高齢者の権利・利益の保護

在宅医療介護サービスについての周知

地域でのボランティア活動等への支援

介護者のための講座

その他

無回答

全体n=1,575

 

 

 

 

 

 

 

 

 

できる限り住み慣れた地域で暮らし続けるために、力を入れるべきこと（回答は 5 つまで） 

できる限り住み慣れた地域で暮らし続けられるようにするために特に力を入れていくべきものにつ
いては、「健康づくり・介護予防・認知症予防の取組の推進」が 53.1％で最も多く、次いで、「在宅が
困難になった時のための特別養護老人ホームなどの施設サービスの充実」が 39.2％などとなってい
ます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自身が望む医療やケアについて、家族の方等と話し合い（人生会議：ACP）をしていますか。 
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2.6%

2.6%

2.7%

7.2%

9.4%

5.9%

13.8%

17.2%

11.9%

29.3%

27.9%

30.5%

28.3%

26.2%

29.9%

18.1%

16.7%

19.1%

0.7%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=608）

男性（n=233）

女性（n=371）

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上 無回答

24.2% 26.3% 23.2% 25.7% 0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体n=608

北部圏域 中部圏域 東部圏域 南部圏域 無回答

27.8% 33.4% 32.7% 6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体n=608

単身世帯 夫婦のみ世帯 その他 無回答

21.2% 13.2% 23.4% 18.4% 10.4% 8.4% 4.4% 0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体n=608

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 無回答

（3）要支援・要介護認定者調査（在宅介護実態調査）結果 

① 回答者の属性 

年齢・性別 

対象者1,000人のうち有効回収数は608人で、そのうち男性：233人、女性：371人でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住地区 

 

 

 

家族構成 

 

 

 

 

 

 

要介護度 
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40.1 10.0 10.5 4.4 27.8 7.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体ｎ＝608

ない
家族・親族の介護はあるが、週に１日よりも少ない
週に１～２日ある
週に３～４日ある
ほぼ毎日ある
無回答

26.8 56.1 4.0

0.0 2.5 0.9

9.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体ｎ＝321

配偶者 子 子の配偶者 孫 兄弟・姉妹 その他 無回答

33.6 59.8 6.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体ｎ＝321

男性 女性 無回答

1.6

4.1 28.3 25.2 15.3 16.5

0.3

8.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体ｎ＝321

30代 40代 50代 60代 70代 80歳以上 わからない 無回答

② 在宅介護の状況 

家族や親族からの介護の回数 

要介護認定を受けていても、介護を受けていない方が 40.1％、「週に１日よりも少ない」が 10.0％

となっています。その一方で、「ほぼ毎日ある」が 27.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な介護者の続柄 

主な介護者について回答された方 321 人のうち、主な介護者の続柄については、「子」が 56.1％

で最も多くなっており、次いで「配偶者」が 26.8％、子の配偶者が 4.0％となっています。 

 

 

 

 

 

主な介護者の性別・年齢 

主な介護者のうち、男性の介護者は33.6％、女性の介護者は59.8％でした。「50歳代」、「60歳代」、

「70歳代」が多くなっていますが、「80歳代以上」も16.5％を占めています。 
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70.4%

5.3%

1.9%

0.9%

0.6%

4.0%

17.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職した

主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた（転職除く）

わからない

無回答

全体n=321

3.9%

23.4%

23.0%

19.7%

17.1%

14.0%

12.7%

9.0%

9.0%

7.9%

3.5%

2.6%

2.5%

2.0%

1.2%

21.9%

3.9%

0% 10% 20% 30%

なし

眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を伴うもの）

筋骨格系疾患（骨粗しょう症､脊柱管狭窄症等）

心疾患（心臓病）

認知症

糖尿病

変形性関節疾患

脳血管疾患（脳卒中）

悪性新生物（がん）

呼吸器疾患

膠原病（関節リウマチ含む）

腎疾患（透析）

パーキンソン病

難病（パーキンソン病を除く）

わからない

その他

無回答 全体n=608

介護を主な理由として、過去１年の間に仕事を辞めた方はいますか。（複数回答可） 

主な介護者のうち、介護を主な理由として、過去 1 年の間に仕事を辞めた方がいるかについては、

「主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）」が 5.3％、「主な介護者が転職した」が 1.9％となってい

ます。 

 なお、「介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない」は 70.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在、（要介護認定を受けている本人が）抱えている傷病 

要介護認定を受けている本人が抱えている傷病は、「眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を伴うもの）」

が 23.4％、次いで「筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊柱管狭窄症等）」が 23.0%、が「心疾患」19.7％

となっています。 
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73.2%

66.0%

60.4%

59.8%

35.8%

21.2%

19.9%

17.8%

16.2%

14.6%

13.4%

12.8%

9.7%

7.2%

1.2%

7.2%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家事（掃除、洗濯、買い物等）

外出の付き添い、送迎等

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

食事の準備（調理等）

服薬

衣服の着脱

認知症状への対応

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

食事の介助（食べる時）

屋内の移乗・移動

入浴・洗身

日中の排泄

夜間の排泄

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

わからない

その他

無回答

全体n=321

41.1 54.4 4.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体ｎ＝608

利用した 利用していない 無回答

53.5%

16.3%

14.5%

8.2%

6.6%

3.9%

2.4%

0.9%

10.6%

9.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

現状では、サービスを利用するほどの状態ではない

本人にサービス利用の希望がない

家族が介護をするため必要ない

住宅改修、福祉用具貸与・購入のみを利用するため

サービスを受けたいが手続きや利用方法が分からない

利用料を支払うのが難しい

利用したいサービスが利用できない、身近にない

以前、利用していたサービスに不満があった

その他

無回答

全体n=331

現在、主な介護者が行っている介護等（複数回答可） 

主な介護者が行っている介護については、「家事（掃除、洗濯、買い物等）」が 73.2％で最も高く、

次いで「外出の付き添い、送迎等」が 66.0％、「金銭管理や生活面に必要な諸手続き」が 60.4％と

なっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

現在、介護サービスを利用しているか・利用していなければその理由 

令和 7 年 12 月の 1 か月間に住宅改修、福祉用具貸与・購入以外の介護保険サービスを利用したか

については、「利用した」が 41.1％、「利用していない」が 54.4％となっています。 

 

 

 
 
 

 

 

 介護サービスを利用していないと回答した 331 人のうち、「現状では、介護サービスを利用するほ

どの状態ではない」という理由が 53.5％と最も多くなっています。 
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61.8%

8.9%

4.9%

4.6%

4.4%

3.5%

2.6%

2.5%

2.3%

2.0%

6.3%

11.8%

0% 20% 40% 60% 80%

利用していない

移送サービス(介護・福祉タクシー等）

配食

掃除・洗濯

外出同行(通院、買い物等)

買い物(宅配は含まない)

ゴミ出し

調理

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

無回答

全体n=608

26.8 18.7 44.2 2.2 8.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体ｎ＝321

フルタイムで働いている パートタイムで働いている
働いていない 主な介護者に確認しないと、わからない
無回答

41.8%

26.0%

19.2%

11.6%

9.6%

2.1%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

特に行っていない

介護のために、「労働時間を調整」しながら、働いている

介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」を取りながら、働いている

介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、働いている

介護のために、上記以外の調整をしながら、働いている

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答 全体n=146

現在、利用している介護保険サービス以外の支援・サービスについて 

介護保険以外のサービスについては、「利用していない」が最も多くなっています。利用されているサー
ビスの中では、「移送サービス（介護･福祉タクシー等）」、「配食」が多くなっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 主な介護者の状況 

主な介護者の勤務形態について 

主な介護者の勤務形態では、「フルタイム」が 26.8%、「パートタイム」が 18.7％となっています。

「働いていない」との回答は 44.2％となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

主な介護者が働き方の調整を行っていますか 

主な介護者のうち「フルタイム」「パートタイム」で働きながら介護をしている方 146 人が行って

いる働き方の調整では、「特に行っていない」が 41.8％となっています。実際に行っている調整方法

では、「労働時間の調整」、「休暇」が多く、次いで「介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、働

いている」が 11.6％、「介護のために、「労働時間の調整、休暇、在宅勤務」以外の調整をしながら、

働いている」が 9.6％となっています。 
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29.5 45.9 10.3 3.4 4.8 6.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体ｎ=146

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける

続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい

主な介護者に確認しないと、わからない 無回答

12.0 36.5 29.3 4.3 4.9 13.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体ｎ＝608

家族介護のみを受けて自宅で暮らしたい

在宅療養を利用して自宅で暮らしたい

特別養護老人ホーム等の介護保険施設に入所し、そこで介護サービスを受けたい

介護保険以外の施設(有料老人ホーム等)に入所し、そこで介護サービスを受けたい

その他

無回答

42.4 36.8 10.5 10.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体ｎ＝608

内容を知っていた 言葉は聞いたことがあった 知らなかった 無回答

今後も働きながら介護を続けていけそうですか。 

「フルタイム」「パートタイム」で働きながら介護をしている方は、「問題はあるが、何とか続けて

いける」との回答が 45.9％で最も多く、次いで、「問題なく、続けていける」が 29.5％となってい

ます。一方で、「続けていくのは、やや難しい」「続けていくのは、かなり難しい」との回答も合計で

13.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

④ 今後の暮らし（地域包括ケア） 

より介護が必要になった時に望む暮らし方 

介護が必要になった時に望む暮らし方では、「在宅療養（介護保険制度に基づいた介護サービス」）
を利用して自宅で暮らす」が 36.5％で最も多く、次いで、「特別養護老人ホームなどの介護保険施設
に入所し、そこで介護サービスを受けたい」が 29.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「在宅療養」(自宅に医師や看護師、ホームヘルパーなどに来てもらい医療や介護サービス

を受けながら療養生活を送ること。)について知っていましたか。 

在宅療養を知っているかについては、「内容を知っていた」が 42.4％で最も高く、次いで「言葉は聞い
たことがあった」が 36.8％、「知らなかった」が 10.5％となっています。 
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36.7 27.5 18.3 2.6 15.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体ｎ＝608

自宅 病院 介護保険施設 その他 無回答

43.3 41.8 15.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体ｎ＝608

はい いいえ 無回答

26.6 31.6 4.2 3.8 26.6 7.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体ｎ＝263

家族や信頼の置ける人とよく話し合う

家族や信頼の置ける人とたまに話し合う

エンディングノート等に書きとめ、家族等と共有している

エンディングノート等に書きとめているが、家族等と共有はしていない

特に何もしていない

無回答

ご自身の人生の終末期はどこで迎えたいですか。 

人生の終末期は、どこで迎えたいと思うかについては、「自宅」が 36.7％で最も高く、次いで「病

院」が 27.5％、「介護保険施設」が 18.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

命に関わる病気やケガといったもしもの時に自身が望む医療やケア（人生会議：ACP について） 

命に関わる病気やケガといったもしもの時のために、自身が望む医療やケアについて考えたことは

あるかについては、「はい」が 43.3％、「いいえ」が 41.8％となっています。 

 「はい」と回答した方 263 人を対象とした、自身が望む医療やケアについて、家族の方等と話し

合い（人生会議：ACP）をしているかについては、「家族や信頼の置ける人とたまに話し合う」が 31.6％

で最も高く、次いで「家族や信頼の置ける人とよく話し合う」が 26.6％、「特に何もしていない」が

26.6％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   
 

 

 

 

 

 

 

 

命に関わる病気やケガといったもしもの時のために、自身が望む医療やケアについて考えたことはありますか。 

自身が望む医療やケアについて、家族の方等と話し合い（人生会議：ACP）をしていますか。 
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51.0%

38.0%

30.4%

27.6%

26.6%

26.6%

26.3%

25.8%

24.2%

23.4%

22.5%

19.6%

10.5%

10.5%

9.5%

6.4%

5.6%

4.9%

1.6%

8.7%

0% 20% 40% 60% 80%

健康づくり・介護予防・認知症の発症を遅らせるような取組の推進

在宅が困難になった時のための特別養護老人ホームなどの施設サービスの充実

訪問介護や通所介護など在宅介護サービスの充実

食事の配送などの食事サービスの充実

日常生活について困ったときの相談窓口の充実

往診する医療機関や訪問看護の充実

高齢者を介護する家族への、おむつ等介護用品支給の充実

体調を崩した時にごみ出しや買い物などを支援する体制

声かけや安否確認など地域で高齢者を見守る体制づくり

認知症高齢者とその家族への支援

介護者の休息がとれたり、緊急時に宿泊可能なショートステイサービスの充実

高齢者等の外出や移動に配慮したまちづくりの推進

在宅医療介護サービスについての周知

安心できて、住みやすい住まいの確保

生きがい活動や就労の支援

高齢者の権利・利益の保護

地域でのボランティア活動等への支援

介護者のための講座

その他

無回答

 

できる限り住み慣れた地域で暮らし続けるために、力を入れるべきこと 

できる限り住み慣れた地域で暮らし続けられるようにするために特に力を入れていくべきものでは、「健

康づくり・介護予防・認知症の発症を遅らせるような取組の推進」が 51.0％で最も多く、次いで、「在宅

が困難になった時のための特別養護老人ホームなどの施設サービスの充実」が 38.0％、「訪問介護や通所

介護など在宅介護サービスの充実」が 30.4％となっています。 
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（4）調査結果から見る高齢者施策への期待  

ア）介護保険制度等について 

【一般高齢者】 

介護保険制度について、「制度があることは知っているが、内容まではよくわからない」・「知らな

い、わからない」が合わせて６２．５％、また、「高齢者なんでも相談室を知らない」・「名前だけ知

っていた」は合わせて６４％、「認知症の相談窓口を知らない」は６６．６％でした。また、成年後

見制度についても、「名前は聞いたことがあった」・「知らなかった」が合わせて５８．４％で、どの

制度・窓口についても制度や内容まで理解している人は決して多くない状況です。 

一方で、住み慣れた地域で暮らし続けるために力を入れるべきことでは、介護サービスの充実だけ

でなく、「日常生活について困ったときの相談窓口の充実」、「往診する医療機関や訪問看護の充実」

などが重要と考える人が多くなっています。 

 

【在宅で生活する要介護認定者】 

主な介護者の状況として、フルタイムが２６．８％、パートタイムが１８．７％とあわせて約半数

が介護と両立して勤務しています。 

 

後期高齢者人口の増加や認知症高齢者の人の増加により、相談窓口や相談体制の更なる充実が求

められています。特に介護保険サービスの利用や成年後見制度の相談窓口となっている高齢者なん

でも相談室については、引き続き一層の周知を図ることが必要です。また、各種制度の名称の認知

度と制度内容の理解の開きを埋めるため、「広報ながれやま」など紙面により手元で確認できるも

のやホームページを活用し、高齢者本人だけでなく子世代や地域住民向けにも、制度の趣旨や具体

的な利用手順をわかりやすく発信する必要があります。 

要介護認定者を支える介護者の負担軽減が重要であり、特に現役世代が介護と両立して就労継続

できるよう各種の情報提供や介護者支援を行う必要があります。 

成年後見推進センターや、社会福祉協議会で行っている日常生活自立支援事業等の様々な事業と

連携した権利擁護支援や、切れ目のない医療・介護の連携体制の推進など、市民が住み慣れた地域

で安心して暮らし続けられる包括的な支援体制の強化が求められています。 

イ）介護が必要になったときに望む暮らし方等 
 

【一般高齢者】 

「介護が必要になった時に望む暮らし方」では、「在宅療養を利用して自宅で暮らしたい」が

43.1％で最も多く、次いで「特別養護老人ホーム等の介護保険施設に入所し、そこで介護サービス

を受けたい」が 27.5％となりました。また、「人生の終末期はどこで迎えたいか」の問いは、「自

宅」が 34.9％、「病院」が 34.0％でした。 

前回、前々回調査との推移をみると、「自宅」を希望する方の割合は減少し、「病院」「施設」を希

望する方が増えています。また、「病院」「施設」と回答した理由としては、「家族に負担をかけたく

ない」が 65.1％と最も多い回答となりました。 

 

【在宅で生活する要介護認定者】 

「命に関わる病気やケガといったもしもの時のために、自身が望む医療やケアについて考えたこと

（人生会議：ACP）はありますか」では、考えている方は 43.3％で、考えていない方が 41.8％と

なっています。 
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「医療や介護が必要となっても自宅で生活したい」、「最期は自宅で迎えたい」と考える人の希望

を叶えるため、市では医療職と介護職をはじめとする多職種の連携体制の構築に向けた取組を進め

てきましたが、「病院」「施設」の回答割合が増えているということは、これまでの多職種連携だけ

でなく、家族の介護負担への不安軽減なども課題であると考えています。 

今後もひとり暮らしの高齢者や老々介護の増加が見込まれることから、連携体制のさらなる強化

が求められるとともに、介護サービスを提供する人材の確保についても、引き続き取り組んでいく

必要があります。 

自身が望むケアについて考えている人は決して多くはない状況です。また、「最期は自宅で」と

考えていても、その想いを家族や周囲と共有していなければ希望を叶えることは難しくなることか

ら、人生会議（ACP）や終活等を通じて、今後の人生について考え、周囲と共有する機会を持つこ

とを推進する必要があります。 

市としては、引き続き多職種の連携体制構築を進めるとともに、高齢者本人に向けた在宅医療介

護サービスや、家族介護者への支援を充実させることで、高齢者や家族が抱える「介護負担への不

安」を軽減し、本人・家族が安心して在宅療養という選択肢を選べる体制づくりを推進していきま

す。 

 

ウ）地域活動・社会参加について 

【一般高齢者】 

「地域づくりの活動に参加したい（してもよい・既に参加）」と回答した方は 59.2％、「活動の企

画・運営（お世話役）として参加したい（してもよい・既に参加）」と回答した方は 33.8％となっ

ています。また、具体的にできそうな活動として、「地域の集いの場の手伝い」「地域の生活環境の改

善活動」「地域の防犯パトロール」等が挙げられています。 

社会参加については、趣味やスポーツ、健康づくり活動や収入のある仕事等、さまざまな活動への

参加意向がみられます。 

 

【在宅で生活する要介護認定者】 

介護保険サービス以外で利用している支援・サービスについては、利用していないと回答した方が

61.8％となっています。一方で、「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」、「外出同行（通院、買

い物等）」、「サロンなどの定期的な通いの場」を利用している方もみられます。 

 

 
 

社会とのつながりを持ちながら生活することは、生きがいや介護予防につながります。地域づく

りや社会参加に意欲がある方だけでなく、在宅で生活する要介護認定者も含めて、それぞれの心身

の状態や家庭の状況等の一人ひとりの状況に合わせて活動に参加しやすいよう、参加の場等の情報

を提供するとともに、参加しやすい環境づくりを進める必要があります。 

また、在宅で生活する要介護認定者が必要としている支援・サービスは、介護保険サービスだけ

でなく、元気な高齢者がこれまで培ってきた知識や経験を活かして地域で担うことができる活動で

あることも多いことから、支援を必要とする人と、活動を希望する人をつなぐ仕組みを充実させる

ことが重要です。 
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エ）認知症施策の推進 

【一般高齢者】 

認知症に関する相談窓口を知っている方の割合は 26.3％で前回調査の 17.6％から上昇しまし

た。重点を置くべき施策は、相談窓口の充実が 58.9％、身近なかかりつけ医で相談できる体制づく

り 41.9％が上位でした。 

【在宅で生活する要介護認定者】 

認知症の相談窓口を知っている方の割合は 39.8％でした。重点を置くべき施策は、相談窓口の充

実が 48.8％、身近なかかりつけ医でも相談ができる体制づくりが 42.3％で上位でした。 

 

認知症の相談窓口を知っている割合は、前回調査より上昇したものの、依然として十分とは言え

ず、相談窓口の充実や身近な医療機関で相談できる体制づくりへの要望が高くなっています。 

これらを踏まえ、より多くの人が認知症を理解し対応していけるよう国が示す新しい認知症観、

相談窓口、認知症ケアパス等の周知を進めるとともに、認知症初期集中支援チーム、認知症地域支

援推進員、医療・介護関係機関との連携を通じて、本人や家族が必要な支援に迷わずつながる体制

の充実を図ります。 
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オ）健康づくり・介護予防について 

【一般高齢者】 

住み慣れた地域で暮らし続けるために、「健康づくり・介護予防の推進」に力を入れるべきとする

割合が 53.1％となり、前回調査と比較して、11.2 ポイント上昇しました。 

一方で、運動機能については、低下のおそれのある方（3 点以上でリスクあり）が 11.1%、口腔

機能については低下のおそれがある方（2 点以上でリスクあり）が 25.1%となっています。 

また、過去１年間に転んだ経験が「１回以上ある」と回答した割合は 32.5％であり、転倒に対す

る不安については、「とても不安である」・「やや不安である」を合わせて 58.5％となっています。 

外出頻度については、昨年と比べて「減っている」と回答した割合が 28.3％である一方、「減っ

ていない」と回答した割合は 70.3％となりました。前回調査では外出頻度が減少した方が 59.8％

であったことから、外出機会については改善傾向がみられます。 

生活の中で「聞こえ」に困っていると回答した割合は 27.4％となりました。そのうち「特に対応

していない」と回答した割合は 53.2％で最も高いものの、前回調査と比較すると減少しており、

「補聴器や集音機を利用している」と回答した割合は約 10 ポイント上昇しています。 

【在宅で生活する要介護認定者】  

住み慣れた地域で暮らし続けるために、「健康づくり・介護予防の推進」に力を入れるべきと回答

した割合は 51.0％となり、前回調査と比較して 14.0 ポイント上昇しています。 

また、口腔機能や嚥下機能に関する課題がある方の割合は、一般高齢者と比較して高くなっていま

す。「固いものが食べにくくなった」と回答した割合は 42.1％、「お茶や汁物等でむせることがあ

る」と回答した割合は 37.7％となりました。 

 

 

 

健康づくり・介護予防の推進を求める割合は前回調査より大きく増加しており、高齢者の健康へ

の関心や介護予防に対するニーズが高まっています。この背景には、健康寿命の延伸やフレイル予

防への関心の高まりに加え、第９期計画期間中に実施してきた介護予防の取組等が、高齢者の意識

向上につながったことなどが考えられます。一方で、運動機能や口腔機能の低下が懸念される方が

一定数いるほか、転倒に不安を感じている方が半数を超えており、「聞こえ」に困りごとを抱える

方も増加しています。これらの機能低下を予防するため、元気なうちから介護予防に取り組むこと

が重要です。 

一方、外出頻度は前回調査と比較して改善がみられており、地域活動や介護予防活動への参加環

境は回復しつつあります。この機会を捉え、高齢者が身近な地域で継続的に介護予防に取り組める

環境づくりを一層推進していく必要があります。 

第 9 期計画期間中は、「ながいき 100 歳体操」の普及に加え、口腔機能や嚥下機能の維持・向

上を目的とした「かみかみ 100 歳体操」、認知機能の維持・向上を目的とした「しゃきしゃき

100 歳体操」の普及啓発に取り組んできました。今後は、これらの取組をさらに推進し、運動、

栄養、口腔、認知機能、社会参加を一体的に取り組むフレイル予防を充実させるとともに、住民主

体の通いの場など、地域の身近な場所で継続して介護予防に取り組める体制の充実が求められま

す。さらに、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施を推進し、フレイルの早期発見・早期対応

につながる取組を充実していくことが必要です。 

また、リハビリテーション専門職や歯科専門職等の多職種と連携し、地域で相談できる体制を充

実させ、必要に応じて医療・介護サービスへ円滑につなぐことが重要です。 

さらに、加齢に伴う「聞こえにくさ」や「見えにくさ」などの感覚機能低下への支援として、早

期相談や適切な支援につなげるための普及啓発や相談体制の充実を図るなど、健康づくり・介護予

防の取組を総合的に推進していく必要があります。 
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4 介護保険事業の状況 
（1）要支援・要介護認定者数の推移  
 

■被保険者の区分別にみた認定者数の推移 

 

※ 令和７年度までは実績値、令和８年度は実績見込値です。（各年度 10 月 1 日現在） 

※ 令和９年度以降の推計値については、令和 

年度までの人口に占める認定者数の割合に基づいて、人口推計の結果にその割合を乗じることによって算出しています。

（各年度の平均値） 

   

 

 

要支援・要介護認定者数の推移をみると、高齢者数の伸びとともに増加傾向にあり、令和６年度

以降の推計値でも、本計画期間最後の令和８年度には、約９，９００人となり、令和５年度に対し

て約９００人の増加が見込まれます。 
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要支援・要介護認定者数 計 第１号被保険者（65歳以上） 第２号被保険者（40-64歳）

参考値推計値実績値

 

国が示す通知等に沿って 

パブリックコメント実施時  

までに精査します。 
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■介護度別にみた認定者数の推移 

 

※ 令和７年度までは実績値、令和８年度は実績見込値です。（各年度 10 月 1 日現在） 

※ 令和９年度以降の推計値については、令和３年度までの人口に占める認定者数の割合に基づいて、人口推計の結果に

その割合を乗じることによって算出しています。（各年度の平均値） 

 

 

 

要支援・要介護度別認定者数の推移をみると、多くの介護度において増加傾向を示していま

す。
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国が示す通知等に沿って 

パブリックコメント実施時  

までに精査します。 
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（2）標準給付費の推移  

 

 

 

給付費は、要支援・要介護認定者数・介護保険サービスの利用者数の増加に伴って、増加が続いて
います。増加するサービス給付費への対応が今後の課題となっています。 
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（億 ） ▼ 標準給付費 推移（      創  平成21年   ）

居宅サービス 地域密着型サービス 施設サービス その他給付 

※グラフ最上部から、その他給付．最下部は居宅サービス 

国が示す通知等に沿って 

パブリックコメント実施時  

までに精査します。 
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5 第９期計画の取組状況の評価 

第９期計画における高齢者施策の展開として、２つの基本目標と７つの施策目標ごとに取組を進め

てきました。ここでは、第９期計画の取組状況を評価し、第１０期計画の策定に向けた方向性を整理

します。 

■基本目標１/施策目標１：介護予防と社会参加、健康づくりの推進（健康寿命の延伸）  

高齢者が地域で生きがいを持って充実した生活が送れるよう、趣味・娯楽・学習・就業、敬老行

事・イベント等の活動の機会の充実を図るとともに、地域活動への積極的な社会参加を促進し、生き

がいづくりと介護予防を推進します。また、介護予防と日常生活の総合的な支援や高齢者の健康づく

り、フレイル対策等の取組を推進し、健康寿命の延伸を図ります。 
【第９期計画の取組状況の評価】  

●介護予防の普及啓発のため、ながいき 100 歳体操自主グループへの講師派遣による活動支援を行うと
ともに、自主的に活動ができるよう、筋力アップ教室等を通じた「ながいき 100 歳体操自主グループ
」の立ち上げ支援や、作成した動画の活用に加え、「かみかみ 100 歳体操」「しゃきしゃき 100 歳体
操」の動画を作成し活用いただけるよう周知を行いました。また、介護支援サポーター事業を通じた、
高齢者の社会参加・介護予防の促進に努めました。 

●介護予防と健康づくりを一体的に推進するため、高齢者の通いの場等において、保健師・管理栄養士・
歯科衛生士等の専門職による「流山みんなのフレイル予防教室」を実施し、フレイル予防の周知啓発を
行いました。また、国保データベース（KDB）システムを活用して、身体的フレイルの可能性が高い方
を抽出し、家庭訪問等の個別指導を実施しました。 

●疾病の早期発見・治療により健康寿命の延伸を図るため、健診・検診を受診して異常があった場合には
確実に精密検査を受診してもらえるよう、電話や通知、訪問での受診勧奨を行いました。また、高齢者の保
健事業と介護予防等の一体的な実施における個別支援として、糖尿病性腎症重症化予防事業等を実施し、一人ひとりに応じた支
援を行いました。 

●高齢者がインフルエンザ予防接種や肺炎球菌感染症予防接種、帯状疱疹予防接種等を円滑に接種できる
よう、定期接種対象者への個別通知及び広報、ホームページ、ポスター掲示による周知を行いました。 

●高齢者ふれあいの家を新たに開設し、身近な場所で趣味・娯楽等を通じた情報交換や仲間づくりができ
る社会参加の場を拡充しました。 

●ゆうゆう大学、千葉県生涯大学校や高齢者福祉センター森の倶楽部で行われる講座の案内等を通じ、高
齢者の学習や趣味活動の機会の充実と情報提供に努めました。 

●就労意欲のある高齢者に対し、市シルバー人材センターを案内し、就業の機会の確保に努めました。ま
たシルバー人材センターではシルバーフェスタ等の開催により、活動を周知し、会員の確保に努めまし
た。 

●「加齢による聞こえにくさ」への対策として、令和７年度より難聴高齢者補聴器購入費助成を開始しま
した。また、介護予防普及啓発事業において、「聞こえ」に関する啓発を新たに取り入れるとともに、
高齢者の保健事業と介護予防の一体的事業と連携し、通いの場での周知啓発を行いました。さらに、フ
レイル予防教室で活用している「いきいき応援手帳」にも「聞こえ」に関する内容を盛り込み、早期の
気づきや受診につながる取り組みを進めました。また、加齢に伴う「見えにくさ」についても、転倒予
防の講話に合わせてパンフレット等による周知を行いました。 

●高齢者の移動手段への対応として、令和 7 年度に市内全域で約５００名の方を対象に「移動手段」につ
いてのアンケートを実施し、地域の実態把握を行いました。また、高齢者等市内移動支援バス事業や高
齢者外出支援サービス等の移動支援施策の周知・活用を促進するとともに、福祉有償運送ドライバー養
成講習会を実施し、移動支援の担い手確保に取り組みました。 

【第１０期計画に向けた課題】 

■高齢者が生きがいを持って生活していくために、食事・運動・社会参加の観点からフレイル予防に主体
的に取り組めるよう働きかけるとともに、交流の場づくりを支援していく必要があります。 
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■基本目標１/施策目標２：介護・福祉サービスの充実 

高齢者なんでも相談室を中心に、医療・介護・福祉等のサービスの充実と連携を図り、多様な相談

に対して、重層的な支援を行い、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で安心して暮らせる地域包括ケ

アシステムを構築します。また、高齢者の住まいについては、高齢者が状況の変化に応じて、自身が

希望する住まいが選択できるよう、相談支援に取り組みます。 
【第９期計画の取組状況の評価】  

●地域包括ケアシステムの中核となる高齢者なんでも相談室（地域包括支援センター）では、高齢者人口
の増加に伴い、相談件数の増加のみならず、相談内容の複雑化・複合化への対応が課題となっています
。そのため、各相談室の運営法人とヒアリングを実施し、その結果を踏まえて令和７年度には高齢者人
口の増加が顕著な中部・東部・南部の市内３か所の各相談室に専門職を１名ずつ増員し、体制を強化し
ました。また、職員のスキルアップを図るため、市主催の職員向け研修会を実施しました。 

●令和６年度から生きづらさ包括支援事業（重層的支援体制整備事業）を開始し、高齢者が抱える複雑化
・複合化した生活課題に対して、多機関協働による包括的支援体制ができつつあります。また、「より
そいサポートセンター」が開設され、自ら相談に来られない方に対するアウトリーチや社会参加を促す
支援に取り組みました。 

●「住宅セーフティネット法」が改正されたことに伴い、高齢者等の要配慮者が、安心して生活を送るための基
盤となる住まいを確保できるよう、本市においても、関係各課及び居住支援法人等と連携して居住支援に取
り組みました。 

●高齢者の自立促進や介助に適した住環境づくりを支援するため、住まいに関する情報提供や関係機関と連
携した住み替え相談会を行いました。また、介護保険制度の住宅改修の給付となる工事を対象とする市独自
の住宅改造助成に、新たに要介護認定や身体障害者手帳を持っていない方でも、手すりの設置工事に係る
費用を助成することで、転倒防止等の住環境整備の支援を行いました。 

【第１０期計画に向けた課題】 

■高齢者人口の増加に伴い、相談件数の増加のみならず、8050 問題やダブルケアなど相談内容の複雑
化・複合化への対応が課題となっています。引き続き高齢者なんでも相談室の機能強化を図るととも
に、医療・介護事業者や生きづらさ包括支援事業等の関係機関との連携をさらに強化し、地域包括ケア
システムの一層の推進が必要です。 

■通いの場での活動と並行して、在宅においても継続的にフレイル予防等に取り組めるよう、パンフレッ
トや動画等を活用した方法についての普及啓発をさらに推進し、高齢者自身が自ら介護予防・健康づく
りを主体的に実践できるよう支援していくことが必要です。 

■加齢による「聞こえにくさ」や「見えにくさ」といった感覚機能の低下は、認知症やフレイルのリスク
を高める要因として認識されていることから、セルフチェックの活用や早期受診の必要性について周知
啓発を行い、感覚機能の低下が高齢者の社会参加の障壁とならないよう、早期からの取り組みを推進す
ることが必要です。 

■高齢者が疾病やその重症化を予防し、健康的な生活を送れるよう、引き続き、健診・検診の重要性の啓
発を行うとともに、主体的に健康的な生活習慣を身につけて実践できるようにきめ細かな支援を進めて
いく必要があります。 

■高齢者のインフルエンザや肺炎球菌感染症、帯状疱疹等の発症や重症化を未然に防止するために、感染
症予防の必要性について理解できるよう、予防接種等の重要性を周知していく必要があります。 

■運転免許証の返納や路線バスの減便等により、地域による交通の不便さを感じる高齢者が増加していま
す。外出機会の減少は社会参加やフレイル予防の妨げとなることから、高齢者等市内移動支援バス事業
やぐりーんバスの高齢者割引等の移動支援施策の周知・活用を促進するとともに、交通部局との連携の
もと、地域ごとの移動ニーズを把握しながら、自助・共助を中心とした移動手段の確保に取り組んでい
く必要があります。 
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■安定した介護の継続のためには、介護家族が心身ともに負担軽減が図られることが重要であるため、介
護・福祉サービスの充実に向けた施策の検討が必要です。 

■生きづらさ包括支援事業（重層的支援体制整備事業）については、高齢者の複雑化・複合化した生活課
題に対応するため、地域における見守りやつながりづくりを通じて高齢者の社会的孤立の解消や支援者
の知識・技術の向上を推進するとともに、医療・介護・福祉サービスと連携した重層的な支援体制の充
実を図り、高齢者の地域生活を支援します。 

■高齢者等の住まいに関する相談者は、住まい以外の困りごとがあり、複合的な課題を抱えていることが多い
ため、居住支援の背景にある複合的な課題について適切に把握・認識し、解決することができるよう相談支
援を促進すると共に、住宅部門、福祉部門及び不動産事業者等が相互理解を深めることにより一層の体制
強化が必要です。 

■高齢者の住まいについては、サービス付き高齢者向け住宅や有料老人ホーム等を含む市内高齢者向け施
設の最新情報の提供や住宅改造費の助成等を通じて、高齢者が状態変化に応じて適切な住まいを選択で
きるよう支援をしていく必要があります。 

 

■基本目標１/施策目標３：住み慣れた地域・在宅での生活の継続を支える体制づくり 

地域における見守り活動やボランティア活動などの多様な助け合いの活動を通じ、災害時にも助け

合える地域づくりを促すとともに、医療と介護の連携の仕組みを構築していきます。人生会議

（ACP：アドバンス・ケア・プランニング）†などによる本人の意思を尊重し、高齢者が人生の最期

まで自分らしく安心して地域・在宅等で暮らせる支え合いの地域社会の構築を目指します。 
【第９期計画の取組状況の評価】 

●介護サービス事業所等に対して、感染症専門家による研修を実施し、感染症への対応力向上を図りまし
た。 

●孤立死防止と災害時の支援を目的とした地域支え合い活動については、地域の自主防災組織、自治会、
民生委員等の地域に関わる皆様と連携して実施し、協定を締結した自治会等は令和８年度末現在で１８
４自治会中１３２自治会（その他に１マンション管理組合）まで増加しました。また、自力での避難が
困難な避難行動要支援者について、特に支援が必要な優先度の高い方から個別避難計画を作成し、災害
時の避難支援等の支え合いの地域社会づくりを推進しました。 

●新聞配達、乳飲料・食材配達、ライフライン等の多様な事業者と見守り活動に関する協定を締結し、そ
れぞれの日常業務の中で見守りを実施する「地域見守りネットワーク」について、見守り活動の内容を
見直し、改めて参加事業者の更新及び新規締結をすることで、高齢者等が住み慣れた地域で安心して生
活することができる環境づくりを推進しました。 

●各事業所単独では対応しきれない災害が発生した際に行われる相互支援や、在宅避難者や車中泊者等の
急増するニーズに早期に対応するための対策として、地域 BCP を策定しました。また、福祉的な支援
が必要な方のための個別避難計画の作成を進めるとともに、災害に関する研修会等を実施し、地域の防
災力強化に努めました。（※地域ＢＣＰについては基本目標２／施策目標２「災害・感染症の対策」を
参照） 

●生活支援コーディネーターと協働し、地域ケア会議への参加や民生委員・自治会長・高齢者なんでも相
談室等との連携を通じて高齢者の生活支援ニーズや地域課題の把握に努めました。また、高齢者ふれあ
いの家の周知を図るとともに、買い物に苦慮している高齢者への支援として移動スーパーの販売場所の
開拓を行いました。また、生活支援コーディネーターを２名から４名に増員し、さらなる体制強化を図
りました。 

●老人クラブ（さわやかクラブ流山）については、クラブ数・会員数ともに減少傾向にある中、会員募集
のポスター・チラシの全自治会への回覧や公共施設への掲示、老人クラブが設立されていない地域への
設立案内・説明、運動会やグラウンドゴルフ大会等のイベント活動内容の市ホームページへの掲載など
、周知・普及啓発に取り組みました。また、老人クラブでは地域における見守り活動を行いながら、地

 

† 本文中の「*」印がついている用語については、資料編の「用語集」に説明があります。 
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域の美化活動に取り組むとともに、ベッド上の生活が中心である会員への支援訪問等の各種活動を展開
しました。 

●流山市在宅医療介護連携推進事業を実施し、「在宅医療介護連携会議」における地域の医療と介護の課
題抽出及び対応策の検討を行い、医療介護関係者の研修会「介護と医療をつむぐ会」において、在宅や
高齢者施設でのより良い看取りを推進するための研修等の実施、ICT を活用した情報共有システムの有
効活用の検討や手続きの簡略化などにより、医療介護専門職の連携強化を図りました。また「市民公開
講座」や出前講座の開催、「おうち療養情報紙」の発行を行い、在宅療養についての市民啓発に努めま
した。また、在宅療養者の災害時の支援体制として、地域ＢＣＰの策定について取り組みました。 

【第１０期計画に向けた課題】 

■自治会等を主体とした地域における日常的な見守りや災害時の避難支援のための支え合い活動が、それ
ぞれの地域の実情に応じて継続して行われるよう、自治会等への継続的な支援が必要です。 

■生活支援コーディネーターと連携し、地域における多様な助け合いや生活支援の充実を図るとともに、
高齢者なんでも相談室・ケアマネジャーとの連携強化を通じて、地域の状況に応じた地域づくりを推進
していく必要があります。 

■医療と介護の関係者が協働できる関係性の構築を促進し、市内全域において円滑な在宅医療介護が提供
できるようにする必要があります。また、大規模災害等発生時にも必要な医療・介護が提供される体制
づくりとして、策定した地域ＢＣＰの実効性を高める取組みが必要です。 

■高齢者が最期まで自分らしく過ごせるよう、人生会議‡や在宅療養に関する情報提供等の啓発をさらに
進めていく必要があります。 

 

■基本目標１/施策目標４：認知症に係る総合的な支援 

認知症についての早期診断や適切な医療・介護連携体制の整備等、認知症となっても地域で希望を

持って日常生活を過ごせる社会を目指して、認知症の方やその家族の視点を大切にした取組を推進し

ます。 
【第９期計画の取組状況の評価】 

●９月の「認知症月間」において、講演会やＶＲを活用した認知症体験型イベント等を開催するとともに
、認知症に関する普及啓発を実施しました。また、認知症サポーター養成講座を地域住民や学校、企業
等を対象に開催し、認知症に関する正しい知識や理解の普及に取り組みました。 

●認知症地域支援推進員、認知症ケアパス（認知症安心ガイドブック）、認知症初期集中支援チーム等に
より、認知症の方やその家族が必要な支援につながる体制整備を進めました。 

●家族の会や若年性認知症の集い、ＳＯＳネットワーク、認知症高齢者等見守りシール事業等を継続する
とともに、第９期中には認知症の方やその家族を地域で支え合う仕組みであるチームオレンジが、認知
症カフェを拠点とし１か所立ち上がるなど、地域で認知症の方を支える取り組みを進めました。 

●認知症の方本人や家族からのヒアリング、アンケート調査等を通じて当事者意見の把握に努めました。 

【第１０期計画に向けた課題】 

■認知症施策推進計画策定にあたり実施したアンケート調査では、認知症は身近なものと認識されている
一方で、認知症になっても本人らしく暮らし続けられることや、地域で支え合いながら暮らせることに
ついては、十分な実感が持たれていない状況が見られました。 

■認知症に関する正しい知識や理解の普及に加え、「新しい認知症観」に基づき、認知症の方を一人の尊
厳ある個人として理解し、地域の中でともに暮らす意識を広げていく必要があります。 

 

‡ 本文中の「*」印がついている用語については、資料編の「用語集」に説明があります。 
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■認知症カフェ、認知症高齢者等見守りシール、認知症安心ガイドブックなど、既存の取組や地域資源が
十分に知られていない状況も見られることから、相談窓口や支援制度を必要な人に分かりやすく届ける
工夫が必要です。 

■家族介護者の負担軽減、若年性認知症の方と家族への支援、本人発信支援、チームオレンジ*などの地域
での支え合いの仕組みづくりを、引き続き進めていく必要があります。 

■今後も、認知症の方本人や家族の参画を得ながら、その声を継続的に施策へ反映していくことが重要で
す。 

 

■基本目標 1/施策目標５：高齢者の尊厳を守る取組みの推進 

高齢者虐待や消費者被害を防止して尊厳ある暮らしを守り、高齢者が住み慣れた地域で尊厳を保ち

ながら安心して暮らせるよう関係機関とネットワークを構築し、成年後見制度を含む権利擁護支援を

計画的に推進します。 

【第９期計画の取組状況の評価】  

●高齢者虐待対策に関して、医師、介護関係者、民生委員・児童委員、警察機関等が連携する高齢者虐待
防止ネットワークにおいて、会議や研修を実施し、関係機関との連携強化と虐待の防止・早期発見・早
期対応への対策に努めました。また、国マニュアル（改訂版）に基づき、「流山市養護者による高齢者
虐待対応マニュアル」を改訂し、養護者支援の内容を充実させ、虐待を未然に防ぐ取り組みの強化を図
りました。 

●成年後見制度については、成年後見推進センター(中核機関)において、法律・福祉の専門職を含む地域
連携ネットワークの構築を進めるとともに、市民向け講演会や専門職向け研修会の開催、相談窓口の周
知を通じて制度の適切な運用と利用促進に努めました。また、相談件数の増加や業務拡大に対応するた
め、令和 6 年度に社会福祉士 1 名を増員し、体制を強化しました。 

●成年後見制度の利用を自ら申し立てることが困難な方に対して成年後見市長申立てを実施しました。ま
た、成年後見人等への報酬支払いが困難な方に対しての報酬助成の対象を、市長申立てのみから本人申
立て・親族申立てにも拡充し、制度の利用促進を図りました。 

【第１０期計画に向けた課題】 

■高齢者虐待の相談件数は増加傾向にあり、本人や養護者が精神障害や経済的問題等の複数の課題を抱え
介護サービスの介入が困難な事例や、終結までに時間を要する事例も増加しています。支援に当たって
は、本人の意思を尊重するとともに、高齢者虐待への対応は同時に養護者支援でもあることを踏まえ、
本市および国・県のマニュアルに基づき、高齢者虐待防止ネットワークにおける関係機関との連携強化
と、専門職による早期発見・早期対応に向けた意識向上を継続的に図る必要があります。 

■成年後見制度については、流山市成年後見制度利用促進基本計画に基づく 5 つの課題（地域連携ネット
ワークの推進・相談窓口の周知・市長申立て等の支援・日常生活自立支援事業等その他制度との連携・
担い手の確保）に引き続き取り組むとともに、民法改正を見据えた利用者本位の制度運用の在り方につ
いて検討を継続していく必要があります。 

■ひとり暮らしの高齢者人口の増加に伴い、金銭管理・身元保証・死後事務等を担う親族がいない高齢者
への支援ニーズが高まっています。成年後見推進センターや社会福祉協議会と連携しながら、終身サポ
ートに関する相談支援体制の充実を図っていく必要があります。 

■セルフネグレクトや社会的孤立を抱える高齢者への対応が課題となっています。生きづらさ包括支援事
業では多機関協働事業はもとより、よりそいサポートセンター等の支援機関と連携し、支援が届いてい
ない高齢者に継続的に寄り添い、必要な地域資源につなげていく重層的な支援体制をさらに強化してい
く必要があります。 
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■基本目標２/施策目標１：介護保険サービスの安定的な提供 

介護保険事業のサービスを安定的に供給するために、介護人材の確保に取り組むほか、負担軽減や効

率化のための ICT 化や介護ロボットの導入などの支援を行います。 

【第９期計画の取組状況の評価】 

●本人・家族の負担を軽減し、適切な介護サービスを提供できるよう、安定的な介護サービスの提供に努
めました。ニーズの多い特別養護老人ホームについては、令和８年度末までに新たに１００床を整備し
ています。 

●市内介護サービス事業所が参加した合同就職相談会の開催や、介護福祉士や介護支援専門員に対し、市
独自に処遇改善を行うほか、介護職員研修の受講費助成を行うなど介護人材の確保策を行うとともに、
介護サービスの質の維持向上に努めました。 

 また、利用者宅での利用者やその家族からのハラスメントを抑止するため、ボイスレコーダー等の安全
対策機器の導入費用の一部補助については、県の補助対象とはならない訪問系の介護サービス事業所を
対象とし実施したほか、複数人訪問に係る費用を助成する制度も創設し、介護職員が安心して働ける環
境づくりに取り組みました。 

●介護事業所の指定更新申請書の電子申請化をすすめ、負担軽減・業務の効率化を図りました。 

●ICT を活用した情報共有システムを運用し、在宅療養を支える医療や介護のチームが効率的・効果的に
支援できるよう、研修会を開催し利用者拡大に努めました。 

 また、千葉県の介護業務効率アップセンター§の取り組みを周知し、業務改善に係る相談や介護テクノ
ロジー導入のサポートに関する情報提供をおこないました。 

【第１０期計画に向けた課題】 

■介護と医療の複合ニーズを抱える方や認知症の方、ひとり暮らしの高齢者等の増加が見込まれ、きめ細
やかな対応ができるサービスが求められています。介護サービスの需要を踏まえ、適切な介護サービス
体制の整備を進めていく必要があります 

■介護人材の確保については、増加する介護ニーズに対応するため、安定的な介護保険サービスが提供で
きるよう、既存の事業を引き続き実施するとともに、地域活動等の担い手も含めた新たな人材確保策や
外国人介護人材の受け入れ環境の整備について、検討する必要があります。 

 

■基本目標２/施策目標２：災害・感染症の対策 

各施設や事業所等が策定した機関型ＢＣＰで対応しきれない事案について、情報共有や相互支援など

地域の連携によって事業を継続する連携型ＢＣＰの策定に取り組む等、大規模な災害や感染症等の発生

に備えます。 

【第９期計画の取組状況の評価】 

●災害関連死を少しでも防ぐためには、医療・福祉サービスの提供体制を地域全体で確保する必要がありま
す。そのため、各事業者単独では対応不能な人的・物的被害が発生した場合に行われる事業者間の相互支援
や、在宅避難者や車中泊者等の急増するニーズを早期に把握・対応するために行われる医療・福祉専門職に
よるサービス提供を目的に、流山市版・地域ＢＣＰを策定しました。 

●地域ＢＣＰの一環として、流山市介護支援専門員連絡会及び流山市訪問介護ステーション連絡会との間
で、「災害時安否確認の情報提供に関する協定」を締結し、報告を受けた安否確認情報に基づき災害関連
死を防ぐための福祉的支援につなげられるよう連携を進めました。 

 

§ 本文中の「*」印がついている用語については、資料編の「用語集」に説明があります。 
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●介護サービス事業所等に向けて、感染症専門家による研修会を開催し、感染症発生時の対応方法や、感
染症予防に関する質の向上を支援しました。 

【第１０期計画に向けた課題】 

■地域 BCP の推進に向けて、医療・福祉専門職に向けた災害に関する知識の普及啓発を図る必要があり
ます。また、地域ＢＣＰの実効性を高めるため、研修や訓練を通じ、医療・福祉専門職や支援者との連
携を一層深める必要があります。 

■地域の防災力を高めるため、また、災害時の協力体制構築のため、福祉事業者・専門職団体を含む様々
な団体との協定締結を進める必要があります。 

■防災に関する取組の見直しを定期的に行い、平時からの備えを強化する必要があります。 

■避難行動要支援者の支援に必要な情報や、災害時の安否確認について、集約や管理のデジタル化を推進
します。 

■感染症に対する研修会を開催し、事業所の感染症対応力の向上を継続して図る必要があります。 
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自助：高齢者が活躍できる地域・社会を実現するために、 

流山市には豊富な知識や経験を持ち、地域活動等に意欲的な高齢者が大勢います。高齢者一人ひ

とりが健康を維持し、地域・社会の活力を支えていくため、能力や経験を活かした就労や地域活動

などの社会参加、健康づくり、介護予防の取組みを推進します。 

自助は、「自分の意思で、できることを、できる範囲で行う（自律）」であり、「人の助けを借

りずに、身の回りのことを自分で行う（自立）」ではありません。要介護認定や各種サービスが必

要になった時に、自分自身で必要なサービスや生活の場所を選択することが重要です。そのため、

急病時や人生の最期を迎える段階になった時に備えて、元気な時から自分の意思を決め、家族や周

囲の関係者と共有しておくためにも、人生会議、終身サポート事業等の取組みを推進します。 

共助：地域包括ケアを着実に構築していくために、 

市民・自治会・民間事業者・関係機関・行政等の地域に係る多様な主体が、それぞれの役割のも

と、連携・協働し、地域ぐるみでの支え合う取組みを推進します。 

公助：安心して利用・参加できる環境を整えるために、 

人口動態やニーズに応じた介護・福祉サービスの給付体制の整備、地域を支える人材の確保・育

成を図り、必要なサービスや制度を安心して利用できる体制を整えます。 

第１０期計画策定の方針 
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第３章 第１０期計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

本市では、最上位計画である総合計画において「生きがいを持って健康・長寿に暮らせるまち」

「誰もが自分らしく暮らせるまち」をまちづくりの基本政策として掲げ、市民福祉の充実を図って

います。 

 令和８年度に策定した第５期地域福祉計画「できることから始めよう みんなで高める地域のチ

カラ みんなが住み続けたいまち ながれやま」では、「自助・共助・公助」の考え方のもと、健康

づくりや介護予防、地域支え合い活動などの積極的な地域参加を呼びかけています。 

 また、平成 19 年１月の市制施行 40 周年を機に「健康都市宣言」を行い、WHO が提唱する健

康都市の理念に基づく健康都市づくりを推進するとともに、令和２年度に開始された「第２次健康

づくり支援計画」では、乳幼児期から高齢期までのすべての市民を対象とする健康づくりを総合的

に推進し、健康寿命の延伸を目指しています。 

 第９期高齢者支援計画では、介護や支援が必要な状態になっても、可能な限り住み慣れた地域で

安心して生活できる地域ぐるみ支え合い体制づくり・地域包括ケアシステムの深化推進に向けて、

第８期から引き続き取り組むとともに、高齢者を支える介護体制づくりに取り組んできました。 

 第１０期高齢者支援計画の策定・施策の展開にあたっては、「団塊の世代」が７５歳以上となっ

た２０２５年（令和７年）、更には、いわゆる「団塊ジュニア世代」が６５歳以上となり、生産年

齢人口の減少が加速する２０４０年（令和２２年）も見据えて、これまで同様地域包括ケアシステ

ムの深化推進を図るとともに、地域福祉計画における自助・共助・公助の役割を具体化し、地域の

チカラを活かした地域共生社会の実現を目指していきます。 

なお、本計画は共生社会の実現を推進するための認知症基本法第１３条第１項に規定する「認知

症施策推進計画」を一体化した計画です。 

 これら本市のまちづくりに関する諸計画や方針、これまでの高齢者施策の実施状況を踏まえ、第

１０期計画においても、第９期の基本理念を継続することとします。 
     

地域ぐるみの支え合いでつくる 
元気で 生き生き 安心 流山 
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2 基本目標と施策目標 

前述の基本理念をより具体化して、第１０期計画において目指すべき基本目標とこれを達成するた
めに取り組むべき施策目標を次のとおり定めます。 

基本目標１：地域ぐるみ支え合い体制づくり（地域包括ケアシステムの深化推進） 

２０２５年（令和７年）には「団塊の世代」が７５歳以上となりました。さらには、「団塊ジュニ
ア世代」が 65 歳以上となる 2040 年（令和 22 年）を見据え、本格的な地域包括ケアシステムの
深化推進を着実に進めます。 
保健・医療・福祉・介護・住まい等の関連施策や地域での支え合い活動等が連携し、市民・自治

会・事業者・関係機関・行政等が協働して、本市の地域特性を活かした地域ぐるみでの支え合い体制
づくりに取り組み、高齢者一人ひとりが生き生きと安心して暮らすことができる流山の実現を目指し
ます。 

◎施策目標１：介護予防と社会参加、健康づくりの推進（健康寿命の延伸）  
高齢者が地域で生きがいを持って充実した生活が送れるよう、趣味・娯楽・学習・就業、敬老行

事・イベント等の活動機会の充実を図るとともに、地域活動への積極的な社会参加を促進し、生き
がいづくりと介護予防を推進します。また、介護予防と日常生活の総合的な支援や高齢者の健康づ
くり、フレイル対策等の取り組みを推進し、健康寿命の延伸を図ります。さらに、加齢による「聞
こえにくさ」や「見えにくさ」といった感覚機能の低下がフレイルや認知症のリスクとなることを
踏まえ、専門職による普及啓発や受診勧奨等を通じて、感覚機能の低下が社会参加の障壁とならな
いよう支援します。あわせて、高齢者が地域に出かけやすい環境づくりに向け、移動支援施策の周
知・活用を促進します。 

◎施策目標２：介護・福祉サービスの充実  
市内 5 か所の高齢者なんでも相談室*を中心に、医療・介護・福祉等のサービスの充実と連携を

図ります。8050 問題やダブルケアなど複雑・複合化する相談に対しても、地域ケア会議や生き
づらさ包括支援事業等の関係機関と連携した包括的な支援を行い、高齢者が可能な限り住み慣れた
地域で安心して暮らせる地域包括ケアシステムの深化を推進します。また、高齢者の住まいについ
ては、高齢者が状況の変化に応じて自身が希望する住まいが選択できるよう、相談支援に取り組み
ます。 

◎施策目標３：住み慣れた地域・在宅での生活の継続を支える体制づくり 
地域における見守り活動やボランティア活動などの多様な助け合いの活動を通じ、災害時にも助

け合える地域づくりを促すとともに、医療と介護の連携の仕組みを構築していきます。「人生会
議」などによる本人の意思を尊重し、高齢者が人生の最期まで自分らしく安心して地域・在宅等で
暮らせる支え合いの地域社会の構築を目指します。  

◎施策目標４：認知症に係る総合的な支援（流山市認知症施策推進計画） 
若年性認知症の方を含めた認知症の方一人ひとりの意思や希望が尊重され、住み慣れた地域で自

分らしく暮らし続けられる社会を目指します。 
あわせて、本人発信の機会づくりや「新しい認知症観」の普及啓発を進め、認知症の方やその家

族の視点を大切にした取組を推進します。 

◎施策目標５：高齢者の尊厳を守る取組みの推進 
高齢者虐待や消費者被害を防止し、高齢者が住み慣れた地域で尊厳を保ちながら安心して暮らせ

るよう、高齢者なんでも相談室及び医療・介護・法律等の関係機関とのネットワークの強化を図り
ます。また、認知症等により判断能力が不十分な方の権利を守るため、高齢者なんでも相談室と流
山市成年後見推進センター（中核機関）を中心に、法律・福祉の専門職を含む関係機関がチームで
支える権利擁護支援体制の構築を計画的に推進します。今後増加が見込まれる身寄りのない高齢者
等への終身サポート事業についても、国の動向を踏まえながら、流山市の実情に合った制度設計を
進めます。 

  

 

* 本文中の「*」印がついている用語については、資料編の「用語集」に説明があります。 
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基本目標２：高齢者を支える介護体制づくり（介護保険事業のサービス量見込みと保険料） 

介護や支援が必要になっても、状態に応じ適切な介護保険サービス等を利用することで心身の機能

を維持し、生活の質の向上を図ることができるように、引き続き介護保険事業の適切な運営を図り、 

サービスを安定的に提供します。 

◎施策目標 1： 介護保険サービスの安定的な提供 
介護保険事業のサービスを安定的に供給するために、外国人介護人材の受入れ環境整備など、介

護人材の確保に取り組むほか、負担軽減や効率化のための ICT 化や介護ロボットの導入などの支
援を行います。 

◎施策目標 2：災害・感染症の対策 
各施設や事業所等が策定した機関型ＢＣＰや連携型 BCP で対応しきれない事態について、地域

ＢＣＰの周知や、災害及び感染症に関する研修会を開催し、医療・福祉専門職との連携を深め、大
規模な災害や感染症等が発生した際の体制づくりを図ります。 
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3 施策の体系 

【基本目標１】地域ぐるみ支え合い体制づくり（地域包括ケアシステムの深化推進） 

【施策目標１】介護予防と社会参加、健康づくりの推進（健康寿命の延伸） 

(１)生きがいづくりの充実 
(２)就業の支援 
(３)外出の支援 
(４)社会参加の推進 
(５)健康づくりの推進 
(６)フレイル予防の推進 
(７)介護予防・日常生活支援総合事業への対応  

【施策目標２】介護・福祉サービスの充実 

(１)地域包括支援センターの機能強化 
(２)生きづらさ包括支援（重層的支援体制整備事業）の推進 
(３)高齢者福祉サービスの充実 
(４)高齢者が安心して居住する場の確保 
(５)住宅の居住環境の整備 
(６)介護家族の負担の軽減 

【施策目標３】住み慣れた地域・在宅での生活の継続を支える体制づくり 

(１)地域で安心して暮らすための支援  
(２)地域における支え合い活動の推進 
(３)介護と医療の連携推進 

【施策目標４】認知症に係る総合的な支援（流山市認知症施策推進計画） 

(１)認知症の理解を深め、ともに暮らすための普及・啓発 
(２)困ったときに迷わずつながる相談・医療・支援体制 
(３)安心して暮らし続けられる地域づくり 

【施策目標５】高齢者の尊厳を守る取り組みの推進 

(１)高齢者の権利擁護に係る施策の推進 
(２)成年後見制度の普及啓発 
(３)終身サポートに係る取り組み 

【基本目標２】高齢者を支える介護体制づくり（介護保険事業のサービス量見込みと保険料） 

【施策目標 1】介護保険サービスの安定的な提供 

(１)予防給付サービス*の推進 
(２)介護給付サービスの推進  
(３)地域密着型サービスの推進 
(４)介護予防・日常生活支援総合事業*の推進 
(５)介護保険サービスの質の充実・適正化の推進 
(６)介護人材に関する施策の推進 
(７)介護保険サービスの事業規模及び介護保険料 

【施策目標２】災害・感染症の対策 

(１)事業所・施設における地震、風水害対策の推進 
(２)事業所・施設における感染症対策の推進

 

* 本文中の「*」印がついている用語については、資料編の「用語集」に説明があります。 
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【令和９～１１年度における取組】 
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第１章 地域ぐるみ支え合い体制づくり（地域包括ケアシステムの深化推進） 

地域包括ケアシステムの推進 

団塊の世代（昭和２２～２４年生まれの方：約６００万人）が７５歳以上となった２０２５年（
令和７年）以降、医療や介護の需要がさらに増加することが見込まれます。更に、いわゆる団塊 
ジュニア世代が６５歳以上となる２０４０年（令和２２年）に向け、現役世代が減少する中で高齢
者人口がピークを迎えるとともに、介護ニーズの高い８５歳以上人口が急速に増加することが見込
まれます。 

第９期までの計画を継承しながら、中長期的な視野に立ち、地域の包括的な支援・サービス提供
体制（地域包括ケアシステム）の更なる深化及び地域共生社会への発展につなげる効果的な施策の
展開を図っていくことが必要となっています。 

高齢者の尊厳の保持と自立した生活を支援し、成年後見制度や人生会議などの老い支度の啓発を
通じて、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができる体
制の構築をする必要があります。 

 

地域ぐるみの連携・協働 

本人や家族の「在宅・地域で生活したいとの希
望」を実現するためには、「住まい」・「介護予防・
生活支援サービス」を基本として、そこに「介護
・リハビリテーション」・「医療・看護」・「保健・
福祉」という専門的なサービス・施策が相互に連
携していく必要があります。 

そしてサービス・施策の連携を進めていくため
には、市民･自治会･事業者･関係機関･行政等の協
働により、本市の地域特性を活かした地域ぐるみ
での支え合い体制づくりが重要です。 

      
  

図 1－１）地域包括ケアシステムの構成要素 

 

いつまでも元気に暮らすために   

【生活支援・介護予防】

【住まい】

連携

※ 地域包括ケアシステムは、おお
むね３０分以内に必要なサービス
が提供される日常生活圏域（２ま
たは３中学校区）を単位としてい
ます

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス

（小規模多機能型居宅介護
＋訪問看護）等

■介護予防サービス

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症対応型共同生活介護
・特定施設入所者生活介護
等

日常の医療：
・かかりつけ医
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

趣味のつどい・老人クラブ・自治会・ボランティアなどの活動や仕事

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入所

急性期
亜急性期・回復期
リハビリ病院

病気になったら   

【医 療】
介護が必要になったら   

【介 護】

相談業務やサービスの
コーディネートを行い
ます。

（厚生労働省の社会保障審議会資料をもとに作成）

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅 等

図 １－２）地域包括ケアシステムの姿 
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地域包括ケアシステムと「地域共生社会」 

令和２年６月に「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」が公布され
ました。今後、日本社会全体で実現を目指すビジョンである「地域共生社会」とは、制度・分野ご
との『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が『我
が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超え『丸ごと』つながることで、住民一人
ひとりの暮らしと生きがい、地域を共に創っていく社会です。 

この地域共生社会の考え方は、これまで主に高齢期の支援を地域ぐるみで確保する体制として実
践されてきた地域包括ケアシステムの理念を普遍化するもので、高齢者のみならず、生活上の困難
を抱える障害者やこども・子育て家庭のほか、生活困窮等の複合的な課題を抱える人などが、地域
で自立した生活を送ることができるよう、地域住民による支え合いと公的支援が連動し、地域を 
『丸ごと』支える包括的な支援体制の構築を目指すものです。 

地域包括ケアシステムを推進し、さらに深化・発展させることは、地域共生社会の実現に寄与す
ることにつながります。高齢者を対象とした地域包括ケアシステム構築に向けた取組をさらに推進
するとともに、その専門性や今までの取組を活かしつつ、障害者福祉やこども・子育て支援など、
他の福祉分野との連携を強化し、誰もが必要な情報を取得及び利用し、円滑な意思疎通を図ること
ができるよう取り組むとともに、多様で複合的な地域生活課題に柔軟に対応できる包括的な支援体
制・地域づくりが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １－３）地域包括ケアシステムと地域共生社会のイメージ 

高齢者
地域包括ケアシステム

子ども
子育て家庭障害者

生活困窮者

地 域 共 生 社 会

個人や世帯の抱える複合的課題等への包括的支援 

地域のチカラを活かした支え合いの地域づくり 
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以下の第９期の実績値のうち令和８年度分は、令和９年１月末現在の実績に基づき推計した年度末見込値です。
実際の年度末実績値は変動する可能性があります。 

１ 介護予防と社会参加、健康づくりの推進（健康寿命の延伸） 

（1）生きがいづくりの充実  

① ホームページ･広報等を活用した生涯学習情報の提供（文化芸術・生涯学習課） 

【事業概要】 

超高齢社会が進行する中、人生を豊かにできる生涯学習の推進を図るため、市ホームページ、広
報紙、公式 SNS などによる生涯学習情報の提供を行います。 

【取組の方向性】  

市ホームページに掲載している文化芸術関連イベント等について、新たな催事を随時掲載し、情
報の充実を図ります。また、生涯学習センター及びおおたかの森ホールの指定管理者が実施する講
座やイベントの開催情報を広報紙に掲載するとともに、国・県などが行う生涯学習事業についても
チラシを設置するなど、積極的な情報提供に努めます。 

 

② スポーツ、レクリエーション活動（スポーツ振興課） 

【事業概要】 

スポーツ活動等により高齢者の親睦を深めるとともに、健康の保持、増進を図ります。また、楽
しく参加できるスポーツ・レクリエーション活動を推進しています。 

【取組の方向性】 

毎週日曜日の健康ジョギング講習会及び夏季のウォータービクス講習会など、高齢者も参加できる
プログラムを提供し、健康保持・増進と体力向上を図っていきます。 

 

③ 福祉会館の運営（社会福祉課） 

【事業概要】 

福祉会館（地域ふれあいセンター）は、地域住民や地域活動団体の活動拠点として、研修、講
座、会議や相談その他の催物、談話、娯楽、趣味、教養、レクリエーション等の利用に供し、地域
活動の活性化を通じて地域のつながりや、支え合いといった地域福祉の推進を図る施設です。 

【取組の方向性】 

市内の１５福祉会館のうち、築３０年を超す施設が大部分を占め、老朽化が課題となっているほ
か、利用者の高齢化に伴うバリアフリー化や畳から椅子が使用できる洋間への改修などの要望があ
り、計画的に施設の改修を図っていきます。 
 また、サービスの向上と経費節減を図るため、指定管理者制度の導入を進めており、現在１４か
所に指定管理者を指定して、施設管理の効率化を進めています。 

 

④ 高齢者福祉センター森の倶楽部・高齢者趣味の家（高齢者支援課） 

【事業概要】 

高齢者の健康の増進や教養の向上、レクリエーション等の憩い・交流の場として広く利用できる
施設です。 

高齢者福祉センター森の倶楽部には、浴場、趣味のサークルや集会場などに利用できる大広間及
び多目的室、囲碁や将棋を楽しめる娯楽談話室があります。また、流山市デフ協会が運営する「森
の手話カフェ」が月 3～4 回程度開設されており、利用者が軽食や喫茶を楽しみながら、聴覚障害
者との交流やコミュニケーションを図る場ともなっています。さらに、陶芸や盆栽などを楽しめる
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北部高齢者趣味の家を併設しています。このほか、東部高齢者趣味の家、南部高齢者趣味の家があ
ります。 

【取組の方向性】 

高齢者福祉センター森の倶楽部や各施設では各種講座を開講するとともに、健康の維持や増進を
図る健康相談、娯楽や趣味活動等の利用に供すると共に、市民ニーズに対応した自主事業を展開し
ていきます。 

施設の管理運営は、指定管理者が行っています。指定管理者の管理運営状況を把握及び評価し、
適正かつ効果的な指導を行うことで、利用者へのサービス向上に努めます。 

 

⑤ライフステージに対応した学習充実事業（公民館） 

【事業概要】 

市民を対象に、社会的、現代的課題をテーマとした講座を開催し、市民に学習の機会を提供しま
す。 

【取組の方向性】 

多様化する現代社会においては、学習ニーズも多岐に亘っていますが、市民のニーズや社会の課
題を把握、整理して、今後も充実した学習機会を提供していきます。また、高齢者にも参加しやす
い講座を各指定管理者と共に企画していきます。 

 

⑥ 流山市ゆうゆう大学（公民館） 

【事業概要】 

６０歳以上の市民を対象に、継続的な集団学習の機会と高齢者の社会参加による地域活性化に寄
与するものとして、地域にある各公民館・センターで 2 年制のゆうゆう大学を 6 学園開設してい
ます。 

【第９期の実績】 

項目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

実績値 
入学人数 

※隔年募集 
183 人 ― 223 人 

【取組の方向性】 

６０歳以上の市民が必要な知識や技能を継続的な集団学習を通じて学べるよう、各公民館・セン
ター毎に健康に関する事や流山の郷土などを学ぶ教養科目、音楽やシニアヨガなど趣味や高齢者の
ニーズに対応したカリキュラムである選択科目、通常の講座では紹介できないテーマに対する理解
を深めるための合同講演会を実施し、中高年者の社会参加の喜びや生きがいをもてるよう企画して
いきます。 
 また、個人での学びに終わらせることなく、学びの成果を社会や地域に活かして、ボランティア
や活動に参加してもらえるよう取り組みます。 

項目 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

計画値 
入学人数 

（隔年募集※） 
― 240 人 ― 
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⑦ 地区敬老行事の支援（高齢者支援課） 

【事業概要】 

長年にわたり社会にご尽力いただいた高齢者を敬愛するとともに、敬老意識の普及を図るため、
各地区社会福祉協議会と敬老行事を共催します。 

【取組の方向性】 

少子・高齢社会を迎え、地域の高齢者人口は増加しています。現在の家族形成は核家族の傾向が
強く、高齢者との関係が疎遠になりがちで、社会から孤立していく高齢者も少なくありません。 
 本市では各地区社会福祉協議会の自主性や独自性を尊重し、多くの高齢者が地域の中で生きがい
を感じ、世代を超えて交流できるよう、引き続き敬老行事の開催を支援していきます。 

 

⑧ 敬老祝金（高齢者支援課） 

【事業概要】 

長寿のお祝いと敬老意識の普及を図るため、８８歳、１００歳の方にお祝い金を贈呈します。 

【取組の方向性】  

敬老祝金を支給することで、長寿の方を敬い、お祝いする敬老意識の高揚を図ります。 

 

⑨ 敬老バスの運行（高齢者支援課） 

【事業概要】 

高齢者の教養およびレクリエーション等を実施するにあたって、原則市内在住の６５歳以上の高
齢者団体に大型バス「さつき号」を貸出します。 

【第９期の実績】 

項目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

実績値 稼働日数 131 日 125 日 166 日 

【取組の方向性】 

利用者の皆さまの声を大切にしながら、持続可能な運行の形を検討し、より多くの高齢者が外出
し、生きがいを感じられるよう利用の充実に努めます。 

項目 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

計画値 稼働日数 175 日 180 日 185 日 
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（2）就業の支援  
 

① 就労相談（商工振興課） 

【事業概要】 

松戸公共職業安定所と連携して、江戸川台のジョブサポート流山において、管内及び近隣地区の
求人情報の提供、職業紹介を行います。 
 また、就労相談・就職情報提供の窓口の充実を図り、若年者から高齢者までの幅広い世代に対す
る雇用を支援します。 

【第９期の実績】 

項目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

実績値 
就職率 

（市内在住者） 

60～64 歳 16.5% 20.0% % 

65 歳以上 17.7% 19.7% % 

【取組の方向性】 

国は、長寿社会への対応として、「国民が生涯にわたって就業その他の多様な社会的活動に参加
する機会が確保される公正で活力ある社会（高齢社会対策基本法）」を目指しており、市では各種
セミナーを開催し、高齢者を含めたあらゆる世代の就労を継続的に支援していきます。 
  

項目 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

計画値 
就職率 

（市内在住者） 

60～64 歳 20.0% 20.0% 20.0% 

65 歳以上 20.0% 20.0% 20.0% 

 

② 公益社団法人流山市シルバー人材センターの支援（高齢者支援課） 

【事業概要】 

シルバー人材センターでは、植木の剪定や除草、駐輪場の管理、屋内外清掃など、技能や知識・
経験を活用できる様々な就業の機会・場所を紹介しています。引き続き運営費を補助することによ
り、高齢者の生きがい推進を図るとともに地域社会への参加促進に努めています。 

【取組の方向性】 

高齢者の就業の機会・場所を幅広く確保していくため引き続き必要な支援を行うとともに、シル
バーフェスタの協力並びに広報等を活用した会員募集の PR、促進等を図っていきます。 

 

③ 雇用促進奨励金（商工振興課） 

【事業概要】 

市内企業が、国の特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）を活用して高年齢者等を
雇用し、国の助成金終了後も継続雇用した場合に、奨励金を交付します。 

【取組の方向性】 

流山市に住む高年齢者等の雇用の促進を図るため、市内企業に対して積極的な制度周知に努めま
す。 
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（3）外出の支援  

① バリアフリーのまちづくり（道路建設課･まちづくり推進課･みどりの課） 

【事業概要】 

高齢者にとっても安全で安心なまちづくりを進めるため、まちぐるみのバリアフリー化を推進し
ています。土地区画整理事業による整備をはじめ、道路の新設・改良、公園緑地等の施設整備な
ど、まちづくりの多様な観点から取組を進め、利便性の向上にも努めます。 

【取組の方向性】 

市による整備だけでなく、土地区画整理事業の施行者や民間事業者とも連携を図り、まち全体で
の取組が進むよう配慮していきます。 

 

② 福祉有償運送（福祉政策課） 

【事業概要】 

福祉有償運送は、ひとりで交通機関を利用することが難しい方を対象に、車での移動、乗り降り
の介助、通院や買い物の付き添いを有償で提供するもので、市が主宰する協議会での協議を経て、
国の登録を受けた NPO 法人等が自家用自動車を使用して行っています。利用に際しては、障害・
要介護認定等を受けている方が福祉有償運送事業者に会員として登録することで、本人及びその付
添人が利用することができます。 

【取組の方向性】 

令和８年３月末現在、福祉有償運送を行う NPO 法人等は５事業者で、利用車両は福祉車両５
台、セダン等車両６５台となっています（千葉運輸支局管轄外を含む）。 

要介護認定者やひとり暮らしの高齢者等が増加するため、今後も引き続き利用が見込まれます。
このため、福祉有償運送事業に要する費用の助成制度を実施し、新規事業者の参入の促進や既存事
業者の経済的な支援をしています。また、令和６年度からはドライバー確保を図るため、市の主催
により、福祉有償運送運転者講習会を実施しています。 

 

③ 高齢者等市内移動支援バス（高齢者支援課） 

【事業概要】 

市内で送迎バスを運行している企業等の協力のもと、指定された送迎バスに空席がある場合、無
料で乗車することができます。令和８年１月現在、５病院の協力を得て送迎バス５ルートで実施し
ています。 

【第９期の実績】  

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 延利用者数 2,579 人 3,094 人 2,100 人 

【取組の方向性】 

事業者がサービスの一環として運行する送迎バスは縮小傾向にあるため、身近にある社会資源を
有効活用し、高齢者の移動手段を確保していく必要があります。引き続き、事業者と連携を図って
いきます。 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 延利用者数 2,200 人 2,300 人 2,400 人 
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④ 流山ぐりーんバス高齢者割引制度（高齢者支援課・まちづくり推進課） 

【事業概要】 

高齢者の社会参加の向上と流山ぐりーんバス路線の利用促進を図ることを目的として、７５歳以
上の高齢者が流山ぐりーんバスを利用する際、バス乗務員に流山ぐりーんバス高齢者割引証を提示
することで、所定の運賃の半額を割引とする制度です。 

【取組の方向性】 

平成３１年４月から開始した制度で、現在、流山ぐりーんバス全６ルートで実施しています。高
齢者割引制度の利用件数及び流山ぐりーんバスの収支状況の推移を注視しつつ、今後の方向性を検
討します。 

 

 

 

  

図 １－１－１）流山ぐりーんバス ルート図（令和 8 年４月現在） 



第１章 地域ぐるみ支え合い体制づくり 

65 

⑤高齢者免許返納一時金制度（まちづくり推進課） 

【事業概要】 

高齢運転者による交通事故防止や、市内公共交通の利用促進などを目的として、運転免許証を自
主返納し「運転経歴証明書」を取得した７５歳以上の市内在住者が、市内を運行する路線バスの高
齢者向け定期券購入費またはタクシー運賃の一部に利用できる１０，８００円分の助成券を交付す
る制度です。 

【取組の方向性】 

運転免許証を所有する高齢運転者が、自主返納後も移動手段に不安を抱かないよう、また、自家
用車に頼ることなく充実した生活を続けられるよう、公共交通利用促進の観点から支援します。そ
して、高齢者の外出支援だけでなく、市内公共交通の積極的な利用を促し活性化を図り、持続可能
なものへと発展させていきます。 

 

⑥高齢者の移動手段について（まちづくり推進課・高齢者支援課） 

【事業概要】 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、通院や買い物など日常生活を支

える移動手段が確保された生活環境づくりが重要です。 

一方で、路線バスや流山ぐりーんバスの減便、運転免許証の返納などにより、移動に不安を

感じる高齢者が増えています。外出機会の減少は、閉じこもりや孤立、心身機能の低下につな

がるおそれがあることから、高齢者の生活を支える移動環境の充実が課題となっています。 

地域の移動手段については、鉄道、民間路線バス、流山ぐりーんバス、タクシー等の公共交

通を基本としながら、公共交通機関の利用が困難な高齢者に対しては、高齢者外出支援サービ

スや高齢者等市内移動支援バス事業、要介護認定者等を対象とした福祉有償運送サービスな

ど、福祉サービスによる移動支援を実施しています。また、買い物支援として移動スーパー（67

頁参照）など、地域の実情に応じた取組も進めています。 

令和７年度には、高齢者なんでも相談室や生活支援コーディネーター、関係機関の協力のも

と、市内全域の５１８人の高齢者を対象に「移動手段」に関するアンケートを実施し、地域の

実態把握を行いました。その結果、７０歳以上のひとり暮らし高齢者では、運転免許証を保有

している主な目的の約９割が「通院」または「買い物」であり、日常生活を維持するための移

動手段として自家用車への依存度が高いことが分かりました。一方で、「交通手段がない」と

回答した方は、現時点で３．４％でしたが、今後運転免許証の返納者の増加も見込まれ、今か

ら移動手段の維持、確保について検討していく必要があります。 

【取組の方向性】 

流山市地域公共交通計画に基づき、まちづくり推進課と連携しながら、持続可能な地域公共

交通網の形成を図るとともに、公共交通を補完する高齢者外出支援サービスや高齢者等市内移

動支援バス事業、福祉有償運送サービスなどの事業継続や担い手確保の支援に加え、周知・利

用促進に取り組みます。 

また、高齢者なんでも相談室や生活支援コーディネーター等と連携し、地域ごとの移動に関

する課題やニーズの把握に努めるとともに、地域住民や関係団体、医療・教育・産業などのあ

らゆる分野の事業者との連携のもと、デジタル技術の活用も含め地域の実情に応じた移動支援
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について検討を進めます。 

行政、交通事業者、福祉事業者、地域がそれぞれの役割を担いながら、高齢者が必要なとき

に安心して外出できる環境づくりを推進します。 
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（4）社会参加の推進  

①社会参加を通じた生きがいの推進  

高齢者が地域活動等に積極的に参加することは、本人自身の介護予防にもつながり、生きがいや
目標を持って生き生きとした毎日を送ることが期待できます。 

したがって、老人クラブ活動や高齢者ふれあいの家への支援のほか、さまざまな地域活動が活発
に展開されるように支援を行っていきます。 

ア）老人クラブ活動の支援（高齢者支援課） 

【事業概要】 

６０歳以上の方々が年間を通して「友愛・奉仕活動」をモットーに公園の清掃や運動会、絵や編
み物で制作した作品の展示会や発表会と、奉仕活動からスポーツ活動、文化活動等を行う団体に対
して運営費を補助し、明るい長寿社会の実現と高齢者福祉の向上を図ります。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
クラブ数 54 クラブ 49 クラブ 52 クラブ 

会員数 1,898 人 1,776 人 1,830 人 

【取組の方向性】 

後期高齢者人口が増加する一方で、雇用の延伸、多様な趣味やスポーツなど社会参加の場が増え
たことに加えて、会員の高齢化や傷病による退会などにより、市内老人クラブの数及び会員数が減
少しています。 

高齢者が生きがいを持ち、いきいきと過ごせるよう、老人クラブの活動に対して補助金による支
援をするとともに、クラブ数及び会員数が増加できるよう、運動会やグラウンドゴルフ等の活動内
容をホームページに掲載、会報誌の配布やポスター・チラシの掲示などの周知を引き続き行うほ
か、老人クラブにおけるイベント活動等を動画で PR することで、地域住民に流山市老人クラブ連
合会と協働して積極的に普及・啓発等を行います。 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
クラブ数 53 クラブ 54 クラブ 55 クラブ 

会員数 1,860 人 1,890 人 1,920 人 

 

イ）シルバーコミュニティ銭湯（高齢者支援課） 

【事業概要】 

ご長寿の方のふれあい、地域コミュニティの活発化、健康増進を目的として毎月１２日と２２日
に７０歳以上の方は、指定公衆浴場に無料で入浴できます。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 延利用回数 1,761 人 909 人 850 人 

                  ※ 令和７年度より指定公衆浴場が２か所から１か所に変更 

【取組の方向性】 

高齢者の健康維持と社会的孤立の防止が期待できるため、継続して事業を展開していきます。ま
た、今後も広報紙、ホームページ等で制度の周知を図ります。 
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項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 延利用回数 900 人 950 人 1,000 人 

 

ウ）ひとり暮らし高齢者への支援（高齢者支援課） 

【事業概要】 

ひとり暮らしの高齢者を高齢者福祉センター森の倶楽部へお招きして、演芸鑑賞や教養講座（健
康・防犯）の受講などを通じて憩いの場と親睦・交流機会を提供することで生きがいづくりへの支
援、閉じこもりの防止及び消費者被害等犯罪被害にあわないよう啓発します。 

【取組の方向性】 

年４回の実施について、今後もより多くの方の居場所となるよう指定管理者と協議しながら取り
組んでいきます。また、参加者の募集については、「広報ながれやま」やチラシによる案内、高齢
者なんでも相談室などを通じ、より多くの方が参加できるよう周知していきます。 

 

エ）市民協働による福祉活動の推進（社会福祉課・コミュニティ課） 

【事業概要】 

「自分たちの地域の課題は、自分たちで考え、自分たちで解決に向けて行動する」という自治の
姿の実現を目指して、協働のまちづくりに向けた NPO と行政のパートナーシップを強化していく
必要があります。地域での公益的な市民活動（福祉・環境・まちづくり等）を行う団体等を市民活
動推進センターと連携して支援することで、市民協働による福祉の促進を図ります。 

【取組の方向性】 

自由な社会貢献活動を行う特定非営利活動団体が新たな市民福祉活動事業を始めるにあたり、
「市民福祉活動事業運営資金貸付」の周知を市ホームページで行います。また市民活動推進センタ
ーと連携して、市民活動の活性化を図っていきます。 

 

オ）地域住民によるボランティア活動の促進（社会福祉課・高齢者支援課） 

【事業概要】 

ボランティアセンターを運営する流山市社会福祉協議会や地域の自発的な敬老活動・高齢者見守
り活動などを行っている地区社会福祉協議会などを支援し、連携してボランティア活動の促進と地
域福祉の推進を図っています。 

【取組の方向性】 

各地域に根差したボランティア活動を行っている団体に地区社会福祉協議会があり、地域の実情
に応じて柔軟に活動をしていることから、それらを支援していくことで、活動の更なる促進を図り
ます。 

 

カ）買い物支援（移動スーパーとの協定締結）（高齢者支援課） 

【事業概要】 

民間事業者と「地域の見守りと買い物支援活動推進に関する協定」を締結し、令和３年 12 月か
ら移動販売を開始しました。月曜日から金曜日まで週に 1 回又は 2 回、商業施設から離れた地域
や高齢者が多い地域などに、市内５ルート 35 か所を生鮮食品・日用品を積んだ移動スーパーが巡
回しています。また、移動販売中におけるさりげない見守りを行っており、気になる変化があれば
随時、関係機関へ報告しています。なお、移動販売場所のリクエストを随時受け付けており、販売
ルートの見直しを年 1 回程度行っています。 
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【取組の方向性】 

高齢者が自分の目で商品を手に取って選ぶ楽しみや、定期的に販売場所に集うことで顔なじみが
でき、情報交換やお互いの見守りができる新たなコミュニティの場として好評を得ています。イン
ターネット注文やフードデリバリーなどの普及により日用品・食品の購入手段は多様化しています
が、移動スーパーは買い物支援にとどまらず、社会参加・見守り・生きがいの場としての役割も担
っています。今後も、高齢者人口の多い地域や買い物が不便な地域のニーズを把握しながら、生活
支援コーディネーターや高齢者なんでも相談室等と連携し、販売場所の拡充と周知に努めていきま
す。 

キ）高齢者ふれあいの家開設・活動支援（高齢者支援課） 

【事業概要】 

高齢者が地域の通いの場として、民家等の社会資源を活用して「高齢者ふれあいの家」を開設す
る個人や団体に対して、開設資金及び運営費の一部を助成します。  

高齢者ふれあいの家は、令和８年６月現在で３６か所が開設されており、高齢者の外出を促すこ
とで、閉じこもりの防止、社会参加の促進、介護予防につながっています。また、ボランティアと
して活躍する高齢者の生きがいの充実、地域のこども等との多世代間の交流など多様な機能を担っ
ています。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 開設箇所数 ３３か所 ３６か所 ３７か所 

【取組の方向性】 

流山市高齢者等実態調査（６５歳以上 2,000 名を対象)と同一の調査を高齢者ふれあいの家利用
者１３４名に実施しました。 

その結果、「あなたはどの程度幸せですか」の項目について、８点以上の方が５６．７%であり、
高齢者等実態調査の結果５２．６%より、高齢者ふれあいの家利用者が４．１ポイント上回る結果と
なっており、また、「生きがいはありますか」の項目について、一般が５６．７％に対し、高齢者ふ
れあいの家利用者は６９．４％と１２．７ポイント高いという結果になりました。 

高齢者が徒歩で通える範囲内に通いの場があることで、高齢者の交流や趣味等を通した生きがい
の充実を図ることが必要です。今後も、自治会、NPO 法人等の団体や個人にも働きかけ、毎年２か
所の開設を目指すとともに既存の高齢者ふれあいの家への支援を図ります。 

高齢者ふれあいの家同士でも横のつながりができ、令和 7 年度からふれあいの家対抗健康マージ
ャン大会が開催されるなど、高齢者ふれあいの家同士の交流が広がっています。 

 

項目 
令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 開設箇所数 ３９か所 ４１か所 ４３か所 
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ある

69.4%

思いつかない

23.1%

無回答

7.5%

ある

     

思いつかない

     

無回答

    

生きがいはありますか 

65歳以上 2,000名の高齢者実態調査と高齢者ふれあいの家利用者との比較 

高齢者実態調査（65 歳以上 2,000 名） 高齢者ふれあいの家参加者１３４名 

図 １－１－２）高齢者ふれあいの家通所の実態調査 
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図 １－１－３）高齢者ふれあいの家一覧 

（令和８年６月１日時点） 
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（5）健康づくりの推進  

① 健康づくりの啓発・推進  

ア）保健だより（健康増進課） 

【事業概要】 

各種検診や健康に関する催し等について、市民へ周知を図ることを目的として、事業案内等をと
りまとめた「保健だより」を作成します。 

【取組の方向性】 

従来通り各種検診や催し物に関する内容を掲載することとし、配布方法についてもこれまで通り
新聞折込み及び商業施設への配架による方法を実施していきます。 

 

イ）健康まつり（健康増進課） 

【事業概要】 

流山市民まつりと同時開催するもので、医療・歯科・薬の相談、毎年テーマに沿った体験や試食
などの各コーナーを設けて、健康についての意識啓発を図ります。 

【取組の方向性】 

社会情勢や市民のニーズに合ったテーマや内容を検討し、より市民が身近に感じ参加しやすい健
康まつりを目指し、健康に関する意識啓発を図っていきます。 

 

ウ）健康づくり推進員（健康増進課） 

【事業概要】 

健康づくり推進員は、健康的な食生活及び健康づくりに関する知識や情報を普及させるため、３
年間の任期で活動しています。栄養講座や運動講座の開催の他、研修会への参加や健康まつりでの
啓発活動、広報紙の発行などを行っています。 

【取組の方向性】 

地域住民に身近で取り組みやすい健康づくりに関する講座の開催や情報提供などに取り組んでい
きます。 

 

エ）ホームページ・広報等を利用した健康増進（健康増進課） 

【事業概要】 

広報、ホームページ、保健だより、ＬＩＮＥ公式アカウント等を活用し、健康増進に関わる情報
を提供します。市民が必要とする保健情報や健康情報を確認できるようにします。 

【取組の方向性】 

市民にわかりやすいホームページ等の作成に努めます。提供する情報は、市事業のみならず、
国・県の健康事業の最新情報の他、感染症や制度改正など、新たな情報を幅広く掲載していきま
す。 
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② 健康保持・増進（一次予防*） 

ア）健康教育（健康増進課） 

【事業概要】 

地域の中で健康教育を広く市民に行うことにより、健康づくりに対する自主性を促し、健康増
進、健康寿命の延伸を目指していきます。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
回数 ２７回 ３２回 回 

延参加者数 １，０７６人 １，４１６人 人 

 

【取組の方向性】 

健康増進及び健康寿命の延伸を目指し、自身の身体のことを理解し、改善していけるよう情報の
提供を行います。集団健康教育は、講座や地域の自治会からの依頼により、実施します。また、健
康づくりに対する個人の自主性を尊重しつつ地域全体の健康意識の向上を図ることができるように
取り組みます。 

   

イ）健康相談・訪問指導（健康増進課） 

【事業概要】 

住民が健康で明るく元気に生活できる社会の実現のためには、疾病の早期発見と予防していくこ
とも重要です。それらの機会として、健康づくりを支えるために市民の身近な存在として心身の健
康に関する各種相談を受け、必要な方には訪問等を行い、適切な助言・保健指導を行います。 

【取組の方向性】 

引き続き、検診や健康まつり等のイベントの機会を活用した、健康相談を実施し、相談しやすい
環境づくりに努めます。また、個別の状況に応じた相談・助言を行い、自身で生活習慣を改善して
いけるよう支援していきます。 

ウ）高齢者インフルエンザ予防接種（健康増進課） 

【事業概要】 

高齢者にインフルエンザの予防接種を行うことにより、インフルエンザの重症化を防止します。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 65 歳以上の被接種者数 23,449 人 24,066 人 人 

 

 

 

【取組の方向性】 

引き続き、高齢者が円滑に予防接種を受けることができるよう、他市の予防接種実施医療機関に
も予診票を設置し、さらに実施体制を整えていきます。また、多くの方に接種してもらえるように
広報、ホームページで周知していきます。 

 

* 本文中の「*」印がついている用語については、資料編の「用語集」に説明があります。 
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項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 65 歳以上の被接種者数 24,210 人 24,210 人 24,186 人 

 

エ）高齢者の肺炎球菌感染症予防接種（健康増進課） 

【事業概要】 

６５歳の高齢者に肺炎球菌感染症予防接種を行うことにより、肺炎球菌による肺炎の発症や重篤
化を防止します。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 被接種者数（定期） 517 人 765 人 人 

【取組の方向性】 

高齢者が円滑に予防接種を受けることができるよう、他市の予防接種実施医療機関にも予診票を
設置し、実施体制を整えていきます。さらにより多くの方に接種してもらえるように、定期接種対
象者への個別通知及び広報、ホームページで周知していきます。 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 被接種者数（定期） 770 人 770 人 669 人 

 

オ）高齢者の帯状疱疹予防接種（健康増進課） 

【事業概要】 

令和７年４月に、高齢者の帯状疱疹予防接種が定期接種になりました。対象者は、65 歳になる
年度の方であり、経過措置として令和 7 年度から令和 11 年度までの間は 65、70、75、80、
85、90、95、100 歳となる日の属する年度の初日から当該年度の末日までの間にある方が対象
です 。（令和 7 年度に限り、100 歳以上の者も対象）予防接種を行うことにより、帯状疱疹の
発症や帯状疱疹後神経痛の発症リスクも低下させることができます。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 被接種者数（定期） － 6,082 人 人 

【取組の方向性】 

高齢者が円滑に予防接種を受けることができるよう、他市の予防接種実施医療機関にも予診票を
設置し、実施体制を整えていきます。さらにより多くの方に接種してもらえるように、定期接種対
象者への個別通知及び広報、ホームページ等で周知していきます。 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 被接種者数（定期） 6,118 人 6,118 人 6,112 人 

 
  



第１章 地域ぐるみ支え合い体制づくり 

75 

 

カ）健康ポイント事業（健康増進課） 

【事業概要】 

 高血圧、糖尿病等の生活習慣病を予防するために健康的な生活習慣を身につけることは、大変重要
なことです。健康的な生活習慣を身につけるためには、自身の身体の状況を理解し、「自分の健康は自
分で守る」という意識のもとに、実践し継続していくことが必要です。 

 健康ポイント事業は、千葉県が実施する「元気ちば！健康チャレンジ事業」と連携し、日常生活のな
かで取り組める健康づくりを応援する事業です。健診（検診）受診や生活習慣の改善など健康に関する
取り組みを行うことでポイントが貯まり、県内協賛店でサービスが受けられる「ち～バリュ～カード」
と交換できる健康ポイント事業の実施により、楽しく主体的に健康づくりに取り組める環境づくりを
進め、健康づくりの後押しを行います。 

【取組の方向性】 

 広報、保健だより、ホームページ等、様々な機会を活用し周知を行い、主体的な健康づくりを進めま
す。 

③ 疾病の早期発見・早期治療（二次予防*）  

ア）健康診査・特定健康診査（保険年金課・健康増進課） 

【事業概要】 

後期高齢者医療制度の被保険者を対象に、生活習慣の改善等を通じた疾病予防対策の推進、病気
の早期発見、早期治療を目的とした健康診査を行います。また、４０～７５歳未満の国民健康保険
の被保険者の方を対象として、主に生活習慣病の予防を目的とした特定健康診査を行います。 
  

また、健康診査や特定健康診査の結果に基づき、必要な方に対し特定保健指導、糖尿病性腎症重
症化予防事業を行い、生活習慣病の重症化予防を行います。 

【取組の方向性】 

自身の身体の状況を把握・理解し、疾病の早期発見、早期治療とともに、主体的な健康づくりに
つなげていくため、受診しやすい環境づくりを進め、今後も受診率の向上を図っていきます。 

また、加齢に伴う視覚機能の低下は徐々に進行し、自覚しにくい場合もあることから、早期発見
が重要です。健康診査や特定健康診査、人間ドック、医療機関の受診等を通じて目の疾患が発見さ
れることもあるため、定期的な受診の重要性について周知を図ります。 

イ）がん検診（健康増進課） 

【事業概要】 

２０歳以上の市民（胃がん、肺がん、子宮がん、乳がん、大腸がん検診についてそれぞれ対象年
齢を設定）を対象にがん検診を実施しています。また、検診の重要性について、広報ながれやまや
ホームページ、流山市 LINE 公式アカウント等により啓発し、がんに関する正しい知識を身につけ
て、がんの早期発見・早期治療を図ります。 

【取組の方向性】 

ホームページや広報、各種検診や健康教育の場を利用して市民へ検診の重要性について周知を行
います。また、精密検査となった方が、確実に医療につながることができるよう、電話や訪問等に
よる受診勧奨に取り組みます。その他、複数の検診を同日に受けられるセット検診の実施等、受診
しやすい体制づくりに努めます。 

 

 

* 本文中の「*」印がついている用語については、資料編の「用語集」に説明があります。 
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ウ）骨粗しょう症検診（健康増進課） 

【事業概要】 

骨粗しょう症は、寝たきりの原因となる骨折の基礎疾患であるとともに、腰痛や脊椎の変形の原
因にもなることから、その予防対策は高齢者の健康や自立した生活を維持するうえで重要となりま
す。そこで、４０歳、４５歳、５０歳、５５歳、６０歳、６５歳、７０歳の女性に対して骨粗しょ
う症検診を実施し、骨粗しょう症に関する健康教育・健康相談を行うことにより、早期発見・早期
治療を図ります。また、骨粗しょう症予防についての意識啓発を図ることにより、骨粗しょう症の
予防を推進します。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
（65 歳以上） 

受診者数 213 人 189 人 人 

受診率 11.0% 10.3% % 

【取組の方向性】 

受診率向上に向けて、ホームページ、広報、流山市 LINE 公式アカウント等で啓発を行っていき
ます。また、早期発見・早期治療を図り、健康教育、健康相談を実施する等、骨粗しょう症予防に
ついての効果的な啓発活動に努めます。 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
（65 歳以上） 

受診者数 199 人 223 人 258 人 

受診率 11% 12% 13% 
 

エ）結核検診（健康増進課） 

【事業概要】 

結核は過去の病気と思われがちですが、全国で毎年 1 万人以上の患者が発生しており、我が国
の主要な感染症になっています。 

結核検診の実施は感染症法により市町村長に義務付けられており、事業所や各種施設等で結核検
診を受診する機会のない４０歳以上の市民に対して検診を行い、結核の早期発見・早期治療、予防
に努めます。 

【取組の方向性】 

新規の結核罹患者のおよそ 6 割が 60 歳以上という結果が出ていることから、今後も高齢者が
より受診しやすい検診体制づくりや受診率の維持に努めます。また、結核予防のため、新規受診者
の拡大にも努めます。 

オ）歯周病検診（健康増進課） 

【事業概要】 

高齢期に健康な生活を送るためには、自分の歯を十分に保有し食べる楽しみを感じることが重要
です。「８０２０運動」（８０歳で２０本以上自分の歯を残すこと）や「８０２９*運動」（８０歳に
なっても肉（たんぱく質）を摂取して、元気な高齢者を増やすこと）に基づき、歯の疾病を早期発
見し、早期の保健指導により歯の喪失を防ぎ、いつまでも元気で暮らせる健康づくりを目指しま
す。 

【取組の方向性】 

平成２６年７月１日に「流山市歯と口腔の健康づくり推進条例」を施行しました。早い年齢から
歯と口腔の健康づくりのために定期的に健診を受ける習慣をつけられるよう、他課や歯科医師会等

 

* 本文中の「*」印がついている用語については、資料編の「用語集」に説明があります。 
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が実施する事業においても、歯周病検診の周知に協力してもらい、受診率の向上及びかかりつけ歯
科医の推進を目指します。 

カ）訪問歯科の推進（健康増進課） 

【事業概要】 

通院困難な市民に対して、在宅で口腔の継続的な管理が受けられる機会の確保と併せて、かかり
つけ歯科医をもってもらい、口腔の相談や治療が安心して受けられるよう支援します。また、心身
機能の低下防止と健康保持を図るとともに、「８０２０運動」や、「８０２９運動」を目指した健康
づくりを推進します。 

【取組の方向性】 

流山市の訪問歯科は在宅を対象としていますが、施設入所など対象外となるケースの相談にも迅
速に対応できるよう歯科医師会と連携を図っています。 
 他課及び歯科医師会等が実施する事業においても、市民及び医療に携わる専門職に協力してもら
い、訪問歯科の周知を図ります。 
 また、かかりつけ歯科医の推進を図るとともに、お口の健康や機能を保持することができるよ
う、健康づくりに関する健康教育などを実施していきます。 

キ）人間ドック等利用助成（保険年金課） 

【事業概要】 

国民健康保険・後期高齢者医療制度加入者の生活習慣病等の早期発見・早期治療のため、また自
己の健康や生活習慣を見直し、健康づくりへの意識付けを高めていくため、人間ドック等の利用に
助成を行います。 

被保険者の健康意識の高まりを受け、平成２７年度から脳検査、脳ドック利用助成を開始しまし
た。 

【第９期の実績】 

項目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

実績値 
国民健康保険の利用助成請求件数 1,201 件 1,103 件 件 

後期高齢者医療制度の利用助成請求件数 1,078 件 1,086 件 件 

【取組の方向性】 

利用者の負担軽減が図られる制度であるため、更なる周知を図っていきます。 

項目 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

計画値 
国民健康保険の利用助成請求件数 1,430 件 1,430 件 1,430 件 

後期高齢者医療制度の利用助成請求件数 1,105 件 1,250 件 1,300 件 

ク）はり・きゅう・マッサージ利用助成（保険年金課） 

【事業概要】 

健康増進や介護予防等健康づくりへの意識付けを高め、国民健康保険・後期高齢者医療制度加
入者の健康の保持増進に役立てるとともに、利用者負担の軽減、医療費の適正化を図っていくこ
とを目指すため、市に登録されている施設ではり・きゅう・マッサージが利用できる助成券を交
付します。 

【第９期の実績】 

項目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

実績値 
国民健康保険の利用助成請求件数 2,887 件 2,499 件 件 

後期高齢者医療制度の利用助成請求件数 5,163 件 5,084 件 件 
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【取組の方向性】 

利用者の負担軽減が図られる制度であるため、更なる周知を図っていきます。 

項目 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

計画値 
国民健康保険の利用助成請求件数 3,980 件 3,980 件 3,980 件 

後期高齢者医療制度の利用助成請求件数 6,072 件 6,300 件 6,500 件 
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（6）フレイル予防の推進  

①フレイル予防の背景 
人生 100 年時代を見据え、高齢者の健康増進を図り、できる限り長く健やかに過ごせる社会とし

ていくため、高齢者一人ひとりに対して、きめ細やかな保健事業と介護予防を実施することは大変重

要です。高齢者については、複数の慢性疾患の罹患に加え、要介護状態に至る前段階であっても身体

的のみならず、精神・心理的・社会的な脆弱性といった多様な課題と不安を抱えやすく、いわゆるフ

レイル状態≪下記参照≫になりやすい傾向にあります。そこで、身体的、精神的及び社会的な特性

（フレイル等）を踏まえ、効果的かつ効率的で、高齢者一人ひとりの状況に応じたきめ細やかな対応

が必要となります。 

後期高齢者の保健事業について、後期高齢者医療広域連合と市町村の連携内容を明示し、市町村に

おいて、介護保険の地域支援事業や国民健康保険の保健事業と一体的に実施するよう「高齢者の特性

を踏まえた保健事業ガイドライン」が策定されました。 

 

 

フレイルは、「加齢に伴う予備能力低下のため、ストレスに対する回復力が低

下した状態」を表す“frailty”の日本語訳として日本老年医学会が提唱した用語

で、「要介護状態に至る前段階として位置づけられるが、身体的脆弱性のみなら

ず精神心理的脆弱性や社会的脆弱性などの多面的な問題を抱えやすく、自立障

害や死亡を含む健康障害を招きやすいハイリスク状態を意味する。」と定義され

ています。 

また、「フレイル」は、早期の段階からの介入・支援を実施することも重要で

す。 

 

 

 

 

 

  

 
 

 

死亡 

自 立 度 

健康 

フレイル 

要介護 

虚弱度 

プ レ フ レ イ ル 

自
立
度 

フレイルは進行すると戻ることは大変です 

早めに適切な対応を行えば 

健康を取り戻せる可能性があります 

図 １－１－４）フレイルの進行 
 

「フレイル」とは・・・ 
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②高齢者の保健事業と介護予防の一体的事業（保険年金課・高齢者支援課・健康増進課・介護支援課） 

【事業概要】 

千葉県後期高齢者医療広域連合からの委託事業である、高齢者の保健事業（国民健康保険保健事業
及び後期高齢者保健事業）を効果的かつ効率的に活用し、高齢者の介護状態への進行を予防すること
で健康寿命を延伸し、住み慣れた地域で自立した生活の継続を図ります。特に、75 歳からは後期高
齢者医療制度の被保険者となり、保険の種類が切り替わっても継続的に事業を実施するとともに介
護保険の介護予防事業との連携を強化することで、介護状態への予防及び高齢者の保健事業の充実
を図ります。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
通いの場での健康教育・
健康相談の実施人数 

4,732 人 3,834 人 人 

 

【取組の方向性】 

高齢者等実態調査より、「フレイルについて、知っていましたか」の設問に対し、「知っていた」
と「名前はきいたことがあった」と回答した方が、約６割でした。早期にフレイルの兆候に気づく
ことや、自分がフレイル状態であると感じていなくても、一人ひとりが日々の生活動作が介護予防
につながることを意識し、適切な対応をとることが重要であることから、「フレイル」の認知度の
向上及びフレイル予防の知識の向上を目指し、普及啓発に取り組みます。 

令和 3 年度から開始した高齢者の保健事業と介護予防の一体的事業では、保健師、管理栄養
士、歯科衛生士、作業療法士の専門職による「訪問による個別の相談・指導（ハイリスクアプロー
チ）」や地域の住民同士が集い、ふれあいを通じて生きがいや仲間づくりの輪を広げる場所である
「通いの場への積極的な関与（ポピュレーションアプローチ）」として「流山みんなのフレイル予
防教室」を行い、庁内関係部局との連携により一体的に事業を実施します。 

また、国保データベース（KDB）システムを活用し、フレイル状態、慢性疾患による受診や重
症化といった後期高齢者の把握や地域の健康課題の分析等を実施します。 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
通いの場での健康教育・
健康相談の実施人数 

4,000 人 4,100 人 4,200 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

栄養(食・口腔機能) 

いろいろ食べて 
栄養をしっかり摂る 

フレイル予防の基本は、栄養・運動・社会参加 

社会参加 

家にこもらず外に出る 

運動 

運動を習慣づけて 
体力を保つ 

図 １－１－５）フレイル予防の基本 
 



第１章 地域ぐるみ支え合い体制づくり 

81 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 １－１－７）高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施（流山市における実施のイメージ図） 

保健師 

・フレイル予防について 

・熱中症予防 

・ヒートショック  

・加齢による聞こえにくさ など 

 

歯科衛生士 

・オーラルフレイルとは 

・誤嚥性肺炎の予防 

・口腔体操 など 

管理栄養士 

・フレイル予防の食事 

・食生活改善 

・減塩食  など 

  

作業療法士 

・転倒予防の話と運動 

・身体が楽な座り方・立ち方 

・お家の中でできる筋トレ など 
 
 

図 １－１－６）通いの場での専門職からの健康教育 

ＫＤＢ（国保データベース） 

システムの活用 

・地域の健康課題の把握 

・医療・介護データを分析 

・健康診査結果等の分析 

・対象者の選定及び抽出 

個別の相談や訪問等による 

積極的な関与 

（ハイリスクアプローチ） 

◎低栄養防止【高齢者支援課】 

◎糖尿病重症化予防【健康増進課】 

糖尿病性腎症重症化予防プログラム

等と連携し実施。 

通いの場等への積極的な関与等 

（ポピュレーションアプローチ） 

◎フレイル予防の普及啓発及び運動、栄養口

腔等の健康教育・健康相談を実施。 

◎フレイル状態になる高齢者等を把握し、保

健指導等の支援 

◎取組により把握された高齢者の状況に応

じ、医療・介護につなげる 

 
               

通いの場に、保健医療の視点からの支援が積極的に関わることで、 

・通いの場や住民主体の場で、専門職による健康相談等を受けられる。 

・日常的に健康づくりを意識できる取組に参加できる。 

・フレイル状態にある高齢者が、適切に医療サービスにつながる。 

専門職 
・保健師 

・管理栄養士 

・歯科衛生士 

・作業療法士 

地域の高齢者が集う通いの場 

【ふれあいの家、ながいき 100歳体操自主グルー

プ、自治会、老人会、筋力アップ教室等】 

かかりつけ医等と必要に応じて連携 



第１章 地域ぐるみ支え合い体制づくり 

82 

（7）介護予防・日常生活支援総合事業への対応  

ア）総合事業の趣旨 

介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」といいます。）は、地域の実情に応じて、
地域住民、NPO*法人等の多様な主体が参画し、多様なサービスを提供することで、地域の支え合
い体制づくりを推進し、要支援者（介護度が要支援１または要支援２の方）や軽度の支援が必要な
方（事業対象者）に対する効果的で効率的なサービスを可能とすることを目指すものです。 

 

イ）総合事業の概要 

◎ 総合事業の構成 

要支援者及び基本チェックリストにより生活機能の低下が確認された方が利用するサービス・活
動事業と、全ての高齢者を対象とした一般介護予防事業から構成されます。《８０頁図１－１－
８・図１－１－９、８１頁図１－１－１０ 参照》 

 

◎ 柔軟で多様なサービスの提供 

要支援者をはじめとした軽度の生活機能の低下がある方の多くは、多様なニーズを抱えていま
す。よって、地域の特性に応じ、さまざまな関係者、団体、法人などが参画して、支援が必要な方
が住み慣れた地域で暮らしていけるようサービスを提供するものです。 

 

◎ 高齢者の社会参加と地域における支え合い体制づくり 

高齢者の地域での社会的な活動への参加は、活動を行う高齢者自身の生きがいや介護予防にも効
果的であるため、総合事業においてこうした仕組みづくりを推進します。 

 

◎ 要支援者に係るサービスの提供 

介護予防訪問介護相当サービス（ホームヘルプ）、介護予防通所介護相当サービス（デイサービ
ス）の他、ニーズに応じた多様な訪問型・通所型サービス・活動を事業者等が提供します。 

訪問看護、福祉用具貸与等他の介護予防サービスは保険給付サービスとして提供します。 

 

◎ 柔軟な利用の仕組みと適切なケアマネジメントの実施 

訪問型サービス・活動及び通所型サービス・活動を含め、総合事業のみを利用しようとする場合
は、要支援認定を受けずに、基本チェックリストを受けることで利用サービスの適性を評価する仕
組みを設け、ニーズを抱えた方（介護予防・日常生活支援サービス事業対象者〔以下「事業対象
者」といいます。〕）が速やかに利用できるようになります。（第 1 号被保険者のみ） 

サービスの利用に当たっては、高齢者なんでも相談室（地域の居宅介護支援事業所に委託する場
合もあります。）が計画を作成し、利用者の自立支援に向けた適切なサービス利用につなげます。 

 

 

 

 

 

* 本文中の「*」印がついている用語については、資料編の「用語集」に説明があります。 
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図 １－１－９）基本チェックリスト 

図 １－１－８）介護予防・日常生活支援総合事業の概要 
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※１：訪問型サービス・活動 Ｂ・Ｄ、通所型サービス・活動Ｂは、住民が主体となって提供するサービスです。 

※２：訪問型サービス・活動Ｃは、専門職が自宅を訪問して生活機能の改善等のプログラムを行う３～６か月の
短期集中予防サービスです。 

※３通所型サービス・活動 C は、主に身体機能の改善を目的とし、3～6 か月の短期間で介護予防プログラムを
実施するサービスです。 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

サービス・

活動事業

≪対象者≫ 

要支援認定を
受けた方

基本チェック
リストに該当
となった方

訪問型
サービス

多様なサービス

訪問型サービス・活動Ａ

訪問型サービス・活動Ｂ（※1）

（住民主体によるサービス）

訪問型サービス・活動Ｃ（※２）

（短期集中予防サービス）

訪問型サービス・活動Ｄ（※1）

（住民主体によるサービス）

（訪問型サービスＢと一体的に行う
移送前後の生活支援）

総合事業開始前
の訪問介護

介護予防訪問介護相当サービス

（ホームヘルプ）

通所型
サービス

多様なサービス

通所型サービス・活動Ｂ（※１）

（住民主体によるサービス）

通所型サービス・活動C（※２）
（短期集中予防サービス）

総合事業開始前
の通所介護

介護予防通所介護相当サービス

（デイサービス）

その他の生活
支援サービス

栄養改善を目的とした配食介護予防ケア
マネジメント

一般介護
予防事業

≪対象者≫

全ての高齢者

介護予防把握事業

介護予防普及啓発事業

地域リハビリテーション活動支援事業

地域介護予防活動支援事業

（介護予防教室講師派遣事業）

（介護支援サポーター事業）

図１－１－１０）流山市介護予防・生活支援総合事業の類型 
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■流山市における総合事業の取組  

①サービス・活動事業（介護支援課） 

ⅰ）訪問型サービス・活動について 

 

 
訪問型サービス・活動では指定を受けた事業所による訪問介護のほかに、地域のチカラを活か

した多様なサービスを事業者等が提供しています。 《上記  図１－１－１１ 参照》 

 

訪問型サービス・活動の

種類 
概    要 

訪問型サービス・活動 A 

訪問介護員又は研修を受けた方等が指定事業所に所属し、掃

除や調理等の家事援助を提供します。従来の介護予防訪問介

護より安価に利用することができます。 

訪問型サービス・活動 B 

（ちょい困
こま

サービス） 

住民主体のボランティア（有償のものを含む）により、生活

の中でのちょっとした困り事への支援を行います。 

訪問型サービス・活動 C 

（短期集中予防サービス） 

閉じこもり等の心身の状況のために通所による事業への参

加が困難で、訪問による介護予防の取組が必要と認められる

方を対象に、保健・医療専門職（保健師・理学療法士・作業

療法士等）が訪問し、必要な相談・指導等を 3～6 か月間の

短期間で実施します。 

訪問型サービス・活動 D 

（ちょい困
こま

サービス＋
プラス

） 

訪問型サービス・活動 B と一体的に行う移送前後の生活支援

を行います。 

 
※流山市では、訪問型サービス・活動 B（ちょい困サービス）及び訪問型サービス・活動 D 

（ちょい困サービス＋）において、ケアプランの策定を省略可としています。 

図 １－１－１１）訪問型サービスのイメージ 
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ⅱ）通所型サービス・活動について 

通所型サービス・活動では指定を受けた事業所による通所介護のほかに、地域のチカラを活か
した多様なサービスを事業者等が提供しています。 

要支援者及び事業対象者は、生活機能の一部が低下している場合が多く、残存能力が比較的高

い傾向にあります。このことから、住民主体のボランティア（有償のものを含む）が提供する身

近な通いの場（通所型サービス・活動 B：ちょい通
かよ

サービス）の推進のほか、第９期に創設した

通所型サービス・活動 C では、3～6 か月の短期間に専門職等が個別課題に応じて生活行為の改

善を目的とした介護予防プログラムを実施し、利用者の状況に応じた介護予防の取組の推進を図

りました。本サービスでは到達目標を定め、本人の生活機能の維持・改善を図っています。 

 

通所型サービス・活動の

種類 
概    要 

通所型サービス・活動 B 

（ちょい通
かよ

サービス） 

住民主体の団体が主体となって運営する活動の場です。要支

援者等、心身の機能が低下している人の閉じこもり予防や健

康づくり、趣味の活動を目的としています。 

通所型サービス・活動 C 

（短期集中予防サービス） 

専門職等が個別目標を設定し、３～６か月の短期間で生活機

能の改善や自立支援に向けた介護予防プログラムを実施し

ます。 

 

 

住民主体型サービス実施団体への補助について 

訪問型サービス・活動 B（ちょい困
こま

サービス）・D（ちょい困
こま

サービス＋
プラス

）、通所型サービス・活

動 B（ちょい通
かよ

サービス）を実施する団体に準備金及び運営費を補助金として交付し、地域での助

け合い・支え合い活動を支援します。 

 

通所型サービス・活動 C について 

３～６か月間の短期間に、専門職が個別課題に応じた介護予防

プログラムを実施するものです。 

療養や加齢等の理由により一時的に低下した心身機能の回復・

向上・維持を目的としています。 

流山市では、令和７年１１月から通所型サービス・活動 C の
指定を開始しました。従来の介護保険サービス事業所に限らず、
スポーツジム等の運動機能の回復が見込める場でのサービス提供
体制を整えていきます。 
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多様なサービス・活動の促進について 

これから 2040年にかけては、高齢者のさらなる増加とともに介護職の減少が予測されており、介護
職の専門的な技術は中・重度の要介護者を中心に提供されることが予見されています。したがって、生活
機能の低下が軽度である要支援者等は、介護保険サービスに依らない地域住民同士の助け合いや、生活
機能の回復を図ることが重要となります。 

要支援者等が住み慣れた地域での生活を継続するために、今後は、住民主体型サービス（訪問型サー
ビス B、D及び通所型サービス B）及び通所型サービス・活動 Cの充実を図っていきます。 

 

住民主体型サービスについては、第９期計画中に団体の運営支援及び活性化のため補助金の制度改
正を行いました。今後も必要に応じて制度を見直し、新規団体の立ち上げ支援及び既存団体の活動活性
化を図ります。 

通所型サービス・活動 Cについては、介護保険サービス事業者に限らず、様々な業態の事業者による
サービス提供を視野に、圏域ごとの事業所設置を目指します。また、機能回復後もその能力を維持で
きるよう、次の「② 一般介護予防事業」として位置付ける高齢者ふれあいの家等、身近な場所で
介護予防に取り組める拠点づくりを積極的に進め、要支援者等の機能回復及び介護予防の継続支援
に取り組みます。 

 

 

 

ⅲ）その他の生活支援サービスについて 
サービス・活動事業を利用する要支援者等のうち、栄養改善を図ることが必要な方を対象とし

て、給食サービスを提供します。 

 

ⅳ）介護予防ケアマネジメント 
要支援者等が、総合事業によるサービス等を利用し生活機能の維持・向上を図るためには、本

人の心身の状態に応じた適切なサービス等を利用することが大切です。総合事業を利用しようと
する要支援者等の心身の状態等の評価（アセスメント*）、利用が適するサービス等の選択と立案
（ケアプラン作成）、効果的なサービス提供のための調整（サービス担当者会議等）、利用効果の
測定・評価（モニタリング）等の介護予防ケアマネジメントは、高齢者なんでも相談室が行い、
要支援者等を適切な総合事業のサービス等に結びつけます。 

また、この介護予防ケアマネジメントは、高齢者なんでも相談室から指定居宅介護支援事業所
に委託する場合があります。 

近年では、要支援者等の増加による作成件数の増加やケアマネジャーの不足により、介護予防
ケアマネジメントの委託が困難になってなどの事情により、高齢者なんでも相談室の他業務に影
響が出るなど課題があります。 

 

  

 

* 本文中の「*」印がついている用語については、資料編の「用語集」に説明があります。 
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② 一般介護予防事業（高齢者支援課・介護支援課） 

一般介護予防事業は、全ての高齢者を対象として、地域の実情に応じて効果的で効率的な介護
予防の取組を推進するものです。 

高齢者等実態調査より、「介護予防事業に参加したいと思いますか」の設問に対し、「参加した
い」「友人と一緒に参加したい」「すでに参加している」と回答した方は、４４％でした。また、
参加したくない理由では、「健康づくりはしていないが、自分はまだ元気なので必要ない」と回答
した方が 20%でした。より多くの高齢者が主体的に、早い段階から介護予防に取り組めるよう
に、事業の周知方法を工夫するとともに、普及啓発に取り組んでいきます。 

第１０期では、次のⅰ）～ⅴ）に掲げる事業に計画的に取り組んでいきます。 

全ての高齢者を対象とする一般介護予防事業を積極的に展開することで、将来的な要介護高齢
者の伸びを緩やかにするとともに、支え合いの地域づくりに大きくつながります。 

 

 

 

 

 

  

図 １－１－１２）一般介護予防事業の類型 
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ⅰ）介護予防把握事業 

生活機能の低下等によって何らかの支援を必要とする方を早期に把握し、支援につなげる事業
です。高齢者なんでも相談室をはじめ、薬剤師会に加入している薬局で、生活機能低下が疑われ
る方がいた場合は、早期に支援につながるような体制を整えています。 

 

ⅱ）介護予防普及啓発事業  

介護保険法第 4 条第１項において「国民の努力及び義務」として、高齢者には、要介護状態と
ならないための予防やその有する能力の維持向上に努めることが求められています。 

高齢者が住み慣れた地域でいきいきと暮らし続けていくためには、介護予防に関する情報提供
の機会を設け、高齢者を含めたすべての市民の介護予防に関する意識の高揚を図ることが重要で
す。 

介護予防に向けた取り組みが主体的に実施されるような地域社会の構築を目指して、市主催の
介護予防教室「筋力アップ教室」を定期開催しています。「筋力アップ教室」では、「ながいき 
１００歳体操頁 8２-1」の体験に加え、保健師等の専門職によるミニ講話を実施し、介護予防に関す
る情報提供や普及啓発を行っています。 

また、令和 5 年度より国保データベース（KDB）システムを活用し、身体的フレイル状態にあ
る対象者を把握し、「筋力アップ教室」の案内を個別に通知することで、介護予防活動への参加を
促しています。専門職による、高齢期に多い栄養、口腔に関する課題や転倒予防などの健康づく
りと介護予防に関するポピュレーションアプローチ（健康教育等）やハイリスクアプローチ（個
別相談・指導）などを、フレイル予防の推進と連動させながら、取り組んでいます。 

加えて、転倒予防の観点から、加齢に伴う視覚機能の低下についても、白内障等の疾患が影響
する場合があることを周知し、適切な受診につながるよう継続的に啓発に努めています。 

また、介護予防や健康づくりの継続的なセルフケアを支援するため、６５歳以上の希望者を対
象に「いきいき元気応援手帳」を無料で配布しています。この手帳には、加齢による難聴が認知
症のリスクを高めることの啓発や、早期発見のためのセルフチェック項目を掲載しています。 

 

加齢に伴う感覚機能の低下は、高齢者の生活の質や社会参加に影響を及ぼす重要な課題であ
り、聴覚・視覚の双方について、それぞれの特性に応じた取組を推進していく必要があります。
特に「聞こえにくさ」については、近年、国においても認知症予防や社会参加の観点から取組の
必要性が示されていることを踏まえ、本市において重点的に対応します。 

 

なお、「見えにくさ」については、国においては取り組みの必要性が示されていませんが、本市
では、転倒予防等の啓発にあわせて、セルフチェックや必要な方には受診勧奨を行うなど、啓発
に取り組みます。 
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高齢者の「加齢による聞こえにくさ」対策 

【取組の方向性】 

令和６年度から通いの場における普及啓発を開始し、令和７年度には「難聴高齢者補聴器購入

費用助成事業」を開始しました。令和８年度からは、新たに行政出前講座のメニューに「聞こえ

にくいと感じたら（高齢者支援課）」を追加し、「高齢者ふれあいの家」等の通いの場において、

「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」と連携した取組を展開します。 

 

保健師等の専門職による適切な受診勧奨や「難聴高齢者補聴器購入費用助成事業」の周知・啓発

を強化し、「聞こえ」に関する課題の早期発見及び対応を図ることで、高齢者の社会参加や地域交

流の活性化を推進します。 

  加えて、感覚機能の維持は、高齢者の生活の質や社会参加に影響を及ぼす重要な視点であること

から、聴覚については社会参加や認知症予防の観点から重点的に取り組んでいきます。 

 

なお、国においては取り組みの必要性は示されていませんが、本市では、視覚については転倒予防

や生活機能の維持の観点から、適切な受診や啓発につながる取組を転倒予防等の啓発にあわせて実

施していきます。 

 

図 １－１－１３） 感覚機能低下への支援を通じた社会参加・交流促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【聞こえにくさへの取組】 

聞こえのセルフチェック：自

分自身の状態を知るきっかけ

を提供 

軟骨伝導イヤホンの体験：聞

こえの改善を体感し、前向き

な行動変容を促進 

 
※行政出前講座「聞こえにくいと感

じたら」を追加 

※高齢者の保健事業と介護予防の一

体的事業のメニューの１つとして追

加 

 

現状の把握と気づき 

通いの場・イベントでの取り組み 
専門機関へつなぐ 

情報提供・相談 

【適切な情報提供】 

適切な情報提供：相談を

受け、専門機関の案内や

難聴高齢者補聴器購入費

用助成制度の周知 

具体的支援と社会参加 

助成事業と意欲向上 

【具体的支援・効果検証】 

補聴器購入費用の助成：経

済的負担を軽減し、自分に

合った対策を後押しする 

 

社会参加・地域交流の促

進：補聴器助成対象者への

半年後アンケートを実施 

気づき（体験） つながり（相談） 暮らしの充実（助成） 

補聴器の活用を支援することに
より、高齢者のコミュニケーショ
ン機会を確保し、社会参加の継
続及びフレイル予防を図ります。 

アンケート結果の活用：普及

啓発の講話等を通じて市民

へフィードバック 
【視覚機能への対応】 

・見えにくさの啓発 

・白内障体験の共有 

・転倒予防・生活機能維持 
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ⅲ）地域介護予防活動支援事業  

ア）介護予防教室講師派遣事業 

【事業概要】 

高齢者が住み慣れた地域ながれやまでいきいきと暮らし続けていくために、介護予防知識の普
及啓発および、介護予防地域活動団体の育成及び支援を図ることを目的として、地域において自
主的な介護予防活動を行う 65 歳以上のグループに介護予防に関する講師を派遣します。 

流山市では「ながいき 100 歳体操5」に取り組む介護予防地域活動団体に介護度重度化防止推
進員6（ながいき応援団）等の運動に関する講師や栄養士、リハビリテーション専門職等の講師を
派遣し、グループの取組を継続的に支援しています。 

 

 

 

 

【第９期の実績】 

 

 

【事業の方向性】 

元気な方がより一層元気になるだけでなく、たとえ何らかの支援を必要とする方でも身近な場
所に通える場があり、お互いに支え合いが生まれる地域を目指します。そのために、市内全域
で、高齢者が容易に通える範囲に、住民主体のグループが活動できるよう支援します。 

筋力低下を防ぐながいき 100 歳体操に加え、介護予防に効果がある認知機能向上のための「し
ゃきしゃき 100 歳体操」、口腔機能向上のための「かみかみ 100 歳体操」を導入し、パンフレッ
トや動画を活用した啓発に取り組んでいきます。これら 3 つの体操を実施することで、元気の維
持・向上を目指します。 

 

 

 

  

 

5 ながいき 100 歳体操…重錘バンド（おもり）をつけて、ゆっくりとした音楽で歌いながら行う、誰でも

できる簡単な体操です。 

6 介護度重度化防止推進員（ながいき応援団）…介護度重度化防止推進員養成研修を終了し流山市で介護予

防に関する活動をしている方のこと。 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 グループ数 ７３グループ ８１グループ グループ 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 グループ数 ９８グループ １０６グループ １１４グループ 

＜派遣講師＞ ①介護度重度化防止推進員（ながいき応援団） ②栄養士 ③歯科衛生士  

④リハビリテーション専門職    ⑤音楽療法に関する指導を行う者 

 



第１章 地域ぐるみ支え合い体制づくり 

92 

 

イ）介護支援サポーター事業 

【事業概要】 

高齢者の積極的な社会参加を促して、介護予防につなげることを目的とした事業です。 

６５歳以上の要介護・要支援認定を受けていない高齢者及び介護予防・日常生活支援サービス
事業対象者ではない高齢者を参加対象者として実施します。令和８年３月時点で６７７人のサポ
ーターが養成講座を受講した後、登録し、活動しています。介護保険施設や高齢者ふれあいの家
などの場で、利用者の話し相手、見守りのほか、レクリエーション活動の補助などの活動を行っ
た場合に、ポイント（1 時間 1 ポイント（100 円相当）、1 日 2 ポイントまで付与）が得られま
す。蓄積したポイントは、希望に応じ、年度末に交付金（最大 5,000 円）に交換できる仕組みと
なっています。（交付金額及びポイント数とも令和８年３月時点） 

【事業の方向性】 

1．事業を継続するとともに、第１０期中に新規登録者を１５０人とすることを目標と定め、サポ
ーター養成講座を積極的に開催します。 

2．登録者が活動に結びつきやすいようコーディネート機能を向上させるほか、定期的にフォロー
アップの機会を設けることにより、活動率（活動者数／登録者数）を第１０期中に１３％向上さ
せ、４０％以上（令和８年 3 月現在２７％）となることを目標とします。 

 

 

           

 

ⅳ）地域リハビリテーション活動支援事業 

介護や支援が必要な状態になっても、住み慣れた地域で自分らしく、生きがいを持って生活を
継続できるようにするためには、「心身機能」「活動」「参加」のそれぞれの要素にバランスよく働
きかけるリハビリテーションが重要であると指摘されています。 

流山市地域リハビリ連絡会の協力により、訪問型サービス・活動Ｃ（短期集中予防サービス）、
介護予防普及啓発事業、介護予防教室講師派遣事業（地域介護予防活動支援事業）、地域ケア会
議、認知症初期集中支援、在宅医療介護連携会議など、多岐にわたりリハビリテーション専門職

図 １－１－１４）介護支援サポーター事業の仕組み 



第１章 地域ぐるみ支え合い体制づくり 

93 

の協力を得ています。 

特に、平成２８年度からは、「ⅲ）ア）介護予防教室講師派遣事業」にて、体操に取り組む住民
主体のグループへの体力測定、体操指導、講座の他、ながいき応援団の育成を行い、地域に根差
した活動につながりました。 

第１０期では、引き続き、流山市地域リハビリ連絡会と協議を重ね、地域ケア会議、訪問型サ
ービス・活動Ｃ（短期集中予防サービス）、認知症初期集中支援においても、より専門性を活かし
た取組を推進していきます。 

 

ⅴ）一般介護予防事業評価事業 

介護保険事業計画に定める目標値の達成状況等の検証を行うとともに、一般介護予防事業の評
価を実施し、PDCA サイクルを回すことにより、エビデンス（＝効果の検証）に基づいた介護予
防の実施を図ります。 

「ながいき１００歳体操」を通した介護予防の普及啓発、地域介護予防活動支援の実施状況の
評価においては、体力測定の数値だけでなく社会参加や主観的健康観を含めた評価としてアンケ
ートを実施し、結果を分析・検討しています。 

第 10 期においては、高齢者の保健事業と介護予防の一体的事業として、国保データベース
（KDB）システム等により医療・介護のレセプトデータを活用・分析し、抽出した地域の健康課
題の解決に取り組んでいきます。 
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２ 介護・福祉サービスの充実 
 

（1）地域包括支援センターの機能強化 

ア）高齢者なんでも相談室（地域包括支援センター）の設置 

本市では、令和９年４月現在、北部圏域２か所（北部、北部西）、中部圏域、東部圏域、南部圏域
は各１か所の市内計５か所で「高齢者なんでも相談室」という愛称で高齢者の様々な相談に応じて
います。相談室の設置・運営は、医療法人及び社会福祉法人に委託しています。 

高齢者人口の増加に対して、高齢者なんでも相談室の職員１人当たりの受け持ち人口や相談件数
が増加しており、相談内容が複雑・困難化していること、センターに求められる役割が多様化して
いることから、令和５年度から令和７年度にかけて高齢者なんでも相談室の職員の計画的な増員を
行い、機能強化を図りました。 

一方で、全国的に保健師等、社会福祉士、主任介護支援専門員等の専門職の人材確保が困難とな
っており、介護保険法施行規則が一部改正されたことに伴い、本市においても令和６年度に条例改
正を行い、地域包括支援センター運営協議会が必要と認めるときには、高齢者なんでも相談室の人
員配置において常勤換算方法を採用しました。 

  

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

➌ 中部高齢者なんでも相談室 

 
場 所：下花輪 409 番地の６ 

東葛病院付属診療所内 

ＴＥＬ：04-7150-2953 

ＦＡＸ：04-7158-8419 

❶ 北部高齢者なんでも相談室 

 
場 所：江戸川台東２丁目 19 番地 

旧江戸川台出張所 

ＴＥＬ：04-7155-5366 

ＦＡＸ：04-7154-3207 

➎ 南部高齢者なんでも相談室 

 
場 所：平和台２丁目１番地の２ 

流山市ケアセンター２階 

ＴＥＬ：04-7159-9981 

ＦＡＸ：04-7178-8555 

➍ 東部高齢者なんでも相談室 

 
場 所：野々下２丁目 488 番地の５ 

特別養護老人ホームあざみ苑内 

ＴＥＬ：04-7148-5665 

ＦＡＸ：04-7141-2280 

➋ 北部西高齢者なんでも相談室 

 
場 所：中野久木 421 番地 

特別養護老人ホーム花のいろ内 

ＴＥＬ：04-7197-1378 

ＦＡＸ：04-7197-1615 

図 １－２－１）高齢者なんでも相談室の設置状況 
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イ）高齢者なんでも相談室の役割 

高齢者なんでも相談室では、保健師等、社会福祉士及び主任介護支援専門員*等が連携して、地
域で暮らす高齢の方々を、介護、福祉、健康、医療などさまざまな面から総合的に支援します。 
 「総合相談支援業務」では、「どこに相談したらいいかわからない」といったお悩みも、まずは
相談いただき、内容に応じて、適切なサービスや機関、制度の利用につなげます。また、関係行政
機関はもとより、地域にお住いの方々、民生委員、自治会、地区社会福祉協議会、介護保険サービ
ス事業者、医療機関、関係団体等と連携して「地域包括支援ネットワーク」を構築していきます。 
 「権利擁護業務」では、みなさんの権利を守るため、成年後見制度等の案内や消費者被害、高齢
者虐待の防止に取り組みます。 
 「包括的・継続的ケアマネジメント支援業務」では、地域のケアマネジャーが円滑に仕事ができ
るように、相談や助言を行います。 
 「介護予防ケアマネジメント業務」では、対象の方に、介護予防サービスを受けるためのケアプ
ランを作成します。 
 高齢者なんでも相談室は、地域で暮らす高齢者の最も身近な相談窓口であるとともに、地域包括
ケアシステム構築に向けて中核的な役割を担っています。 

 

ウ）高齢者なんでも相談室に求められる機能と取組の方向性 

高齢者なんでも相談室は、地域包括ケアシステムの中核を担う機関です。介護保険法に基づく包
括的支援事業として、「在宅医療・介護連携の推進」「認知症総合支援」「地域ケア会議の推進」「生
活支援体制整備」などの多角的な事業を展開し、地域の高齢者支援を包括的に支えています。《８
７頁図１－２－２ 参照》 

地域包括ケアシステムの深化・推進に向け、市町村および高齢者なんでも相談室には、事業運営
の客観的な評価と、その結果に基づく質の向上が義務付けられています。 

本市では、以前より「流山市地域包括支援センター運営協議会」において独自指標による評価を
実施してきましたが、令和 2 年度からは国が策定した全国統一の評価指標を導入しています。こ
の指標を用いることで、事業の客観的な分析と全国水準との比較が可能となり、評価結果を具体的
な業務改善や体制強化に直結させています。なお、評価結果については、市ホームページや各高齢
者なんでも相談室において公表し、事業の透明性と信頼性の確保に努めています。 

高齢者なんでも相談室が早期にかつ予防的に支援を開始するためには、高齢者なんでも相談室を
より多くの市民の方に知っていただくことが重要です。 

高齢者なんでも相談室に係る認知度について、「知っている」と答えた人数割合は６２．７％
（「利用したことがある」１４．９％、「何をしているところか知っていた」１６．４％、「名前だ
けは知っていた」３１．４％）と前回に引き続き、６割を超えています。今後も引き続き、「広報
ながれやま」や市ホームページ、パンフレット等によるさらなる周知に努めます。 

圏域別地域ケア会議においては、地域の特色を活かした取組を進めています。具体的には、幼稚
園や小・中学校、県立高校等の教育機関との連携や、民生・児童委員、地区社会福祉協議会等の関
係機関とのネットワーク構築を通じて、地域における課題の発見と解決に向けた協働の取り組みを
着実に推進しています。今後も、関係機関や地域住民との連携をさらに深め、地域全体で高齢者を
支える体制のさらなる充実を図っていきます。 

 

 

 

* 本文中の「*」印がついている用語については、資料編の「用語集」に説明があります。 
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【第 9 期の実績】 

項目 令和６年度 令和 7 年度 令和８年度 

実績値 地域ケア会議開催数  ３９回  ３３回 ３６回 

【取組の方向性】 

1．市と高齢者なんでも相談室は、一体的に緊密な連携を図りながら、公平・公正、かつ適切
な運営を確保します。 

2 高齢者人口の増加への対応や事業の充実に向け、各相談室の運営法人とのヒアリングを継
続的に実施し、業務量に応じた適正な人員等の体制整備を図ります。 

3．国が定める運営状況調査評価指標を活用した PDCA サイクルに基づく事業評価を継続し、
センター業務の質の向上と効果的な運営を図ります。また、市主催の職員向け研修会を実
施し、職員のスキルアップを支援します。 

4．地域で暮らす高齢者の最も身近な相談窓口として、引き続き高齢者なんでも相談室の周知
に努め、自治会・学校・各種イベントへの参加等を通じて、高齢者のみならず相談者であ
る家族等すべての世代への認知度を高めていきます。 

5．8050 問題、ダブルケア*・ヤングケアラー*等の高齢者やその家族を取り巻く複雑化・複合
化する課題に対し、生きづらさ包括支援事業（重層的支援体制整備事業）における、障
害・こども・生活困窮といった他分野の支援機関やよりそいサポートセンターとの連携を

 

* 本文中の「*」印がついている用語については、資料編の「用語集」に説明があります。 

 

 

利用者の状態を適切に評価
し、生活機能の維持・改善
につながる介護予防ケアマ
ネジメントを実施

多職種協働による個別事例
のケアマネジメントの充実
と地域課題の共有化と解決
により地域包括ケアシステ
ムの構築に資する。

早期診断・早期対応等に
より、認知症になっても
住み慣れた地域で暮らし
続けられる支援体制づく
りを推進
認知症に係る相談・情報
提供機能の向上及び認知
症初期集中支援チームと
の連携・協力

医師会等の協力を得て連携を
強化し、在宅医療・介護の一
体的な提供体制を構築

在宅医療・介護の連携推進

認知症の総合支援

総合事業による介護
予防の推進

地域ケア会議の推進

センター業務の評価
運営内容の公表

高齢者なんでも相談室の
機能強化

生活支援コーディネーターと連携
し、高齢者のニーズとボランティ
ア等の地域資源とのマッチングに
より、多様な主体による生活支援
を充実。地域のマンパワーの発掘
と活用を図る。

生活支援サービスの体制
整備

市
高齢者なんでも相談室の運営方針の策定
高齢者なんでも相談室の組織・運営体制及び業務の状況等を把握・評価・公表

ＰＤＣＡサイクルによる業務の評
価・改善により、効率的・効果的
なセンター運営を実現。運営内容
の公表により市民の信頼性を確立

○ 市と緊密な連携を図った運営
○ 人員体制の充実
○ ＰＤＣＡサイクルによる運営状況の

評価・改善と公表
○ 制度改正への対応

図 １－2－２）高齢者なんでも相談室に関する取組の状況 
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強化します。生きづらさ包括支援事業の各支援機関と密接に連動することで、世帯全体を
捉えた適切な支援へとつなげます。 

6． 住み慣れた地域で本人らしい暮らしが継続できる地域づくりを推進するため、高齢者なん
でも相談室と市が主催・共催する地域ケア会議《８９頁 図 １－２－３ 参照》を通じて、
自治会・地区社会福祉協議会・ケアマネジャー等の事業者・関係機関とともに地域の現状
や課題を把握し、関係機関との情報共有やネットワークの構築を推進します。目的別に設
定された地域課ケア会議では地域課題への取組から見えてきた地域資源の充足を図るた
め、市の政策形成に生かしていきます。 
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（2）生きづらさ包括支援（重層的支援体制整備事業）の推進  

① 重層的支援体制整備事業（福祉政策課） 

【事業概要】 

複雑化・複合化した課題や既存制度の狭間にあるケースに対し、関係機関が連携して包括的に支援
する体制の整備を目的として、令和 6 年度から生きづらさ包括支援事業（重層的支援体制整備事業）
を実施しています。既存の社会資源を活かしつつ関係機関の連携により、切れ目のない継続的な支援
体制の構築を進めるとともに、重層的支援会議等による役割分担の調整、生きづらさを抱える方によ
りそった支援や、居場所づくり等を推進します。 

本市においては、虐待、ひきこもり、８０５０問題に加えて、生活困窮や障害（疑い含む）を抱
えるなど、社会的孤立を背景として、個別課題が単一の分野に収まらないケースが増加しているこ
とから、支援につながっていない方にも訪問等による継続的な支援体制を構築していきます。 

項目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

実績値 

本事業で取り扱っ
た件数 

101 人 294 人 人 

本事業で改善がみ
られた件数 

49 回 44 回 回 

 

【取組の方向性】 

生きづらさ包括支援事業実施計画に基づき、高齢・障害・こども・生活困窮など、年齢や属性を問
わず包括的に相談を受け止め、多機関協働事業における関係機関の役割分担を踏まえながら、市民へ
の訪問や自立に向けた支援プランを策定し、生きづらさを抱える方に確実に支援を届けていきます。 

今後は、早期把握・早期支援の強化、生きづらさを抱える方によりそう機能の充実、地域資源の
活用促進を柱として、多機関の協働による柔軟かつ継続的な支援体制の一層の充実を図ります。 

また、関係機関間の連携の質の向上と情報共有の円滑化を進め、本人、家族、周囲の方が困りご
との相談窓口等を「知る機会」の充実、地域の人や支援者と「つながる機会」の創出により、生き
づらさを抱える方への包括的支援のさらなる体制の構築に取り組みます。 

項目 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

計画値 

本事業で取り扱っ
た件数 

３３０人 ３６０人 ３６０人 

本事業で改善がみ
られた件数 

５０回 ５５回 ６０回 
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（3）高齢者福祉サービスの充実  

① 布団乾燥消毒サービス（高齢者支援課） 

【事業概要】 

高齢者の自宅での生活維持及び健康保持を図るため、布団の乾燥消毒を行うことが困難な高齢者
に対し、布団乾燥車両が自宅を訪問し、布団を乾燥します。 

【第９期の実績】 

項目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

実績値 
登録者数 42 人 43 人 44 人 

利用回数 773 回 699 回 755 回 

【取組の方向性】 

高齢者人口の増加に伴い、布団乾燥消毒サービスの利用者も増えていくことが見込まれます。 

項目 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

計画値 
登録者数 46 人 48 人 50 人 

利用回数 800 回 850 回 900 回 

 

② 緊急通報装置の給付・貸与（高齢者支援課） 

【事業概要】 

  ひとり暮らしの高齢者の緊急時の連絡手段を確保するため、緊急通報装置の給付・貸与を行いま 
す。緊急時に消防本部に通報できる消防署対応方式（給付）と、人感センサーや健康相談機能を付
した民間事業者対応方式（貸与）があります。 

【第 9 期の実績】 

項目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

実績値 
緊急通報装置 
設置件数  

消防署 
対応方式 

９件 11 件 15 件 

民間事業者 
対応方式 

－ 4 件 １５件 

【取組の方向性】 

ひとり暮らしの高齢者人口の増加に伴い、緊急通報装置の設置台数増加が見込まれます。 

項目 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

計画値 
緊急通報装置 
設置件数 

消防署 
対応方式 

15 件 15 件 15 件 

民間事業者 
対応方式 

20 件 25 件 30 件 

 

③ 高齢者外出支援サービス（高齢者支援課） 

【事業概要】 

ひとり暮らしの高齢者又は高齢者のみの世帯の方で、一人での外出が困難な方に対して、受託事
業者が移送車両で自宅の玄関から病院や介護保険サービス事業所の入り口までの移動及び乗降時の
介助（手を添える程度）を行い、自立した生活を支援します。 

【第９期の実績】 
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項目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

実績値 
登録者数 218 人 251 人 250 人 

利用回数 4,087 回 3,924 回 4,300 回 

【取組の方向性】 

高齢者人口の増加に伴い、高齢者外出支援サービスの利用者増加が見込まれます。高齢者の自立
した日常生活の継続を図るため、状況を十分調査して柔軟に対応していきます。 

項目 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

計画値 
登録者数 270 人 290 人 310 人 

利用回数 4,500 回 4,700 回 4,900 回 

 

④ 難聴高齢者補聴器購入費用助成（高齢者支援課） 

【事業概要】 

加齢により耳が遠くなり、日常生活に不便を感じている高齢者を対象に補聴器の購入費の一部を
助成することにより、日常生活におけるコミュニケーション機能の向上や社会生活の促進を図りま
す。 

【第９期の実績】※令和 7 年度事業開始 

項目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

実績値 助成決定者数 － 56 人 60 人 

【取組の方向性】 

高齢者人口の増加に伴い、難聴高齢者も増えていくことが見込まれます。補聴器購入者へのアン
ケート結果を踏まえ、社会参加の状況や効果を確認していきます。 

項目 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

計画値 助成決定者数 65 人 70 人 75 人 

 

⑤ 高齢者訪問理美容サービス（高齢者支援課） 

【事業概要】 

理容院または美容院に出向くことが困難な高齢者に対し、訪問による理美容サービスを出張に要
する経費を補助することによって、継続した在宅生活の維持と質の向上を図ります。 

【第 9 期の実績】 

項目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

実績値 
登録者数 44 人 57 人 65 人 

利用回数 75 回 107 回 105 回 

【取組の方向性】 

高齢者人口の増加に伴い、訪問理美容サービスの利用者増加が見込まれます。 

項目 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

計画値 
登録者数 70 人 75 人 80 人 

利用回数 110 回 120 回 130 回 
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⑥ 高齢者セーフティネット活動支援事業（高齢者支援課） 

【事業概要】 

市内のひとり暮らしの高齢者等に対し、地域住民による訪問またはさりげない見守り等の高齢者
セーフティネット活動を実施し、孤立の解消と安否確認をするとともに、ふれあいと支えあいのあ
る心豊かな地域福祉社会づくりを推進します。 

【取組の方向性】 

高齢者が地域で安心して暮らすために共助による見守りをはじめとしたセーフティネット活動を
実施する各地区社会福祉協議会への支援を通じて、地域住民が行う福祉活動の推進を図ります。 

⑦ 給食サービス（高齢者支援課） 

【事業概要】 

食事の調達が困難なひとり暮らし等の高齢者を対象に、昼食又は夕食を１日につき１回、週に 3
回までの範囲内で、対象者の健康状態に合わせたメニュー（普通食・疾病に応じ、塩分摂取量やた
んぱく質摂取量、カロリー摂取量を調整した療養食・咀嚼

そしゃく

機能に支障のある方に配慮したやわらか
食などの介護食）の提供を行うことで在宅生活の食事を支援します。 

【取組の方向性】 

利用対象となる高齢者の状態に従って、次の 3 区分により給食サービスを実施します。なお、い
ずれの区分についても、高齢者のみの世帯が対象となります。 

区分 利用対象者 

栄養改善配食サービス 栄養改善の必要な要支援者等を対象とした給食サービス 

栄養改善の必要な高齢者の

食の自立支援配食サービス 
栄養改善の必要な高齢者を対象とした給食サービス 

高齢者給食サービス 食事の調達が困難な高齢者を対象とした給食サービス 

＊ 栄養状態の改善の必要性については、申請に基づき高齢者なんでも相談室の専門職がアセス
メント（評価）を行い、決定します。 

⑧在宅要介護者紙おむつ等支給事業（介護支援課） 

【事業概要】 

在宅で生活する市民税非課税世帯の中重度要介護者を対象に、紙おむつ・尿取りパッドを支給しま
す。 

【取組の方向性】 

紙おむつ・尿取りパッドと引き換えられる利用券の支給を行うことにより、中重度要介護者の経済
的・精神的負担を軽減し、在宅生活の継続を図ることができるよう支援します。 

⑨ 高齢者等ごみ出し支援事業（クリーンセンター） 

【事業概要】 

家庭ごみをごみ集積所まで排出することが困難なひとり暮らしの高齢者又は高齢者のみの世帯、
ひとり暮らしの障害者又は障害者のみの世帯等に対し、家庭ごみを戸別収集することにより、在宅
での生活を維持できるように支援します。 

支援の可否の決定に当たり、利用者の世帯状況等により事前調査（面談）を行う場合があります
が、利用者の親族やケアマネジャー（または高齢者なんでも相談室の職員等必要と判断した方）に
同席していただきます。 
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【取組の方向性】 

家庭ごみの排出を支援するとともに、家庭ごみの排出状況に異変等が確認された場合には親族や
ケアマネジャー等に状況確認を行い、適宜福祉部門と連携して支援します。 

 

（4）高齢者が安心して居住する場の確保  

① 高齢者の住まいに関する相談（居住支援）（社会福祉課） 

【事業概要】 

高齢者人口の増加やひとり暮らしの高齢者見守り体制や緊急時対応、認知機能の変化への不安等
から、賃貸住宅への住み替えに課題を抱える高齢者が増加しています。 

このため、住宅セーフティネット法に基づく居住支援法人や自立相談支援機関等と連携し、入居の
促進を図っています。 

【取組の方向性】 

居宅支援体制の充実を図り、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる住環境の確保
のため、住宅部門、福祉部門、居住支援法人が相互理解を深め、一層の体制強化を進めていきます。 

 

② 高齢者の住み替え支援（建築住宅課・高齢者支援課） 

【事業概要】 

高齢者世帯が増加する中で、所有する戸建住宅の維持管理や日常生活が難しくなり、住み続ける
ことが困難になる高齢者が増えています。住宅の賃貸や売却、リフォームや二世帯住宅への建て替
え、マンションへの住み替えや高齢者向け住宅等への入居など、高齢者の住み替えに関する相談窓
口を設け、高齢者が安心して本市に住み続けられるよう支援します。 

【取組の方向性】 

高齢者の住み替えやその後の土地・建物の有効活用を支援する「高齢者住み替え支援制度」や住
み替え相談会などを通じて、高齢者が安心して本市に住み続けられるよう支援していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

診断・調査
リフォーム等
提案・見積

設計・施工者
紹介

瑕疵保険

付加価値を付ける

・ワンストップ
・最初から最後まで一担当

住宅の課題
・庭の手入れができない。
・２階に上がるのが困難。
・家が広すぎる。

住み慣れた地域
・高齢者住宅
・マンション 等

住み替え

中古住宅への不安
・構造、設備に欠陥がある？
・価格は適正？

・環境の良いところで子育てしたい。
・子供部屋、庭がほしい。
・安く手に入れたい。

売
却
・賃
貸

・住宅情報全般 ：建築住宅課企画・住宅室
・高齢者施設情報：高齢者支援課

市役所

住
み
替
え

長寿世代

子育て世代

付加価値
調査診断

リフォーム・リノベーション提案・見積

既存住宅売買の瑕疵保険

新築同様のローン

協働 ・住み替え相談会の実施
・移住・住み替え支援機構の活用

住
み
替
え
資
金

相談窓口

その他 ・住宅改造相談 ・介護相談
中古住宅の魅力

・価格がお手頃
・地域にこだわって探せる
・現物を見てから買える
・独自の住まいが手に入る
（リフォーム・リノベーション）

・住み替えがしやすい

・新築同様のローン

・地域の魅力・付加価値
・高齢者施設情報

各業者と個別契約

安心住み替え相談窓口 住み替え支援組織

必須業種 ・不動産 ・設計 ・建設
推奨業種 ・不動産鑑定士

・土地家屋調査士
・ファイナンシャルプランナー

・子供の家の近所
・駅・病院に近い
・セキュリティ

相 談

チーム登録チーム公表

相 談

図 １－２－４）高齢者住み替え支援制度 
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③ ケアハウス（高齢者支援課） 

【事業概要】 

原則として 60 歳以上で、自炊ができない程度の身体機能の低下が認められ、または高齢のため
に自立して生活するには不安があり、家族の援助を受けられないといった生活に支障のある高齢者
の居住場所として、ケアハウスの情報を提供します。 

【取組の方向性】 

ケアハウスへの入居を必要とする方に対して、既存施設の情報を丁寧に説明していきます。 

 

④ 住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（高齢者支援課） 

【事業概要】 

ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯が増えている中、身体状況・生活スタイルに適した居
住空間が求められています。バリアフリー化され暮らしやすい環境を考慮した住まいとして、民間
活力によって、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅の施設情報の提供に努めます。 

【取組の方向性】 

日常生活に不安を抱える高齢者の安心した住まいとしての活用や、訪問介護や通所系サービスな
どを利用する介護がより必要な状態になっても、生活の継続ができる住まいとして期待されていま
す。また、質の確保を図るため介護サービス相談員*の活用や未届けの有料老人ホームが確認され
た場合は千葉県に情報提供を行います。 

 

 

住宅型有料老人ホーム
等の設置状況（令和 8 年
1 月 1 日現在） 

 

（5）住宅の居住環境の整備  

① 住宅改修支援事業（介護支援課） 

【事業概要】 

介護支援専門員*（ケアマネジャー）に対して、ケアプラン*の利用のない場合の住宅改修に係る
理由書作成に対する支援を行うことで、適正な住宅改修を支援していきます。 

【取組の方向性】 

ケアプラン利用のない方の住宅改修の支援として、引き続き実施していきます。 

 

② 住宅改造費の助成（高齢者支援課） 

【事業概要】 

運動機能の低下や身体に障害があることで在宅生活に支障がある高齢者（要介護・要支援認定を
受けている方）が、住み慣れた自宅で安心して暮らせる住環境づくりを支援するため、介護保険の
住宅改修に加えて住宅改造費の一部を助成しています。 

 

* 本文中の「*」印がついている用語については、資料編の「用語集」に説明があります。 

 

項目 箇所数 総定員数 

住宅型有料老人ホーム 17 か所 656 人 

サービス付き高齢者向け住宅 20 か所 826 人 
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【取組の方向性】 

手すり等のバリアフリー設備の設置費用の一部を助成することで、引き続き自宅での生活を安心
して継続できるよう支援するとともに、自宅での転倒を始めとした事故の抑制を図っていきます。 

また、要介護・要支援認定を受けていない方でも転倒予防等を理由とする、手すりの設置工事に
ついて助成を行います。 

 

（6）介護家族の負担の軽減  

介護が必要な方を支える家族等の介護者は、身体的な負担だけでなく、経済的負担や精神的負担など
様々な問題を抱えやすい状況にあります。 

要介護者だけでなく、介護者自身の生活や健康の維持のためにも、介護者同士の交流の場、介護に関
する知識・技術を学べる場の開催に取り組み、「抱え込まない」体制づくりを進めていきます。 

また、介護者が必要な情報を適宜取得できるよう、ホームページを整備するとともに、介護に関する
情報発信に努めます。 

 

① 介護者同士の交流の場（介護支援課） 

【事業概要】 

家族を介護している方同士で悩みを共有したり、情報交換することで、介護者の孤立感・心理的負

担感の軽減を図ります。 

【取組の方向性】 

市及び各圏域の高齢者何でも相談室にて、認知症の方を支える家族の会≪１１７頁参照≫を開催
します。 

 

② 介護に関する知識・技術を学べる場（介護支援課） 

【事業概要】 

介護に関する知識や、体位交換等の介護技術を学ぶことで、介護者の不安や身体的な負担軽減を図
ります。 

【取組の方向性】 

認知症や在宅療養等の介護に関する講演会を開催するほか、介護専門職から家庭で役立つ介護技
術を学ぶ講座を実施します。 

 

 

③ 在宅高齢者家族介護慰労事業（介護支援課） 

【事業概要】 

介護保険を利用していない重度の要介護認定高齢者を在宅で介護する市民税非課税世帯の家族を
対象に、慰労金を支給します。 

【取組の方向性】 

要介護者の家族に対して、介護を慰労するとともに在宅生活の継続を支援します。また、必要によ
り適切な介護サービスの利用について提案を行います。 
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３ 住み慣れた地域・在宅での生活の継続を支える体制づくり 

（1）地域で安心して暮らすための支援  

① 防火・防災・感染症対策に係る体制整備（防災危機管理課・健康増進課・社会福祉課・福祉政策課・予防課） 

【事業概要】 

近年各地で発生している大規模な災害や新たな感染症、火災の発生等の危機に対し、安心して暮
らしていけるため地域での備えを確立していきます。 

高齢者等の要配慮者の避難を想定し、「福祉避難所」を確保します。 

高齢者世帯の防火診断の実施と住宅用火災警報器の設置を促進することにより、火災予防を推進
します。 

【取組の方向性】 

高齢者世帯の防火診断の実施と住宅用火災警報器の設置を促進することにより火災予防に努めて
いきます。 

災害対策基本法、地域支え合い活動推進条例、地域防災計画及び避難行動要支援者避難支援計画
に基づき、要支援者の避難支援に当たる自治会や関係機関に、平常時から「避難行動要支援者名簿
（支え合い活動対象者名簿）」を提供し、災害時に地域において迅速かつ円滑に避難支援活動が行
える体制の構築に努めます。また、個別避難計画の策定に取り組みます。《１５６頁参照》 

特別養護老人ホーム等の社会福祉施設を福祉避難所として使用することについて、社会福祉法人
等と協定を締結しています。今後も、新規に開設する施設に対して協定締結を依頼していきます。 

また、新たな感染症を想定した新型インフルエンザ等対策特別措置法及び新型インフルエンザ等
対策行動計画等に基づき、新型インフルエンザ等の感染症発生に備えた健康危機管理体制の整備に
努めます。 

 

② 防犯対策（コミュニティ課） 

【事業概要】 

匿名・流動型犯罪グループ（トクリュウ）等により、計画される強盗等の被害や電話 de 詐欺等
の被害に高齢者が遭わないよう、「広報ながれやま」やホームページ等での注意喚起や所管警察署
等の関係機関と連携し、街頭啓発を行うなどの活動を実施することで防犯意識の向上を図ります。 

【取組の方向性】 

所轄警察署及び関係機関と連携し、啓発品の配布や街頭啓発を行うなどの活動を実施していきま
す。高齢者が犯罪に遭わないよう、「広報ながれやま」やホームページ等での注意喚起や市 LINE
公式アカウント等で市内犯罪発生情報を随時配信します。また、防犯関係団体からは犯罪情報を文
書で配布するなど、引き続き防犯啓発に取り組んでいきます。 

 

③ 交通安全対策（道路管理課） 

【事業概要】 

全体的な交通事故件数が減少傾向にある中で、高齢者が関係する交通事故件数は減少しているも
のの、全体の事故件数に対して占める割合は増加傾向にあるため、交通安全教育の充実及び啓発指
導などを実施します。 

【取組の方向性】 

警察、交通安全団体、自治会等と連携し、要望に応じて高齢者が参加しやすい交通安全教室を実
施し、反射材等の積極的な活用による夜間事故の防止や自転車の正しい乗り方などの周知を図りま
す。 
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（2）地域における支え合い活動の推進  

① 地域支え合い活動の推進（福祉政策課） 

【事業概要】 

高齢者や障害者等の孤立死防止と災害時の支援を目的に、市や自治会等、民生委員・児童委員、
高齢者なんでも相談室、障害者相談支援事業委託事業所、警察、消防などの関係機関、事業者等が
連携・協力して、地域ぐるみで日常的な見守りや災害時の避難支援のための活動を推進する仕組み
です。《１０５頁図１－３－１ 参照》 

地域支え合い活動推進条例に基づき、75 歳以上の高齢者世帯、要介護認定や障害のある人など
支援が必要な方の情報について、意向を確認したうえで「支え合い活動対象者名簿」に登載し、市
と協定を結んだ自治会等や関係機関に名簿を提供しています。 

あわせて、「支え合い活動対象者名簿」に登載されている方のうち災害時に特に支援が必要な方
について、避難支援や配慮を必要とする身体状況や生活状況を記載する個別避難計画の作成を推進
し、地域の関係機関（同上）と共有しています。 

【第 9 期の実績】 

項目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

実績値 
協力自治会等数 129 自治会等 132 自治会等 自治会等 

協力自治会等における 
名簿登載者数の割合 87.1% 87.5% % 

【取組の方向性】 

協力自治会等は●●自治会等まで増加し、協力自治会等へ提供できた名簿の登載者数は●●人、
名簿登載者数全体に占める割合は●●％となりました。（令和９年１月末現在） 

今後も、多くの自治会で地域支え合い活動が行われるよう、関係機関と連携して普及啓発に努め
ます。また、協定締結後も活動の定着と継続が図られるよう、活動の手引きや事例集の発行、講演
会、出前講座等による自治会等への情報提供や報償費の支給を通じて、継続的に支援を図ります。 

また、災害や急病等の緊急時に安否確認や救急対応が円滑に行えるよう、民生委員・児童委員や
自治会等、高齢者なんでも相談室、ケアマネジャー等と連携し、救急情報カード・救急情報セッ
ト、個別避難計画の普及を図ります。《１０５頁図１－３－２ 参照》 

項目 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

計画値 
協力自治会等数 138 自治会等 141 自治会等 144 自治会等 

協力自治会等における 
名簿登載者数の割合 

88.0% 88.3% 88.6% 

 

② 地域見守りネットワーク（福祉政策課） 

【事業概要】 

高齢者等が住み慣れた地域で安心して生活することができる環境づくりを推進するため、新聞配
達、乳飲料・食材配達、ライフライン等の多様な事業者と見守り活動に関する協定を締結し、それ
ぞれの日常業務の中で見守りを実施する体制を構築しています。 

事業者等が、日常業務中に新聞や郵便が溜まっている、何日も洗濯物が干してある、何度訪問し
ても応答がないといった異変を発見した際には、市へ報告していただき、報告を受けた市は、親
族、地域住民、民生委員及び福祉事業者等と連携し、市民等に対し必要な支援を行います。 

【取組の方向性】 

見守りネットワークへの参加事業者の増加に向けて、買物支援協力店（流山商工会議所とりまと
め）や新規開設事業者等へ参加を呼びかけます。また、各事業者が提供する見守りサービスについ
て、それぞれの生活状況やニーズに応じて高齢者自らが選択できるように情報提供に努めます。 
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図 １－３－１）地域支え合い活動推進条例における各主体の役割と連携のイメージ 

①75歳以上  世帯 方

②障害 級  持ち 方
      受け 方

③ 登 録  希    方

意向確認のうえ名簿登録
本人 連絡先 災害時 配慮 項 

※緊急時 連絡先（     管）

流

山

市

対象 件 該当  方 は    登録        調査票 送付      

※登録 希   方 随時申 も可能   （社   課04-7150-6079  ）

対象と
なる方

日常からの   え合い活動
声 け  守り  ロ 活動
防災訓練 ちょっと   手伝 

災害発生時の   え合い活動
  伝達 避難   安否  

避難所    活動

 少しずつ ・ で き る こ と を ・ で き る範囲で  

   え合 活動 – 孤立死防止と災害  備え-

  ズ・情報を共有 ‐日常からの関係づくり-
 住      活動主 

自 治  等

 生委  児童委 
    ん も相談室
社      
警察 消防

名 簿 提 供 先
関 係 機 関

（福祉政策課 04-7196-6605 まで） 

図 １－３－２）救急情報カード・救急情報セットの活用 

 緊急連絡先

 健康状態

（医療 服薬 生活状況）

・  の  者（向こう３軒両隣）

 災害時 配慮 項

信頼できる方に緊急連絡先を事 に提供

も も 時 備え -救急  カ ド 救急   ット 活用-

⚫ 外 時 常時携帯  

⚫ 冷蔵庫 扉 貼 

⚫ 救急   ット 活用

（冷蔵庫内  管）

緊急時・災害時の ム ズな安否確認のために

     世帯 障害 手帳 
 持ち 方       受け 方

内容 変更 あっ 際は更新 

 役所(社   課) 親  ご近所 方 友人 ケアマネ ャ    
  守り     自治  係   生委   ※提供は任   

（福祉政策課） 
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③ 生活支援コーディネーターの配置（高齢者支援課） 

【事業概要】 

「生活支援コーディネーター」は、地域の高齢者が抱える生活支援ニーズや地域の課題を把握
し、ニーズに応じた支援のほか、関係者間のネットワークづくりや課題解決に向けた役割を担いま
す。 

市内に生活支援コーディネーターを４名配置し、高齢者なんでも相談室等と連携し、社会資源の
把握や支援ニーズの収集に努めています。 

【取組の方向性】 
生活支援コーディネーターが把握した地域課題について、市は必要に応じ、関係機関とともに課

題の解決に向けた取組を検討していきます。 

国のガイドラインでは、NPO、社会福祉法人などの地域の関係者のネットワーク化を図り、協
議体の設置を図ることが示されていますが、地域ケア会議をはじめ、既存のさまざまな会議を活用
するなど、柔軟に対応していきます。 

地域資源を活かした活動や社会参加に向けた支援などのコーディネート機能を、重層的支援体制
整備事業の中で、これまでの高齢者福祉分野での取り組みを大切にしながら、より幅広く『困りごとを
抱えた世帯』を地域全体で見守れるよう、関係機関との情報共有を行っていきます。 

また、高齢者が生涯現役を目指した活動ができるように、支援が必要な人やそのニーズと活動を
希望する人・団体等を繋ぐコーディネート機能をさらに強化していきます。 
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（3）介護と医療の連携推進  

流山市在宅医療介護連携推進事業（介護支援課） 
地域包括ケアシステムを確立するためには、24 時間 365 日、在宅療養者が安心して過ごせる環

境づくりとして、とりわけ医療と介護の連携が重要であるとされています。 

そこで、医療や介護の関係職種が円滑に在宅療養者を支援できる総合的、一体的な仕組みの構築
を図ることを目的としています。 

ア）これまでの取組 

「医療や介護が必要になっても住み慣れた地域で安心・安全に自分らしく生活ができる。希望す
れば最期を自宅で迎えることができる。」を理念に掲げ、市内の医療、介護の職能団体の代表からな
る「流山市在宅医療介護連携会議」で在宅医療介護連携に関する課題を抽出して課題解決に取り組
んでいます。 

主な取組としては、医療・介護の専門職が連携し、協働できる関係作りや質の向上のため、多職
種で研修（介護と医療をつむぐ会）を重ねてきました。また、在宅療養者を支える医療や介護のチ
ームが効率的・効果的に支援できるよう ICT（Information and Communication Technology）
を活用した情報共有システムを運用してきました。令和７年度からは、災害時の在宅療養者の支援
体制構築に向け協議を重ね、平時からの連携強化を図るとともに、地域の関係機関が連携して対応
するための地域 BCP（業務継続計画）の作成・運用に向けた検討を進めてきました。 

 

市民啓発として医療介護に関する講演会の開催や「おうち療養情報紙」《下記 図 １－３－３ 参
照》の新聞折り込みによる配布、出前講座を実施しています。 

 

図 １－３－３）おうち療養情報紙（第 12 号 一部抜粋） 
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イ）取組の方向性 

切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築《図１－３－４ 参照》について流山市在宅医療介
護連携会議と職能団体、介護と医療をつむぐ会が連動《１０４頁図１－３－５ 参照》しながら取り
組んでいきます。 

第１０期においては、認知症の方への対応力及び在宅療養者を支える専門職の連携体制の強化を
図ります。 

医師、訪問看護師を中心とした、多職種で連携するための情報共有ツールの推進や在宅療養支援
の実践に役立つ知識・技能の共有を図る症例検討会を定期的に開催することを通じ、日常から看取
り期まで在宅療養を支える多職種が連携し、協働できる体制を構築していきます。また、地域 BCP
の運用・見直しを継続するとともに、医療・介護関係者の連携強化や災害対応力の向上に向けた研
修・訓練を実施し、災害時における在宅療養者支援体制の充実を図ります。 

 

このほか、市民の方が最期まで自分らしく過ごせるよう、元気なうちから御自身の生き方、介護
や医療に関する思いを考え支援者に伝える取組である「人生会議（ＡＣＰ：アドバンス・ケア・プ
ランニング）」や在宅療養に関する情報提供等市民へ向けた啓発にも取り組みます。 

また、在宅医療・介護連携推進事業コーディネーターを配置し、市民からの在宅医療に関する相
談を受け付けます。 

 

人生会議（ACP：アドバンス・ケア・プランニング）の推進 

人生会議とは、もしものときのために、自分が望む医療やケアについて前もって考え、家族等や医
療・ケアチームと繰り返し話し合い、共有する取り組みのことです。自分の思いや希望を周囲の人と
共有していれば、万が一、自分が意思表示できなくなっても、家族や周囲の人が、本人の意向を尊重
した選択をすることができます。 

市民への人生会議の普及啓発を目的に、市民公開講座やおうち療養情報紙《１０２頁 図 １－３
－３ 参照》、出前講座などを行っています。 

  

 

（厚生労働省 在宅医療・介護推進事業の手引きＶｅｒ.４より） 

図 １－３－４）切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築 
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流山市在宅医療介護連携会議 

（介護や医療の専門職で構成される会議体） 

 

各職能団体 ・介護と医療をつむぐ会等 

 

多職種連携・体制構築部会 
 

研修・啓発部会 

広報・啓発  

核となる 

相談窓口     

課題及び具体計画（案）の投げかけ・計画策定 
 

具体計画の実施の進捗 
 

具体的な計画の検討と作成、

進捗管理 

図 １－３－５）流山市における在宅医療介護連携推進の取組体制 
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４ 認知症に係る総合的な支援（流山市認知症施策推進計画） 

【１】計画策定の背景 

全国の認知症高齢者数は令和１２年には約５２３万人、軽度認知障害（ＭＣＩ）高齢者数は約５９
３万人と推計されており、高齢者の約３人に１人が認知症又は軽度認知障害になると見込まれてい
ます。流山市においても、要介護認定者の増加に比例して、認知機能の低下がある方が増え続けてい
ます。 

本市ではこれまで、「認知症施策推進大綱」の考え方に基づき、「共生」と「予防」を車の両輪とし
て認知症施策を推進してきましたが、国において令和６年１月に「共生社会の実現を推進するための
認知症基本法」が施行され、認知症の方を一人の尊厳ある個人として捉え、本人の意思を尊重しなが
ら、地域でともに暮らす社会の実現が求められることとなりました。さらに、令和６年１２月には
「認知症施策推進基本計画」が閣議決定され、「新しい認知症観」の理解促進や、認知症の方と家族
等の参画の下で施策を進めることが示されました。 

本市においても、認知症の方や家族の声、アンケート調査結果、本市の実情を踏まえ、認知症の有
無にかかわらず、だれもが住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられるまちを目指して、「流山市
認知症施策推進計画」を策定するものです。 

 

 

「新しい認知症観」 
  「新しい認知症観」とは、認知症になったら何もできなくなるのではなく、認知症になってから

も、一人ひとりが個人としてできること、やりたいことがあり、住み慣れた地域で仲間等とつなが

りながら、希望を持って自分らしく暮らし続けることができるという考え方です。 

 

 

 

   

➊他人事、目をそらす、先送り 

➋認知症だと何もわからない、できなくなる 

➌本人は話せない/声を聞かない 

➍おかしな言動で周りが困る 

➎危険重視 

➏周囲が決める 

➐本人は支援される一方 

➑認知症は恥ずかしい、隠す 

➒地域で暮らすのは無理 

➓暗い、萎縮、あきらめ、絶望的 

他人事、他者視点、問題重視、疎外、絶望 

古い認知症観 

 

➊わがこと、お互いさま、向き合う、備える 

➋わかること、できることが豊富にある 

➌本人は声を出せる/声を聞く 

➍本人が一番困っている/本人なりの意味がある 

➎あたりまえのこと（人権）重視/自由と安全のバランス 

➏本人が決める（決められるように支援） 

➐本人は支え手でもある/経験者として大切な存在 

➑地域の一員としてともに暮らす ＊施設入所後も 

➒認知症でも自分は自分、自然体でオープンに 

➓楽しい、のびのび、あきらめず、希望がある 

わがこと、本人視点、可能性重視、ともに、希望 

新しい認知症観 

認知症観のアップデート 

参照 社会福祉法人浴風会 認知症介護研究・研修東京センター、認知症地域支援推進員ガイド、２０２３.３月、ｐ６ 
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 「認知症の方とその家族の声」 

  認知症施策を進めるに当たっては、認知症の方本人やその家族の思いや希望を丁寧に聴き、施策

に反映していくことが大切です。 

本市では、認知症施策推進計画の策定に当たり、認知症の方が参加するイベントや家族の会でのヒ

アリング、アンケート調査などを通じて、さまざまな声を伺いました。 

認知症の方を単に「支える対象」としてではなく、一人の尊厳ある個人として捉え、ともに暮らし、

ともに地域をつくっていく視点を大切にします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２】計画の位置付けと計画期間 

  本計画は、「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」第１３条に規定する市町村認知症施

策推進計画として策定するものです。市町村は、国の認知症施策推進基本計画及び都道府県認知症

施策推進計画を基本とし、その市町村の実情に即した計画を策定するよう努めるものとされていま

す。 

また、本計画は、第１０期高齢者支援計画（高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画）と整合を図

り、認知症施策に関する事項を高齢者施策全体の中で総合的に推進するため、同計画と一体的に策定

するものです。 

計画期間は、第１０期高齢者支援計画と一体的に策定することから、令和９年度から令和１１年度

までの３年間とします。 

 

【３】流山市の認知症に関する状況 

  （１）認知症高齢者数の見通し 

  本市の高齢者数（６５歳以上人口）は令和８年は４７，５０９人で、毎年２００人程度増加してい
く見込みです。 

認知機能が低下する大きな原因として加齢があり、本市でも認知機能の低下があると評価された
要介護認定者が年々増加しています。≪図１－４－１参照≫ 

また、６５歳未満で発症した若年性認知症の方や介護認定を受けていない軽度の症状の方を含め
ると、実際にはさらに多くの方が認知機能に問題を抱えていると考えられます 

   

できることは 

自分でやりたい 

住み慣れた家・地域で 

暮らし続けたい 
話せる場が 

あると良い 

工夫してこれまでと 

同じように過ごしたい 

あたりまえに受け入れら

れる世の中になったらな 
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＊注：図 １－４－１ は、要介護（要支援）認定の主治医意見書において、認知症高齢者の日常生活自立度

がⅡａ（買い物、金銭管理等それまでできたことにミスが目立つ等）以上の評価を受けた方の数です。 

 

（２）アンケート調査の結果について 

 認知症施策推進計画の策定に当たり、市民を対象に、認知症に関するアンケート調査を実施しま
した。 

調査結果からは、認知症は誰にでも起こりうる身近なものであるという認識が広がっている一方
で、認知症になっても本人らしい暮らしを続けられることや、地域で支え合いながら暮らせること
については、十分な実感が持たれていない状況が見られました。市民アンケートでは、「認知症にな
っても、本人らしい暮らしを続けられると思う」と回答した割合は１８．３％にとどまり、「自分や
家族が認知症になった場合、地域で支え合えると感じる」と回答した割合も２７．２％でした。こ
のことから、認知症になった後の生活や地域での支え合いに対する具体的なイメージが十分に共有
されていないことがうかがえました。 

また、認知症に関する相談窓口として、高齢者なんでも相談室は比較的知られている一方で、認
知症カフェ、認知症高齢者等見守りシール、認知症安心ガイドブックなど、地域での暮らしを支え
る具体的な取組については、十分に知られていない状況も確認されました。 

このように、本市においては、認知症を身近なものとして理解する意識は一定程度広がっている
ものの、認知症になっても自分らしく暮らし続けられるという実感や、地域で支え合えるという実
感は十分ではありません。今後は、「新しい認知症観」の普及を進めるとともに、本人や家族が必要
なときに迷わずつながることができ、地域の中で安心して暮らし続けられる環境づくりを進めてい
く必要があります。 

   

図 １－４－１）認知機能の低下があると評価された要介護（要支援）認定者数の推移 
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認知症は誰にでも起こりうる身近なことだと思うか 図１－４－２ 

 

 

 
 

認知症になっても本人らしい暮らしを続けられると思うか 図１－４－３ 

 

 

 
 

認知症になった場合に地域で支え合えると感じるか 図１－４－４  

 

 

 
 

本市の認知症施策・地域資源の認知状況 図１－４－５  

① 認知症安心ガイドブック 

 

 

 

② 認知症カフェ 

 

 

 

③ 認知症高齢者等見守りシール 
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【４】認知症施策推進計画の基本理念と基本方針 

（１）基本理念 

 認知症の有無にかかわらず、だれもが地域の一員として 

ともに支えあいながら、住み慣れた地域で自分らしく暮らせるまち 

認知症は誰もがなりうるものであり、特別なことではなく、身近なものです。認知症になっても、
その人がこれまで大切にしてきた暮らしや人とのつながりを保ちながら、自分らしく暮らし続ける
ことができる地域であることが重要です。 

本市では、認知症の方を単に「支える対象」としてではなく、一人の尊厳ある個人として捉え、認
知症の有無にかかわらず、だれもがあたりまえに受け入れられ、住み慣れた地域で希望を持って暮ら
し続けられるまちを目指します。 

また、認知症の方の意思や希望を大切にしながら、本人、家族、地域住民、事業者、関係機関がそ
れぞれの立場で支え合い、ともに暮らすことのできる共生社会の実現を目指します。 

 

（２）基本方針 

基本方針１：認知症を正しく知り、ともに暮らすための理解を広げます 

認知症に関する正しい知識の普及と、「新しい認知症観」の理解促進を図ります。認知症の方の
発信や、学校、企業、地域団体等との連携による普及啓発を進め、市民一人ひとりが認知症の方を
理解し、ともに暮らす意識を深められるよう取り組みます。 

 

基本方針２：困ったときに、本人や家族が迷わずつながることができる体制を整えます 
認知症の方や家族が、必要なときに早期に相談し、本人の意思や希望が尊重された医療・介護・

福祉サービスにつながることができるよう、相談体制、医療との連携、関係機関との情報共有、家
族介護者への支援の充実を図ります。 

また、認知症の方や家族、支援者、関係機関等の声を聴きながら、各種の事業を有効に活用し、
必要な支援が切れ目なく届く体制づくりを進めます。 

 
基本方針３：認知症の方が安心して暮らし続けられる地域をつくります 

認知症の方が住み慣れた地域の中で、見守りや支え合い、居場所や役割を持ちながら安心して暮
らし続けられるよう、地域の理解促進、見守り体制の充実、本人や家族が参加できる場づくりを進
めます。また、本人、家族、地域の関係機関等の声を聴き、必要な施策があれば検討していきます。 

 

 

（３）計画の目標 

 基本理念の実現に向けて、次の３つの目標を設定します。 

〖目標１〗 

認知症や認知症の方への理解が深まり、本人発信や「新しい認知症観」の普及啓発を通

じて、ともに暮らす意識が広がること 

〖目標２〗 

本人や家族、支援者、関係機関等の意見を踏まえながら、相談支援体制や医療・介護と

の連携を充実させ、必要な支援につながりやすい体制を整えること 

〖目標３〗 

認知症になっても、必要な支援や人とのつながりによって、本人の意思や希望に応じた

暮らしができること 
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（４）認知症施策の体系 

上記の目標の実現に向けて、次の３つの施策を柱として認知症施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【５】主な取組 

（１）認知症を正しく知り、ともに暮らすための理解の促進 
認知症に関する正しい知識の普及と、「新しい認知症観」の理解促進を図ります。認知症の方の

発信や、学校、企業、地域団体等との連携による普及啓発を進め、市民一人ひとりが認知症の方を
理解し、ともに暮らす意識を深められるよう取り組みます。 

① 認知症に関するイベントの開催（介護支援課） 

【事業概要】 

地域住民の認知症に対する理解を深め、認知症になっても安心して生活を続けられる地域づくり
を進めるため、地域住民を対象とした認知症に関するイベント等を開催しています。 

また、毎年９月の「認知症月間」では、普及・啓発に限らず認知症に関する各種イベントを実施
し、相乗的な普及効果を図っています。 

 
【取組の方向性】 

「認知症月間」を中心に、認知症に関する講演会や体験型のイベント、広報紙等を通じて、広く
市民を対象とした普及啓発を進めます。 

また、認知症の方による発信や、作品展示、交流の場づくりなど、その人らしい形での参加や発
信の機会を設けることにより、「新しい認知症観」の普及を図ります。 

さらに、認知症を特別なものとして捉えるのではなく、認知症の有無にかかわらず、ともに暮ら
す地域づくりにつながるよう、内容や対象者を工夫しながら取組を進めます。 

 

 

 

（７）  

基本方針１ 
認知症を正しく知り、ともに暮らすため

の理解の促進 

（１）認知症に関するイベントの開催 

   • 正しい知識・対応方法の周知 

   • 本人発信の機会 

（２）認知症サポーター養成講座の実施 

基本方針２ 
困ったときに 

本人や家族が迷わずつながる 

相談・医療・支援体制 

（１）認知症ケアパスの普及 

（６）認知症の方と家族の一体的支援  

（２）認知症初期集中支援チーム 

（３）認知症地域支援推進員 

（４）認知症の方を支える家族の会 

（５）若年性認知症の方と介護者への支援 

基本方針３ 
認知症の方が 

安心して暮らし続けられる地域づくり 

（１）ＳＯＳネットワーク 

（２）チームオレンジの整備 

（４）認知症高齢者等見守りシール 

（３）認知症カフェ 

（３）出前講座「認知症を知る講座」の実施 
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② 認知症サポーター養成事業（介護支援課） 

【事業概要】 

主に高齢者なんでも相談室により、地域住民や銀行、スー
パーマーケットなどの職場等を対象として、認知症に関する
正しい理解の普及を図る、認知症サポーター養成講座を開催
しています。認知症の方やその家族が安心して暮らし続けら
れる地域づくりの支援者となります。 

これまで、地域住民のほか、地域の自治会や小中学校、高
校、市役所、企業においても実施してきました。 

サポーター養成講座修了者は、令和８年４月１日時点で、
２４，３６７人となっています。 

 
【第９期の実績】 

項目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

実績値 

認知症サポーター養成

講座修了者数 
１，０８０人 ９４６人 人 

養成講座を実施した 

事業所数 
３か所 ３か所 か所 

【取組の方向性】 

認知症を抱える人は今後も増加していくことが見込まれることから、認知症サポーターの養成は
引き続き重要な取組です。 

また、学生や生活に密着したスーパーマーケット、交通機関職員など、幅広い主体への受講を働
きかけるとともに、受講後に一歩進んだ学びや実践的な活動につながる機会を設け、地域での支え
合いの担い手づくりを進めます。 

 

③ 出前講座「認知症を知る講座」（介護支援課） 

【事業概要】 

認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる地域づくりのきっかけとするた
め、出前講座を実施しています。 

講座では、認知症に関する基本的な知識や早期発見のポイント、市の認知症施策や相談窓口、地
域での見守りに関する取組等について説明しています。また、希望に応じて、認知症により道に迷
ったり、行方不明となる高齢者への声掛けや接し方について、体験演習を取り入れながら実施して
います。 

【取組の方向性】 

自治会や地域団体、事業者等に出向き、地域の身近な場で認知症について学ぶ機会を広げます。 

講座の実施に当たっては、「新しい認知症観」の考え方を取り入れながら、開催先の関心や地域
の状況に応じて内容を工夫し、認知症の人を地域の一員として理解し、ともに暮らす意識が広がる
よう取り組みます。 

 
 

 

 

 

 

 

 

図 １－４－３）認知症サポーターカード 
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（２）困ったときに本人や家族が迷わずつながる相談・医療・支援体制 
認知症の方や家族が、必要なときに早期に相談し、本人の意向が尊重された保健医療サービスや

福祉サービスにつながることができるよう、相談体制、医療との連携、支援体制の充実を図ります。 

① 認知症ケアパス（状態に応じたサービス提供の流れ）の普及（介護支援課） 

【事業概要】 

標準的な認知症ケアパスは、認知症を発症したときから、生活機能障
害が進行していく中で、その進行状況にあわせて、認知症の方が、い
つ、どこで、どのような医療・介護サービスや成年後見制度等を利用す
ればよいか、大まかな道筋を示したものです。 

本市では、標準的な認知症ケアパスの内容に加え、認知症に関する基
本的な知識や、相談窓口、介護予防など、認知症に関する情報を整理
し、流山市認知症ケアパス「流山市認知症安心ガイドブック」を作成し
ています。ホームページで閲覧することができ、介護支援課、高齢者な
んでも相談室等で配布しています。 

 
【取組の方向性】 

認知症の方や家族が必要な情報に迷わずつながることができるよう、
ガイドブックの内容を適時見直し、分かりやすい情報提供に努めます。 

また、ホームページ掲載や窓口配布だけでなく、相談や講座、イベン
ト等の機会を通じて周知を進め、認知症の初期段階から活用されるよう
取り組みます。 

 

② 認知症初期集中支援チーム（介護支援課） 

【事業概要】 

認知症の方への対応は、発症の早期に、本人及び家族に対し、医療機関への受診、必要に応じた
介護サービス等の利用に結びつけることが重要です。 

早期の対応を行う仕組みとして、介護支援課に「認知症初期集中支援チーム」を設置していま
す。その役割は、認知症サポート医や専門医からの助言を受けつつ、本人の居宅を訪問し、その状
態を観察・評価して、医療・介護のサービスや制度の利用につながるように包括的・集中的に支援
するものです。 

 
【取組の方向性】 

認知症の早期発見・早期対応に努め、引き続き認知症初期集中支援チームによる支援を実施しま
す。今後も、対応方法のノウハウの蓄積や関係機関との円滑な連携体制の構築を進めていきます。 

 

③ 認知症地域支援推進員（介護支援課） 

【事業概要】 

認知症地域支援推進員は、認知症の方の状態に応じて必要なサービスが適切に提供されるよう
に、医療機関や介護サービス、地域の支援機関をつなぐ連携支援のほか、認知症ケアパス 「流山
市認知症安心ガイドブック」≪１０８頁 図 １－４－５参照≫の作成・普及、認知症の方やその家
族を支援する相談業務等を行います。 

【取組の方向性】 

認知症の方や家族が身近な地域の中で相談し、必要な支援につながることができるよう、引き
続き高齢者なんでも相談室や市内の高齢者福祉施設、認知症カフェ等に配置し、取組を継続しま
す。 

図 １－４－５） 

流山市認知症ケアパス 

「認知症安心ガイドブック」 
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また、本人や家族の思いを踏まえながら、医療・介護・地域の支援機関との連携を進め、支援
の切れ目が生じないよう取り組みます。引き続き、各高齢者なんでも相談室や市内の高齢者福祉
施設、認知症カフェ等へ配置し、認知症の相談窓口の一つとして取組を継続します。 

 

④ 認知症の方を支える家族の会（介護支援課） 

【事業概要】 

介護者支援のため、家族（介護者）同士の情報交換や交流を図ることを目的として、市及び高齢
者なんでも相談室が隔月で認知症の方を介護する家族のための集いを開催しています。助言者や専
門職から認知症に関する情報提供やアドバイスをおこない、介護者の心身の健康保持や介護負担の
軽減に努めています。 

【取組の方向性】 

介護者が孤立せず、安心して思いを共有できる場として、引き続き家族の会を運営します。 
認知症の方と家族の会千葉県支部や認知症サポート医などの助言を得ながら、家族の精神的負担

の軽減や、必要な支援につながる機会の充実を図ります。 
また、高齢者なんでも相談室や民間事業者が主催する認知症カフェ等と連携しながら、地域の中

で家族が支え合える環境づくりを進めます。 
 

⑤ 若年性認知症の方と介護者への支援（介護支援課） 

【事業概要】 

若年性認知症は、６５歳未満に発症する認知症であり、経済的な問題や家族に介護の負担が集
中するという特徴があります。また、医療・介護だけでなく雇用や障害等様々な制度に関する支
援が必要となります。 

このような特徴があることから、心身の健康保持や介護負担の軽減を目的とし、若年性認知症
の方と家族（介護者）を対象に、情報提供や参加者同士の交流、専門職からの助言等を行う若年
性認知症の集いを開催しています。 

【取組の方向性】 

若年性認知症の方や家族が、その状況に応じた支援を受けられるよう、引き続き取組を継続し
ます。また、個別相談においては、必要に応じて千葉県若年性認知症支援コーディネーターと連
携しながら、医療・介護だけでなく、就労や生活全般も含めた支援につなげていきます。 

 

⑥ 認知症の方と家族への一体的支援「オレンジ交流会」（介護支援課） 

【事業概要】 

「オレンジ交流会」では、認知症の本人とそのご家族を一つの単位として、一体的な支援を行い
ます。認知症地域支援推進員を中心に、会の中で本人と家族が思いを共有し、一緒に活動を楽しむ
ことで、お互いの思いのずれや葛藤の調整・関係の再構築を図り、家族関係の改善や介護負担の軽
減につなげます。 

 

【取組の方向性】 

本人と家族がともに思いや状況を共有し、関係を見つめ直すことができる場として、継続的な実施
に向けて検討を進めます。 

また、プログラム内容を見直しながら、本人の希望や家族の負担軽減につながる、より効果的な事
業の実施を目指します。 
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⑦ 希望を叶えるヘルプカードの活用に関する検討（介護支援課） 

【事業概要】 

認知症の方が、住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けるためには、本人の希望や大切にしたい
ことを、家族や支援者と共有しながら支援につなげていくことが重要です。 

「希望を叶えるヘルプカード」とは、認知症の方が大切にしたいこと、できること、困ったとき
に手助けしてほしいことなどを整理し、家族や支援者と共有するためのものです。 

本人の思いや希望を見える形にし、日々の関わりや支援に生かす手段の一つとして活用が考えら
れます。 

 

【取組の方向性】 

本人や家族と相談しながら、「希望を叶えるヘルプカード」の活用のあり方について検討します。 

あわせて、本人の意思や希望を支援に反映するための方法の一つとして、既存の相談支援の中での
活用について整理していきます。 

 

（３）認知症の方が安心して暮らし続けられる地域づくり 
認知症の方が住み慣れた地域の中で、見守りや支え合い、居場所や役割を持ちながら安心して暮

らし続けられるよう、地域の理解促進、見守り体制の充実、本人や家族が参加できる場づくりを進
めます。 

① SOS ネットワーク（高齢者支援課） 

【事業概要】 

警察、市、学校、介護事業所、鉄道事業者、バス事業者、タクシー事業者、郵便局等による連携を
図るとともに、流山市公式 LINE やみどりのメール、防災行政無線で市民・各機関等にも協力を依頼
し、ひとり歩き等による行方不明者を早期に発見・保護し、介護する家族などの安心の一助を図りま
す。 

【取組の方向性】 

行方不明者が広域的に移動した場合、１市だけでの対応では困難となっています。また、ひとり歩
き等による行方不明者が発生した場合は、迅速に情報共有を行うことが速やかな発見への必須事項
になります。 

認知症の方や家族の不安感の軽減を図るため、今後も事業の継続を図るとともに、制度の導入を検
討していきます。 

また、流山市公式 LINE やみどりのメールの登録を促進し、より多くの市民及び事業者等に情報提
供を呼びかけられるよう努めます。 

 

② チームオレンジの整備（介護支援課） 

【事業概要】 

認知症サポーター養成講座を受講して「認知症についての正しい知識」を身につけた認知症サポ
ーターが、認知症の方や家族を「温かく見守る理解者」から一歩進んだ活動で、認知症の方や家族
の困りごとに対し、地域住民等のサポーターや多職種の職域サポーターがチームを組み、地域の交
流拠点などで継続的な支援活動を行うものです。 

第９期中には、認知症カフェを拠点としたチームオレンジが１か所誕生しました。 

【取組の方向性】 

引き続き、認知症サポーターや認知症サポーター養成講座の講師であるキャラバン・メイト、認
知症地域支援推進員等の協力を得ながら、既存の認知症カフェや地域での交流拠点等を活かしたチ
ームオレンジの整備を進めます。 
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また、認知症の方や家族を「支える」だけでなく、本人も地域の一員として参加できる場となる
よう、誰もが気軽に関われる地域づくりにつなげていきます。 

 

③認知症カフェ（介護支援課） 

【事業概要】 

認知症の方ご本人・ご家族・医療や介護の専門職・地域の方々など、どなたでも気軽に集い、 
交流できる場です。 

【取組の方向性】 

認知症カフェの運営団体等と連携を通じて、認知症の方やご家族が地域でつながる機会の充実を

図ります。 

 

④認知症高齢者等見守り事業（介護支援課） 

【事業概要】 

  認知症等により行方不明となった際の早期発見・
保護を図るため、QR コード付き見守りシールを交
付します。希望者は個人賠償責任保険にも加入でき
ます。 

また、行方不明となるおそれのある方を介護する
同居の家族を対象に、位置情報検索装置（GPS 端
末等）の利用開始に必要な端末の購入費や、位置情
報提供サービスの登録料の一部を助成します。 

【取組の方向性】 

  認知症高齢者等見守りシールについて、市民への周知方法を工夫し、より多くの人に制度を知っ
てもらうことで、地域全体での見守り体制の構築につなげます。 

 また、見守りシールを活用している人が、地域の中で困ったときに必要な手助けを受けられるよう、
制度の理解促進に取り組みます。 

あわせて、行方不明となるおそれのある方を介護する家族の不安や負担の軽減を図るため、GPS
端末等の購入費等に対する助成制度の周知に努めます。行方不明時の早期発見・早期保護につながる
環境整備を進め、認知症の方とその家族が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる地域づくり
を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １－４－６）QR コード付き見守りシール 

QR コードを読み取ると見守りシールの概要がご覧いただ

けます。 

ＱＲコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。 
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【６】目標指標と目標値 
本計画では、３つの目標の達成状況や施策の推進状況を把握するため、次の指標を設定します。 

評価に当たっては、数値指標の達成状況、各取組の実施状況、本人や家族、支援者、関係機関等か
らの意見を踏まえ、相談支援体制や関係機関との連携、普及啓発、地域の環境づくりが一体的に進ん
でいるかを確認します。 

 

指標 現在（令和８年度末） 目標値（令和 11 年度末） 

認知症サポーターの数 人 
令和８年度末から 

６千人の増加を目指す 

認知症に関する相談窓口を 

知っている市民の割合 
８７．４％ ９２．０％ 

認知症安心ガイドブックを 

知っている市民の割合 
２５．６％ ３０．０％ 

認知症になっても、本人らしい暮らし 

を続けられると感じる市民の割合 
１８．３％ ２５．０％ 

認知症になった場合、地域で 

支え合えると感じる市民の割合 
２７．２％ ３０．０％ 

認知症高齢者等見守りシールを 

知っている市民の割合 
３８．１％ ５０．０％ 

チームオレンジの数 １か所 増設を目指す 
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5 高齢者の尊厳を守る取り組みの推進 

（1）高齢者の権利擁護に係る施策の推進  

① 高齢者虐待防止ネットワーク事業（高齢者支援課） 

【事業概要】 

高齢者虐待の防止、高齢者虐待を受けた高齢者の迅速かつ適切な保護及び養護者に対する適切な
支援を行うため、高齢者虐待に関わる関係機関及び民間団体の間の連携強化を目指して、平成２０
年に「流山市高齢者虐待防止ネットワーク」を組織しました。 
 ネットワークは、千葉県弁護士会松戸支部、松戸健康福祉センター、流山警察署、流山市医師
会、流山市民生委員児童委員協議会、流山市シルバーサービス事業者連絡会、流山市介護支援専門
員連絡会、流山市地域自立支援協議会権利擁護部会、流山市内病院相談員連絡会等で構成し、各団
体から推薦された委員により、定期的に会議を開催しています。 

【取組の方向性】 

第１０期では、引き続き、定期的なネットワーク会議や事例検討を通じて連携強化を図るととも
に、専門職向け研修会を実施し、高齢者虐待の予防、早期発見・早期対応の意識づけを図ります。高
齢者虐待の周知・啓発に努め地域住民や関係機関が虐待を見逃さず、早期に相談・支援につなげられ
る体制づくりを推進します。 

１.関係機関との連携強化 

定期的にネットワーク会議を開催し、高齢者と養護者への支援方法の検討と情報交換を行います。
事例の個別支援の検討を通じて、高齢者虐待の傾向や特徴を分析し、地域の実情に応じた研修や連
携強化を図ります。 

２.専門的支援体制の充実 

「高齢者虐待アドバイザリー事業」を活用し、対応が困難なケースについては、弁護士や社会福祉
士等の専門家からの助言を参考にしながら、早期に適切な支援につなげます。 

３.虐待対応マニュアルの活用と職員スキルアップ 

令和７年度に国マニュアルに基づき改訂した「流山市養護者による高齢者虐待対応マニュアル」お
よび国・県のマニュアルを活用し、高齢者虐待の予防、早期発見、早期対応の意識づけやスキルア
ップを図ります。ケアマネジャーや介護保険事業所職員等による早期の発見と通報に向けた意識
向上を目指します。 

４.生きづらさ包括支援事業との連携 

生きづらさ包括支援事業との連携を含め、複雑化・複合化した課題を抱えるケースについては、複
数の機関が協働し、分野を超えた横断的な支援体制により対応します。セルフネグレクトや社会的
孤立などの支援が届いていない高齢者に継続的に寄り添い、必要な地域資源につなげていきます。 

５.相談しやすい体制づくり 

通報者の不安を軽減し、相談しやすい体制づくりを継続します。虐待対応事例を紹介する等の研
修会を実施し、ケアマネジャーや関係機関の職員の理解を深めます。 

 

② 消費生活対策（コミュニティ課） 

【事業概要】 

啓発講座等で消費者被害を未然に防ぐための注意喚起を全世代に向けて行うほか、特に高齢者に
向けて福祉会館等の高齢者の目に触れる機会が多い施設などに啓発資料の配架を依頼するなどして
周知に努めます。 
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【第９期の実績】 

項目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

実績値 
啓発講座開催回数 20 回 21 回 回 

パネル展開催回数 2 回 2 回 回 

【取組の方向性】 

流山市消費生活センターでの過去３年間の相談件数は１，６００件台から１，９００件台で推移
していますが、高齢者が契約当事者である相談は高止まりしており、令和７年度は６０歳以上の相
談が全体の４０％を超えています。 
 今後も市内の高齢者数は増加を続けることから、老人会・自治会や地域包括支援センター等での
啓発講座を行うなど、高齢者被害の未然防止に努めていきます。 

項目 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

計画値 
啓発講座開催回数 20 回 20 回 20 回 

パネル展開催回数 2 回 2 回 2 回 

 

（2）成年後見制度の普及啓発  

① 現状と課題（高齢者支援課・障害者支援課） 

【流山市高齢者等実態調査からみた現状と課題】 

６５歳以上の市民を対象として行った実態調査において、成年後見制度について「知っていた」
と回答した方は４０．０%と最も多く、本制度の認識は高まっていると考えられます。一方で、
「名前は聞いたことがあった」と回答した方が３９．９％となっていることや、制度の利用意向に
ついて「利用したいとは思わない」または「わからない」と回答した方のうち、その理由について
「制度の内容や利用方法がよくわからない」と回答した方が２１．７％となっていることから、利
用するメリットを含めた制度の周知を行っていく必要があります。また、制度に関する相談窓口に
ついて「誰に相談したらよいかわからない」と回答した方は１８．０％となっていることから、制
度と併せて相談窓口の周知が必要です。在宅要介護・要支援認定者を対象として行った調査におい
ても、同様の傾向となっています。 

【成年後見制度の利用促進に向けた取組】 

国において、「第二期成年後見制度利用促進基本計画（令和４年３月２５日閣議決定）」が策定さ
れたことを受け、本市においても成年後見制度を含む権利擁護支援を計画的に推進するため、令和
６年３月に「流山市成年後見制度利用促進基本計画（令和６年度～令和８年度）」を策定しまし
た。また、令和 8 年度には、令和９年度から令和１３年度までの 5 年間を計画期間とする「第 2
期流山市成年後見制度利用促進基本計画」を策定し、民法改正を見据えた利用者本位の制度運用の
在り方を検討するとともに成年後見制度の利用促進に取り組んでいきます。 

② 市の取組（高齢者支援課・障害者支援課） 

ア）成年後見申立事業 

【事業概要】 

身寄りがなく申立てをする親族がいない高齢者等に対して市長申立てを行います。また、成年後
見人等への報酬の支払いが困難な方を対象に報酬費用の一部または全部を助成することによる経済
的な支援を行います。 

【取組の方向性】 

第１０期においても、認知症を伴うひとり暮らしの高齢者人口の増加に伴い、成年後見制度の需
要は高まることが見込まれるため、市長申立てや報酬助成による支援を継続していくとともに、報
酬助成制度の周知を図り、必要とする人を成年後見制度の利用に結び付けられるよう取り組みま
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す。また、より早期に支援が必要と思われるが複雑な要因があり、対応が難しい場合や判断に迷う
場合があります。そのため、本人の生活を支える権利擁護支援チームを早期に構築するためのアド
バイザリー機能や事前関与スキームの整備を行います。 

イ）成年後見中核機関運営事業 

国の成年後見制度利用促進基本計画に基づき、市町村においては、権利擁護支援を必要とする人
が、尊厳ある本人らしい生活を継続し、地域社会に参加できるようにするため、関係機関による地域
連携ネットワークの構築や、そのコーディネートを行う中核機関の整備に努めることとされていま
す。流山市においては、令和３年度から地域連携ネットワークの中核機関として「流山市成年後見推
進センター」を流山市社会福祉協議会への委託により設置しています。 

【事業概要】 

流山市成年後見推進センターにおいて、成年後見制度に関する二次相談窓口として、一次相談窓
口である高齢者なんでも相談室や相談支援事業所、本人、家族、支援者からの相談対応のほか、市
民向け講演会や専門職に対する研修会、弁護士・社会福祉士による相談会の実施等を通して、制度
の普及啓発及び利用促進を図ります。また、法律・福祉の専門職や相談支援機関、市民後見人関係
団体等による協議会の運営を通し、関係機関の連携体制の強化を図ります。 

 

【取組の方向性】 

第１０期においては、成年後見制度等の権利擁護支援が必要な人が、早期の段階から相談につなが
るよう、地域連携ネットワークを活用し、利用のメリットも含めた成年後見制度等の周知及び相談窓
口の周知に取り組みます。また、関係機関による地域連携ネットワークを推進し、本人を中心とした
権利擁護支援を支える連携体制の構築を進めていきます。 

なお、中核機関における取組や地域連携ネットワークの推進に向けた取組については、「第 2 期
流山市成年後見制度利用促進基本計画」に基づき、障害者支援課と連携して実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 １－５－１）地域連携ネットワークのイメージ 

流山市成年後見推進センター 
地域連携ネットワークのコーディ

ネート、広報啓発、相談支援等 

 

民間団体、NPO 

家庭裁判所 

医療・福祉関係団体 

弁護士会・司法書士会・

社会福祉士会等 

金融機関 

流山市社会福祉協議会 
相談支援、すまいる（日常生活自立

支援事業）の提供等 

流山市役所 
市長申立て、報酬助成、

体制整備の進行管理等 

民生委員・児童委員 

後見人等 本人 

高齢者なんでも相談室等 

市内相談窓口 

相談支援、情報提供、困難事例

の支援等 
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（３）終身サポートに係る取り組み  

① 現状と課題 

【流山市高齢者等実態調査からみた現状と課題】 

６５歳以上の市民を対象として行った実態調査において、終活について「知っていた」と回答し
た方は６６．７%と最も多く、次いで、「名前を聞いたことがあった」が２２．５％であり、終活
に関する認知度は高いと考えられます。一方で、終活としてすでに取り組んでいるものについての
設問では、「特に何もしていない」と回答した方が５４．３％と最も多く、次いで、「財産や相続の
整理」が２０．８％、「葬儀やお墓の希望整理」が１９．９％であるなど具体的な行動に移してい
る方も一定数いますが、多くが知っているにとどまっている現状があります。 

また、「死亡後の事務手続きはどなたが行う予定ですか」という設問に対しては、「家族・親族」
と答えた方が９２．３％と最も多く、「頼れる人がいない」が２．３％、「専門職に依頼している」
が０．６％となっています。さらに、「頼れる人がいない」と回答した方のうち、「わからない」と
回答した方が最も多く、次いで、「専門事業者に依頼したい」が１１件、「元気なので不要、後で考
える」との回答が５件となっています。そのため、特に「わからない」、「元気なので不要、後で考
える」と答えた方について、終活の必要性や早期の行動が必要であることを意識づけしていくこと
が重要です。 

【終身サポート事業の実施に向けた取組】 

少子高齢化の進行により、家族による支援の限界が顕在化するなか、頼れる身寄りのいない高齢者

をはじめ判断能力が十分でない方や生活困窮者も含め、地域全体で包括的に支援する構築が急務と

なっています。その支援の在り方については、社会保障審議会福祉部会等において議論されており、

市町村を主体として、相談支援、意思決定支援、日常生活支援、死後事務支援等を地域の関係機関と

連携して提供する仕組みの構築が求められています。 

また、社会福祉法の一部を改正する法律案においては、介護保険制度の包括的支援事業（総合相談

支援事業）の相談対象としての明確化が盛り込まれました。さらに、頼れる身寄りがいない高齢者等

からの相談対応について、生活困窮者自立支援事業や障害者相談支援事業の対象とすること、および

生活困窮者の見守りも含めた居住の支援を行う地域居住支援事業の対象に加えることを明確化する

内容となっています。これを踏まえ本市では身寄りのいない高齢者だけでなく、判断能力が十分でな

い方、生活困窮者などで、地域で自立した生活を続けるうえで、生活上の課題に対して支援を要する

人を対象者として誰も取り残さない終身サポートの仕組みを検討していきます。 

 

② 市の取組（高齢者支援課・介護支援課・障害者支援課・福祉政策課・社会福祉課） 

【事業概要】 

終活に関する周知啓発のため、市独自のエンディングノートを作成し、ホームページに掲載するな
ど、終活に関心を持っていただけるような仕組みづくりを行うほか、国の動向を踏まえ、頼れる身寄
りがいない高齢者だけでなく、判断能力が十分でない方、生活困窮者などが、地域で自立した生活を
安心して継続できるよう、生活困窮者自立支援事業や障害者相談支援事業を始めとする関係機関と
連携し、相談支援を入口として、入院・入所時の手続支援、死後事務に関する相談等を行う「終身サ
ポート事業」の実施を検討します。今後は社会福祉協議会をはじめとして、福祉・法律などの専門職
団体等と緊密に連携しながら、流山市の実情に応じた温かい支援体制の整備を進めていきます。 

【取組の方向性】 

第１０期計画期間において、終身サポート事業の具体的な事業内容について検討し、計画期間内
の実施を目指します。 
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第 ２ 章  高 齢 者 を 支 え る 介 護 体 制 づ く り （ 介 護 保 険 事 業 の サ ー ビ ス 量 見 込 み と 保 険 料 ） 

１ 介護保険サービスの安定的な提供 

（1）予防給付サービスの推進（介護支援課） 

 

【予防給付サービスにおける取組の方向について】 

介護予防サービス受給者へのサービスの提供が充足しているのか、不足しているのかを把握し、
必要な介護予防サービスを提供できるよう取り組んでいきます。 

※ 計画値については、令和６年度から令和８年度の給付実績及び今後のサービス利用者数の増加見
込みから推計しました。年延人数・回数・日数は年間の推計、実人数は１か月あたりの利用者数
の推計です。 

 

① 介護予防訪問看護 

【事業概要】 

訪問看護が必要と主治医が認めた要支援者を対象に、その居宅において看護師等が療養上の世話
または必要な診療の補助を行います。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延回数 3,798 回 5,318 回 回 

実人数 62 人 80 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
年延回数 5,738 回 5,856 回 6,056 回 

実人数 ８８人 90 人 93 人 

 

② 介護予防訪問リハビリテーション  

【事業概要】 

訪問リハビリテーションが必要と主治医が認めた要支援者を対象に、その居宅において、心身機
能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるために理学療法、作業療法、その他必要なリハビリ
テーションを行います。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延回数 2,332 回 2,766 回 回 

実人数 19 人 20 人 20 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 
令和１０年

度 
令和１１年度 

計画値 
年延回数 3,115 回 3,115 回 3,263 回 

実人数 22 人 22 人 23 人 

要支援 1～2 の方を対象に、要介護状態にならないよう身体機能の維持・向上を図るサービスです。 
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③ 介護予防居宅療養管理指導  

【事業概要】 

要支援者を対象に、病院等の医師、歯科医師、薬剤師等が療養上の管理及び指導をします。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延人数 92４人  1,080 人 人 

実人数 77 人 90 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
年延人数 1,104 人 1,116 人 1,152 人 

実人数 92 人 93 人 96 人 

 

④ 介護予防通所リハビリテーション（デイケア） 

【事業概要】 

通所リハビリテーションが必要と主治医が認めた要支援者を対象に、当該施設において、理学療
法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行い、心身機能の維持回復を図ります。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延人数 1,956 人 2,484 人 人 

実人数 163 人 207 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
年延人数 3,120 人 3,192 人 3,288 人 

実人数 260 人 266 人 274 人 

 

⑤ 介護予防短期入所生活介護（ショートステイ） 

【事業概要】 

要支援者を対象に、当該施設に短期間入所して入浴、排せつ、食事等の介護その他日常生活上の
世話及び機能訓練を行い、身体機能の維持・向上を図ります。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延日数 320 日 560 日 日 

実人数 5 人 6 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
年延日数 390 日 ３９０日 ３９０日 

実人数 ８人 8 人 8 人 
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⑥ 介護予防福祉用具貸与  

【事業概要】 

心身の機能が低下し、日常生活を営むのに支障がある要支援者を対象に、日常生活上の便宜を図
るため、また、要支援者の機能訓練の為に福祉用具を貸与します。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延人数 5,352 人 5,892 人 人 

実人数 446 人 491 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
年延人数 6,204 人 6,366 人 6,492 人 

実人数 517 人 528 人 541 人 

 

⑦ 介護予防特定施設入居者生活介護  

【事業概要】 

有料老人ホーム等の施設に入居している要支援者を対象に、当該特定施設が計画に基づき入浴、
排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話や機能訓練及び療養上の世話をします。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延人数 396 人 456 人 人 

実人数 33 人 38 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
年延人数 444 人 456 人 468 人 

実人数 37 人 38 人 39 人 

 

⑧ 特定介護予防福祉用具販売  

【事業概要】 

要支援者に対し、福祉用具のうち入浴または排せつの用に供するもの等を販売します。 

【第９期の実績】 

 

  

 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 年延人数 ９６人  96 人  96 人 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 年延人数 120 人 60 人 人 
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⑨ 介護予防住宅改修  

【事業概要】 

要支援者が在宅での生活に支障がないように、手すりの取り付け等の住宅改修に要する費用を助
成します。 

【第９期の実績】 

 

 

 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 年延人数 １９２人人 １８０人人 １９２人人 

 

⑩ 介護予防支援*（介護予防ケアプランの作成） 

【事業概要】 

要支援認定を受けた方が介護予防サービスを利用するためには、指定介護予防支援事業所（高齢
者なんでも相談室）または自己（本人または家族）で作成するケアプランが必要となります。 

要支援認定を受けた方が適切なサービスを利用できるように、指定介護予防支援事業所（高齢者
なんでも相談室）が利用者の心身の状況等を的確に把握し、介護予防サービスの利用計画を作成
し、サービス提供事業者との連絡や調整を行います。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延人数 7,500 人 8,652 人 人 

実人数 625 人 721 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

実績値 
年延人数 9,564 人 9,768 人 

10,032 人 

 

実人数 797 人 814 人 836 人 

 

* 本文中の「*」印がついている用語については、資料編の「用語集」に説明があります。 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 年延人数 216 人 264 人 人 
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（2）介護給付サービスの推進（介護支援課） 

要介護 1～5 の方を対象に、自立した生活を継続するためのサービスです。 

【介護給付サービスにおける取組の方向性について】 

介護サービス受給者へのサービスの提供が充足しているのか、不足しているのかを把握し、必要
な介護サービスを提供できるよう取り組んでいきます。 

※ 計画値については、令和６年度から令和８年度の給付実績及び今後のサービス利用者数の増  
加見込みから推計しました。年延人数・回数・日数は年間の推計、実人数は１か月あたりの利用
者数の推計です。 

■在宅サービス 

① 訪問介護（ホームヘルプサービス） 

【事業概要】 

居宅において介護を受ける要介護者（居宅要介護者）に対し、能力に応じ自立した日常生活を営
めるよう、その方の居宅において介護福祉士等が入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上
の世話をします。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延回数 528,299 回 611,317 回 回 

実人数 1,568 人 1,758 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
年延回数 780,044 人 690,448 人 720,864 人 

実人数 1,999 人 1,945 人 2,021 人 

 

② 訪問入浴介護  

【事業概要】 

居宅要介護者の居宅を訪問し、浴槽を提供して入浴の介護をします。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延回数 6,096 回 5,604 回 回 

実人数 98 人 100 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
年延回数 5,553 回 5,908 回 6,185 回 

実人数 101 回 108 回 113 回 
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③ 訪問看護  

【事業概要】 

訪問看護が必要と主治医が認めた居宅要介護者に対し、その居宅において看護師等が療養上の世話
または必要な診療の補助を行います。 
【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延回数 79,600 回 99,919 回 回 

実人数 847 人 1,007 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
年延回数 118,696 回 124,259 回 129,546 回 

実人数 1,139 人 1,189 人 1,238 人 

 

④ 訪問リハビリテーション  

【事業概要】 

訪問リハビリテーションが必要と主治医が認めた居宅要介護者に対し、その居宅において、心
身機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるために理学療法、作業療法、その他必要なリ
ハビリテーションを行います。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延回数 37,273 回 38,230 回 回 

実人数 261 人 258 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
年延回数 39,286 回 40,944 回 42,599 回 

実人数 259 人 270 人 281 人 

 

⑤ 居宅療養管理指導  

【事業概要】 
居宅要介護者を対象に、病院等の医師、歯科医師、薬剤師等が、療養上の管理及び指導をします。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延人数 20,760 人 23,220 人 人 

実人数 1,730 人 1,935 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 

年延人数 24,792 人 25,956 人 27,072 人 

実人数 2,066 人 2,163 人 
2,256 人 
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⑥ 通所介護（デイサービス） 

【事業概要】 

居宅要介護者を対象に、当該施設において入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世
話及び機能訓練をし、心身機能の維持を図ります。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延回数 227,652 回 239,172 回 回 

実人数 1,886 人 2,029 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
年延回数 247,368 回 257,478 回 267,316 回 

実人数 2,139 人 2,223 人 2,306 人 

 

⑦ 通所リハビリテーション（デイケア） 

【事業概要】 

主治医により通所リハビリテーションが必要と認められた居宅要介護者を対象に、当該施設にお
いて、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行い、心身機能の維持回復を図ります。
【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延回数 52,522 回 59,612 回 回 

実人数 602 人 697 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
年延回数 66,794 回 69,217 回 71,699 回 

実人数 772 人 799 人 827 人 

 

⑧ 短期入所生活介護（ショートステイ） 

【事業概要】 

居宅要介護者を対象に、当該施設に短期間入所して入浴、排せつ、食事等の介護その他日常生活
上の世話及び機能訓練を行い、身体機能の維持・向上を図ります。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延日数 58,723 日 59,998 日 日 

実人数 372 人 377 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
年延日数 65,734 日 68,890 日 72,373 日 

実人数 388 人 406 人 425 人 
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⑨ 短期入所療養介護（ショートケア） 

【事業概要】 

居宅要介護者を対象に、当該施設において看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その
他必要な医療並びに日常生活上の世話を行い、身体機能の維持・向上を図ります。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延日数 2,138 日 1,534 日 日 

実人数 23 人 19 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
年延日数 2,070 日 2,162 日 2,162 日 

実人数 27 人 29 人 29 人 

 

⑩ 福祉用具貸与  

【事業概要】 

心身の機能が低下し日常生活を営むのに支障がある居宅要介護者の方に、日常生活上の便宜を図
るため、また、要介護者等の機能訓練の為に福祉用具を貸与します。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延人数 35,016 人 38,304 人 人 

実人数 2,918 人 3,192 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
年延人数 41,136 人 42,876 人 44,544 人 

実人数 3,428 人 3,573 人 3,712 人 

 

⑪ 特定施設入居者生活介護  

【事業概要】 

有料老人ホーム等の施設に入居している要介護者を対象に、当該特定施設が計画に基づき入浴、
排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話や機能訓練及び療養上の世話をします。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延人数 4,788 人 4,788 人 人 

実人数 399 人 399 人 人 

【取組の方向性】 

※第１０期介護保険事業計画における整備数は８０床程度を進めていく予定です。 
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項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
年延人数 4,800 人 4,956 人 5,112 人 

実人数 400 人 413 人 426 人 

※実人数は流山市が給付する見込みの人数です。 
 

⑫ 特定福祉用具販売  

【事業概要】 

居宅要介護者に対し、福祉用具のうち入浴または排せつの用に供するもの等を販売します。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 年延人数 516 人 552 人 人 

【取組の方向性】  

項目 令和９年度 
令和１０年

度 
令和１１年

度 

計画値 年延人数 708 人 732 人 780 人 

 

⑬ 住宅改修  

【事業概要】 

居宅要介護者が在宅での生活に支障がないように、手すりの取り付け等の住宅改修に要する費用
を助成します。 
【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 年延人数 480 人 396 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 
令和１０年

度 
令和１１年

度 

計画値 年延人数 480 人 504 人 528 人 

 

⑭ 居宅介護支援（ケアプランの作成） 

【事業概要】 

要介護認定を受けた方が介護サービスを利用するためには、居宅介護支援事業所の介護支援専門
員（ケアマネジャー）または自己（本人または家族）が作成するケアプランが必要となります。適
切なサービスを利用できるように、介護支援専門員が利用者の心身の状況等を的確に把握し、介護
サービスの利用計画を作成し、サービス提供事業者との連絡や調整を行います。 
【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延人数 46,042 人 54,912 人 人 

実人数 4,219 人 4,576 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 年延人数 59,556 人 61,884 人 64,212 人 
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実人数 4,963 人 5,157 人 5,351 人 

■施設サービス 

⑮ 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

【事業概要】 

常時介護を必要とし、居宅での介護が困難な要介護高齢者（原則として要介護３以上）を対象
に、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常の世話及び機能訓練を行います。 
【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延人数 9,204 人 10,524 人 人 

実人数 767 人 877 人 人 
 

【取組の方向性】 

第９期計画期間中に１００床の整備をすすめ、令和 9 年 6 月に開設が予定されています。第９期
終了時点での市内の整備数（令和 9 年 6 月開設予定も含む）は１１施設１，１８８床となっていま
す。入所申込は、令和８年１月１日現在で 247 名（実質の待機者：175 名）となっています。 

第 10 期の整備計画は精査中です。 
 

 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 
年延人数   

  

実人数    

※実人数は流山市が給付する見込みの人数です 
 

⑯ 介護老人保健施設（老人保健施設） 

【事業概要】 

入院して治療をする必要はないものの、在宅での療養が困難な要介護高齢者に対して、看護や機
能訓練などのサービスを提供し、家庭への復帰を目指します。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延人数 2,904 人 3,024 人 人 

実人数 242 人 252 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 
令和１０年

度 
令和１１年

度 

計画値 
年延人数 2,964 人 2,964 人 2,964 人 

実人数 247 人 247 人 247 人 

※実人数は流山市が給付する見込みの人数です。 

 

年度末整備数 

（単位：定員） 

第９期 第１０期 

令和６年度 
令和４７年

度 

令和５８年

度 
令和９年度 

令和７１０

年度 

令和８１１

年度 

特別養護老人ホーム 
 0 100  ０ ０ 

1,088 1,088 1,188 1,188 1,188 1,188 
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⑰ 介護医療院 

【事業概要】 

長期にわたり療養を必要とする要介護高齢者を対象に、療養上の管理、看護、医学的管理のもと
における介護その他の世話及び機能訓練等を行います。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延人数 96 人 72 人 人 

実人数 8 人 6 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 
令和１０年

度 
令和１１年

度 

計画値 
年延人数 84 人 84 人 84 人 

実人数 7 人 7 人 7 人 
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（3）地域密着型サービスの推進（介護支援課） 

住み慣れた地域で暮らし続けることを目的とし、利用者のニーズにきめ細かく対応するためのサー

ビスです。原則として流山市民のみ利用することが出来ます。 

【介護（予防）給付サービスにおける取組の方向性について】 

介護（予防）サービス受給者へのサービスの提供が充足しているのか、不足しているのかを把握
し、必要な介護（予防）サービスを提供できるよう取り組んでいきます。 

※ 計画値については、令和６年度から令和８年度の給付実績及び今後のサービス利用者数の増加
見込みから推計しました。年延人数・回数・日数は年間の推計、実人数は１か月あたりの利用者
数の推計です。 

① 定期巡回・随時対応型訪問介護看護  

【事業概要】 

中重度の要介護者を主な対象として、日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が一体的又は密
接に連携しながら、必要な時間に必要なケアを提供するほか、２４時間いつでも事業所のオペレー
ターと会話ができ、必要なときには随時の訪問対応を提供するサービスです。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延人数 732 人 888 人 人 

実人数 61 人 74 人 人 

【取組の方向性】 

令和８年１月現在において、２事業所がサービスを提供しています。第１０期介護保険事業計画
中の整備については、精査中です。 

項目 令和９年度 
令和１０年

度 
令和１１年

度 

計画値 
年延人数 人 人 人 

実人数 人 人 人 
 

② 地域密着型通所介護  

【事業概要】 

居宅要介護者を対象に、当該施設において入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世
話及び機能訓練を行います。地域密着型で提供される通所介護サービスは定員１８名以下の事業所
で、生活機能向上のための機能訓練や口腔機能向上サービスなど手厚いサービスが実施されます。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延回数 29,710 回 30,231 回 回 

実人数 294 人 300 人 人 

【取組の方向性】 

令和８年１月現在において、１３事業所がサービスを提供しています。第１０期介護保険事業計
画中は、現在の稼働率を鑑み、原則新たな整備を行いません。 

項目 令和９年度 
令和１０年

度 
令和１１年

度 

計画値 年延回数 29,362 回 30,448 回 31,591 回 
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実人数 322 344 人 346 人 

③ 認知症対応型通所介護  

【事業概要】 

通所してきた認知症の居宅要介護者（居宅要支援者を含む。）に対して、入浴、排せつ、食事等
の介護や生活等に関する相談、健康状態の確認、機能訓練を行います。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延回数 126 回 50 回 回 

実人数 2 人 1 人 人 

【取組の方向性】 

令和８年１月現在において、１事業所がサービスを提供しています。第１０期介護保険事業計画
中は、現在の稼働率を鑑み、新たな整備は行いません。 

項目 令和９年度 
令和１０年

度 

令和１１年

度 

計画値 
年延回数    

実人数    

 

④ 小規模多機能型居宅介護  

【事業概要】 

居宅要介護者（居宅要支援者を含む。）を対象に、「通い」を中心として、要介護者等の様態や希
望に応じて、随時「訪問」や「泊まり」を組み合わせてサービスを提供することにより、中重度と
なっても在宅での生活が継続できるよう支援するサービスです。入浴、排せつ、食事等の介護その
他の日常生活上の世話及び機能訓練を行います。 

【第９期の実績】 

  予防給付サービス分 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延人数 24 人 12 人 人 

実人数 2 人 1 人 人 

  介護給付サービス分 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延人数 684 人 552 人 人 

実人数 57 人 46 人 人 

【取組の方向性】 

令和８年１月現在において、４事業所が各日常生活圏域に拠点をもち、サービスを提供していま
す。第１０期介護保険事業計画中は、現在の稼働率等を鑑み、原則新たな整備は行いません。 

予防給付サービス分 

項目 令和９年度 
令和１０年

度 

令和１１年

度 

計画値 
年延人数 ４８人 ４８人 ４８人 

実人数 2 人 2 人 2 人 
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介護給付サービス分 

項目 令和９年度 
令和１０年

度 

令和１１年

度 

計画値 
年延人数 660 人 672 人 708 人 

実人数 55 人 56 人 59 人 

 

⑤ 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 

【事業概要】 

認知症要介護者（認知症要支援者であって要支援２に該当する者を含む。）を対象に、共同生活
を営むべき住居において、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を
行います。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延人数 1,392 人 1,416 人 人 

実人数 116 人 118 人 人 

【取組の方向性】 

令和８年１月現在において、１１事業所（１４ユニット）がサービスを提供しています。第１０
期介護保険事業計画中の整備については、精査中です。 

項目 令和９年度 
令和１０年

度 

令和１１年

度 

計画値 
年延人数 人 人 人 

実人数 人 人 人 

 

⑥ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  

【事業概要】 

入居定員が２９人以下である施設に入居している要介護者を対象に、入浴、排せつ、食事等の介
護その他の日常生活上の世話や機能訓練及び療養上の世話を行います。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延人数 684 人 684 人 人 

実人数 57 人 57 人 人 

【取組の方向性】 

令和８年１月現在において、２施設がサービスを提供しています。第９期介護保険事業計画中
は、現在の稼働率等を鑑み、新たな整備は行いません。 

項目 令和９年度 
令和１０年

度 

令和１１年

度 

計画値 
年延人数 696 人 696 人 696 人 

実人数 58 人 58 人 58 人 
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⑦ 複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 

【事業概要】 

要介護度が高く、医療ニーズの高い高齢者を対象に、小規模多機能型居宅介護のサービスに、必
要に応じた訪問看護を組み合わせたサービスです。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延人数 252 人 252 人 人 

実人数 21 人 21 人 人 

【取組の方向性】 

令和８年１月現在において、１事業所がサービスを提供しています。第１０期介護保険事業計画
中の整備は精査中です。 

項目 令和９年度 
令和１０年

度 

令和１１年

度 

計画値 
年延人数 人 人 人 

実人数 人 人 人 
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（4）介護予防・日常生活支援総合事業の推進（介護支援課） 

① 訪問型サービス（第一号訪問事業） 
【事業概要】 

要支援認定者又は事業対象者（以下「要支援認定者等」といいます。）に対し、居宅において、
身体介護及び生活援助を行います。≪●●頁 参照≫ 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延回数 15,745 回 16,129 回 回 

実人数 3,151 人 3,338 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 
令和１０年

度 

令和１１年

度 

計画値 
年延回数 16,500 回 16,600 回 16,700 回 

実人数 3,600 人 3,700 人 3,800 人 

 

② 通所型サービス（第一号通所事業） 
【事業概要】 

要支援認定者等に対して、施設等の居宅以外の場所において、日常生活上の世話及び機能訓練を
し、心身機能の維持・向上を図るものです。≪●●頁 参照≫ 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 
年延回数 37,106 回 39,106 回 回 

実人数 7,156 人 7,375 人 人 

【取組の方向性】 

項目 令和９年度 
令和１０年

度 

令和１１年

度 

計画値 
年延回数 42,000 回 43,000 回 44,000 回 

実人数 7,600 人 7,800 人 7,900 人 

 

③ 介護予防ケアマネジメント（第一号介護予防支援事業） 
【事業概要】 

総合事業における介護予防ケアマネジメントは、高齢者なんでも相談室が要支援認定者等に対し
てアセスメントを行い、その状態、置かれている環境等に応じて、本人が自立した生活を送ること
ができるようケアプランを作成するものです。≪●●頁 参照≫ 

【第９期の実績】 

項目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

計画値 年延件数 6,198 件 6,364 件 件 

【取組の方向性】 
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項目 令和９年度 
令和１０年

度 

令和１１年

度 

計画値 年延件数 6,500 件 6,650 件 6,800 件 
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（5）介護保険サービスの質の充実・適正化の推進（介護支援課） 

① 介護支援専門員（ケアマネジャー）の支援  

【事業概要】 

市内の事業所に勤務する介護支援専門員に対し、資質向上のため定期的に情報提供、意見交
換、研修会などを開催し、関係機関や関係職種等との連携体制構築に関する支援を行います。 

【取組の方向性】 

第９期と同様に、流山市介護支援専門員連絡会が主体となり、業務の中で課題や社会情勢に応
じた研修をに行い、介護支援専門員の質の向上、連携体制構築に努めます。 

 

② シルバーサービス事業者連絡会  

【事業概要】 

誰もが安心して利用できる社会サービス体制を実現するために、市内で介護サービスを提供す
る事業者に対し、事業者間の情報共有・サービスの維持向上を目的とした連絡会や研修会開催の
支援を行います。 

【取組の方向性】 

第９期と同様に、流山市シルバーサービス事業者連絡会が主体となり、市内で介護サービスを
提供する事業者間の連携や相互補完を進め、介護サービスの安定的な供給体制づくり、情報の共
有及びサービスの質の向上を図ります。 

 

③ 介護サービス相談員派遣  

【事業概要】 

介護サービス相談員が、介護サービス提供する事業所を訪ね、サービスを利用する方等の話を
聞き、利用者の疑問や不満、不安の解消を図るとともに、派遣を受けた事業所における介護サー
ビスの質の向上を図ります。 

【取組の方向性】 

事業の推進のため、活動状況の公表、介護サービス相談員だよりの発行、事業者への説明会等
により、サービス利用者及び事業者に事業の趣旨の理解を目指していきます。 

 

④給付適正化  

【事業概要】 

介護サービス利用者に対して利用状況及び介護給付費を通知し、介護保険への理解と事業所の
不正請求防止を図ります。また、市職員が利用者宅や居宅介護支援事業所を訪問し、ケアプラン
の点検及び指導を行います。認定調査結果の点検は、委託している認定調査について市が調査票
を審査します。 

【第９期の実績】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実績値 

認定調査結果の点検率 100% 100% 100% 

介護給付費通知回数 0 回 0 回 0 回 

ケアプラン点検実施事業所数 14 事業所 15 事業所 10 事業所 

医療突合 3,349 件 343 件 3,750 件 
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【取組の方向性】 

介護保険事業の適正かつ効率的な運営のために、不適切な給付の削減及び自立支援に資するケ
アプラン指導、認定調査結果の点検を通じて、介護給付の適正化を図ります。また、介護認定が
遅滞なく実施できるよう努めます。 

項目 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画値 

認定調査結果の点検率 100% 100% 100% 

ケアプラン点検実施事業所数 12 事業所 12 事業所 12 事業所 

医療突合 350 件 350 件 350 件 
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（6）介護人材に関する施策の推進（介護支援課） 

厚生労働省は、第９期介護保険事業計画（令和６年度～令和８年度）において、２０４０年度
（令和２２年度）の介護職員の必要数は全国で約２７２万人、千葉県全体では１２７，９９１人
が必要と推計しています。 

介護人材の確保対策に関しては、国、県、市がそれぞれの立場に応じた取組を行っています。 

国では、介護職員等の賃金改善を目指した処遇改善等の取組みを進めており、県では令和７年
５月に、新たな「千葉県福祉人材確保・定着推進方針」を策定し、県、市町村、各関係団体、事
業者が連携して介護人材の確保に取り組んでいくことを定めています。 

流山市においては、２０２５年（令和７年）から２０４０年（令和２２年）にかけて、他自治
体よりも「高齢者の急増」は緩和されるものの、全国的な「現役世代の急減」に伴う「介護の担
い手不足」が懸念されています。 

令和７年度に実施した市内介護サービス事業所調査においても、ほとんどの事業所が人材確保
は困難と回答しており、特に採用が難しい職種として介護職員と介護支援専門員が挙がりまし
た。 

このことから、引き続き介護人材の採用につながる取組に注力するとともに、カスタマーハラ
スメント対策を含めた職場環境の改善、ICT 化等による事業生産性の向上を図り、介護人材の定
着を目指します。 

 

① 介護職員等処遇改善事業  

【事業概要】 

  今後は要支援・要介護認定者が年々増加することから、介護人材の確保が重要な課題です。市で
は、市内の介護サービス事業所に勤務する介護職員及び介護支援専門員（ケアマネジャー）等に市
独自の補助を行い、人材確保を図ります。 

【取組の方向性】 

市独自の補助による処遇改善を行うことで、介護人材不足の解消を図るとともに、本市介護保
険被保険者に対する介護保険サービスの質の維持向上に努めます。 

 

② 介護職員研修受講費助成事業 

【事業概要】 

市内に就業する介護職員の育成と、介護施設等への就労を支援することを目的として、介護職
員初任者・実務者研修・生活援助従事者研修・喀痰吸引等研修（１、２号）の受講者のうち、研
修終了後、３か月以上市内の介護保険施設・事業所に勤務している方を対象に研修受講費用の一
部を助成します。 

【取組の方向性】 

高齢者人口の増加に伴い介護人材の不足が予想されます。介護人材の育成と就労支援のため引
き続き研修受講費の助成をしていきます。 

 

③ 介護人材確保・就業促進事業 

【事業概要】 

個別就職相談会と介護に関する理解促進講座を組み合わせた「介護の仕事フェア」を実施する
ほか、介護福祉士の資格を取得して、市内の介護施設等において介護職員として従事しようとす
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る養成施設等の在学者に対する修学資金の貸付制度により、新たな介護の担い手の確保を図りま
す。 

【取組の方向性】 

高齢者人口の増加に備えて介護人材の新規確保に努めるとともに、今後懸念される現役世代の
減少に備えるため、介護人材の定着を目指した取組を実施します。 

 

④ 介護ロボット・ＩＣＴの活用による業務効率化の支援 

【事業概要】 

業務効率化を進めて職員の負担軽減を図る観点から、介護ロボットや ICT 導入を進めていくこ
とが重要とされています。国・県では、地域医療介護総合確保基金に基づくこれらの導入支援事
業を計画しています。 

【取組の方向性】 

国・県による地域医療介護総合確保基金に基づく介護保険施設・事業所を対象とした介護ロボ
ット及び ICT の導入支援事業を活用し、介護現場における技術革新を推進し、働きやすく、魅力
ある職場環境づくりを支援します。 

 

⑤ 介護事業所の指定申請等の電子申請化分野の文書に係る負担軽減
の推進 

【事業概要】 

人材不足の中で、介護現場の専門職が、利用者のケアに集中し、ケアの質を確保するために介
護現場の業務効率化を推進することが求められています。国が令和７度までに、指定申請書等の
電子申請システムの利用開始を原則義務化したことに基づき、本市では令和６年９月より電子申
請システムの利用を開始しました。 

【取組の方向性】 

国の示す方針に基づいて、介護現場の業務効率化を推進するために本システムの周知を引き続
き行っていきます。 

 

⑥ 訪問介護職員等複数人訪問助成事業 

【事業概要】 

在宅医療・介護従事者に対する利用者やその家族によるハラスメントが社会問題となっているこ

とから、利用者宅を訪問してサービスを提供する職員の安全を確保する必要性が高まっています。 

介護保険サービス事業者が、利用者やその家族からの身体的暴力、精神的暴力、性的な言動等のハ

ラスメント行為に対応するため、複数人での訪問を行う際の同行者の費用を補助します。 

 
【取組の方向性】 

利用者やその家族からのハラスメント行為の抑止力とするとともに、介護職員が安心して働き続

けることができる環境を整備し、安定した介護保険サービスが提供されるよう支援します。 
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⑦ 介護支援専門員等のシャドーワークによる負担の軽減 

【事業概要】 

 介護支援専門員等のシャドーワーク（法定外業務）に関して、国は令和６年１２月に行われた第６

回ケアマネジメントに係る諸課題に関する検討会において、単に業務上の課題というだけでなく地域

課題として地域全体で対応を協議すべきものであり、基本的には市町村が主体となって関係者を含め

て協議し、利用者への切れ目ない支援ができる地域づくりを推進するとしています。 

 このことから、国の動向を注視しながら介護支援専門員の負担軽減につながる支援をしていきます。 

 
【取組の方向性】 

関係者にヒアリング等の調査を行い、特に負担となっている事項を整理して、シャドーワークに関す

るチラシを作成するとともに、利用者、医療職及び介護支援専門員以外の介護職への周知・啓発を図

ります。  
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R8(実績) R9(推計) R1 (推計) R11(推計)

2026 2027 2028 2029

  歳以上 47,509 47,700 47,900 48,100

全人口 215,652 217,800 219,500 220,800
参考:高齢化率 22.0% 21.9% 21.8% 21.8%

4月1日現在

（7）介護保険サービスの事業規模及び介護保険料（介護支援課） 

① 高齢者人口数の見込み 

介護サービスにかかる給付費・介護保険料の算定には、高齢者人口の推計を用いています。 

現行の流山市総合計画の策定にあたり算出した６５歳以上人口の将来人口推計と実績に差が生じて

いることから、本計画の策定にあたっては近年の傾向を反映した独自推計を使用しています。 

 

 

 

 

 

② 要介護・要支援認定者数の見込み 

令和６年度から令和８年度までに、約７００人増加する見込みです。なお、介護サービスの見込

量を推計するにあたって、その基礎となる認定者数の見込みについては、各年度の中央値に近い 

１０月１日時点を基準にしています。 

 

 

令和6年度 単位：人

合計 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

第1号被保険者 3,186 482 264 808 658 408 341 225
65～74歳 384 42 25 94 87 61 40 35
75歳以上 2,802 440 239 714 571 347 301 190

第2号被保険者 107 8 6 26 23 15 13 16
総数 3,293 490 270 834 681 423 354 241

第1号被保険者 5,894 810 619 1,348 992 748 747 630
65～74歳 412 62 47 94 80 60 31 38
75歳以上 5,482 748 572 1,254 912 688 716 592

第2号被保険者 75 3 5 19 22 6 7 13
総数 5,969 813 624 1,367 1,014 754 754 643

第1号被保険者 9,080 1,292 883 2,156 1,650 1,156 1,088 855
65～74歳 796 104 72 188 167 121 71 73
75歳以上 8,284 1,188 811 1,968 1,483 1,035 1,017 782

第2号被保険者 182 11 11 45 45 21 20 29
総数 9,262 1,303 894 2,201 1,695 1,177 1,108 884

男

女

計

令和7年度 単位：人

合計 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

第1号被保険者 3,331 503 275 854 684 423 363 229
65～74歳 365 39 24 91 84 57 38 32
75歳以上 2,966 464 251 763 600 366 325 197

第2号被保険者 109 8 6 27 22 15 14 17
総数 3,440 511 281 881 706 438 377 246

第1号被保険者 6,073 824 643 1,380 1,007 767 785 667
65～74歳 392 58 45 89 76 59 29 36
75歳以上 5,681 766 598 1,291 931 708 756 631

第2号被保険者 79 3 6 19 23 7 7 14
総数 6,152 827 649 1,399 1,030 774 792 681

第1号被保険者 9,404 1,327 918 2,234 1,691 1,190 1,148 896
65～74歳 757 97 69 180 160 116 67 68
75歳以上 8,647 1,230 849 2,054 1,531 1,074 1,081 828

第2号被保険者 188 11 12 46 45 22 21 31
総数 9,592 1,338 930 2,280 1,736 1,212 1,169 927

計

女

男

国が示す通知等に沿って 

パブリックコメント実施時  

までに精査します。 
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 令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

２２年度 

要支援認定率 4.6％ 4.7％ 4.9％ 4.9％ 

要介護認定率 14.9％ 15.1％ 15.5％ 17.8％ 

 

  

令和8年度 単位：人

合計 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

第1号被保険者 3,433 520 281 885 699 439 375 234
65～74歳 361 39 23 91 83 58 36 31
75歳以上 3,072 481 258 794 616 381 339 203

第2号被保険者 110 8 6 28 22 15 14 17
総数 3,543 528 287 913 721 454 389 251

第1号被保険者 6,282 843 675 1,422 1,032 786 822 702
65～74歳 383 55 44 87 75 58 29 35
75歳以上 5,899 788 631 1,335 957 728 793 667

第2号被保険者 79 3 6 19 23 7 7 14
総数 6,361 846 681 1,441 1,055 793 829 716

第1号被保険者 9,715 1,363 956 2,307 1,731 1,225 1,197 936
65～74歳 744 94 67 178 158 116 65 66
75歳以上 8,971 1,269 889 2,129 1,573 1,109 1,132 870

第2号被保険者 189 11 12 47 45 22 21 31
総数 9,904 1,374 968 2,354 1,776 1,247 1,218 967

男

女

計

1,303 1,338 1,374 1,572 

894 930 968 1,169

2,201 2,280 2,354 
2,936 

1,695 1,736 1,776 

2,252 
1,177 1,212 1,247

1,709

1,108 1,169 1,218

1,726

884 927
967

1,370

9,262 9,592
9,904

12,734

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和22年度

▼要支援・要介護認定者数の見込み

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

（人）

国が示す通知等に沿って 

パブリックコメント実施時  

までに精査します。 
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② 介護サービスの利用量の見込み 

介護サービスの年間の給付費（千円単位）、年延回数、年延利用人数を推計しました。なお、見

込量は、各年度１０月１日時点を基準にしています。 

（1） 予防給付サービスの見込量  

 

 

 

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和22年度

（１）介護予防サービス

給付費（千円） 17,291 17,712 18,285 21,819

年延回数 3,902 3,992 4,126 4,925

年延人数 720 744 768 912

給付費（千円） 6,493 6,314 6,314 7,216

年延回数 2,304 2,243 2,243 2,563

年延人数 252 252 252 288

給付費（千円） 11,144 11,308 11,432 8,937

年延人数 984 996 1,008 780

給付費（千円） 66,815 68,184 69,227 81,688

年延人数 1,968 1,992 2,016 2,364

給付費（千円） 837 1,275 1,275 1,275

年延日数 163 248 248 248

年延人数 24 36 36 36

給付費（千円） 306 307 307 307

年延日数 24 24 24 24

年延人数 12 12 12 12

給付費（千円） 31,003 32,513 33,469 39,862

年延人数 5,616 5,880 6,048 7,188

給付費（千円） 3,915 4,517 5,521 7,127

年延人数 144 168 204 264

給付費（千円） 27,214 29,590 31,966 39,095

年延人数 276 300 324 396

給付費（千円） 32,708 34,750 34,750 28,749

年延人数 408 432 432 360

（２）地域密着型介護予防サービス

給付費（千円） 1,719 1,721 1,721 2,152

年延人数 48 48 48 60

給付費（千円） 37,382 38,820 40,166 47,660

年延人数 7,656 7,944 8,220 9,756

給付費（千円） 236,827 247,011 254,433 285,887

区分

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護（老健）

介護予防福祉用具貸与

介護予防サービス 合計（予防給付費）

特定介護予防福祉用具購入費

介護予防住宅改修

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

（３）介護予防支援

国が示す通知等に沿って 

パブリックコメント実施時  

までに精査します。 
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（2） 介護給付サービスの見込量 

 

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和22年度

（１）居宅サービス

給付費（千円） 1,528,038 1,624,033 1,755,483 2,304,211

年延回数 540,434 574,594 622,177 819,272

年延人数 19,704 20,580 21,804 28,140

給付費（千円） 80,532 84,745 88,938 120,008

年延回数 6,294 6,614 6,941 9,358

年延人数 1,392 1,464 1,560 2,076

給付費（千円） 440,920 479,293 502,028 652,289

年延回数 86,011 93,343 97,650 126,858

年延人数 11,244 11,988 12,540 16,368

給付費（千円） 117,699 122,130 124,684 163,194

年延回数 40,613 42,085 42,960 56,278

年延人数 3,420 3,552 3,660 4,776

給付費（千円） 309,236 333,354 350,720 465,172

年延人数 22,452 24,156 25,404 33,660

給付費（千円） 1,953,988 2,034,838 2,173,440 2,822,579

年延回数 249,222 258,300 274,027 354,083

年延人数 25,056 26,388 27,780 35,664

給付費（千円） 417,037 425,277 429,499 560,797

年延回数 51,385 52,034 52,472 68,077

年延人数 7,188 7,320 7,524 9,672

給付費（千円） 556,940 568,122 588,745 798,402

年延日数 62,425 63,541 65,712 89,008

年延人数 5,316 5,580 5,808 7,752

給付費（千円） 26,760 26,794 27,613 28,137

年延日数 2,166 2,166 2,238 2,274

年延人数 336 336 348 348

給付費（千円） 523,811 562,223 591,093 775,193

年延人数 37,248 39,864 41,724 54,324

給付費（千円） 19,457 21,008 22,095 22,897

年延人数 612 660 696 720

給付費（千円） 45,897 48,176 50,528 62,256

年延人数 504 528 552 684

給付費（千円） 1,079,302 1,130,655 1,172,236 1,538,466

年延人数 5,280 5,520 5,724 7,440

（２）地域密着型サービス

給付費（千円） 134,183 145,260 155,092 200,939

年延人数 768 816 876 1,128

給付費（千円） 272,894 282,069 287,720 303,521

年延回数 34,044 34,964 35,808 38,207

年延人数 3,660 3,756 3,852 4,116

給付費（千円） 5,752 5,856 5,905 8,570

年延回数 463 472 475 659

年延人数 60 60 60 84

給付費（千円） 163,843 177,545 182,144 263,698

年延人数 768 816 840 1,200

給付費（千円） 390,367 411,290 430,910 564,322

年延人数 1,416 1,488 1,560 2,040

給付費（千円） 216,952 217,227 217,227 327,292

年延人数 684 684 684 1,032

給付費（千円） 106,713 119,055 123,124 166,214

年延人数 348 384 396 540

（３）介護保険施設サービス

給付費（千円） 2,694,863 2,713,083 2,729,211 3,864,529

年延人数 9,840 9,900 9,960 13,956

給付費（千円） 985,136 986,439 986,407 1,439,739

年延人数 3,048 3,048 3,048 4,440

給付費（千円） 56,811 56,883 56,883 81,250

年延人数 168 168 168 204

給付費（千円） 842,066 873,826 908,559 1,170,530

年延人数 53,856 55,788 58,008 74,520

給付費（千円） 12,969,197 13,449,181 13,960,284 18,704,205

特定福祉用具購入費

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護

福祉用具貸与

介護老人福祉施設

住宅改修費

特定施設入居者生活介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

介護老人保健施設

介護医療院

（４）居宅介護支援

介護サービス 合計（介護給付費）

国が示す通知等に沿って 
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③ 介護保険事業にかかる総費用の見込み  

費用負担の公平化のため、総給付費及び特定入所者介護サービス費等給付額の調整を行い、調整

後の額と高額介護サービス費等給付額、高額医療合算介護サービス費等給付額及び算定対象審査支

払手数料の合計が標準給付費となります。 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

令和6年度 令和7年度 令和8年度 合計 令和22年度

標準給付費見込額　①＋②＋③＋④＋⑤ 13,868,933 14,385,797 14,928,937 43,183,667 19,892,931

①総給付費 13,206,024 13,696,192 14,214,717 41,116,933 18,990,092

②特定入所者介護サービス費等給付額 233,907 242,909 251,141 727,957 330,863

③高額介護サービス費等給付費 351,402 364,496 376,379 1,092,277 475,164

④高額医療合算介護サービス費等給付費 64,900 69,000 73,000 206,900 80,599

⑤算定対象審査支払手数料 12,700 13,200 13,700 39,600 16,213

地域支援事業費　⑥＋⑦＋⑧ 516,779 545,102 557,952 1,619,833 597,777

⑥介護予防・日常生活支援総合事業費 303,009 309,063 315,237 927,309 339,464

⑦包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業費 200,345 222,347 228,751 651,443 243,284

⑧包括的支援事業（社会保障充実分） 13,425 13,692 13,964 41,081 15,029

▼ 標準給付費の見込み（サービス形態別） 

▼ 標準給付費の見込み 

国が示す通知等に沿って 
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④ 第１号被保険者（65 歳以上）の介護保険料の設定  

（1）給付費と保険料  

６５歳以上の方の介護保険料は、介護保険サービスの利用量に対応した必要な財源です。要介
護認定者数の増加や利用量の増加は保険料の上昇につながります。 

施設入所待機者の解消や認知症高齢者の増加に対応するため、第９期においても特別養護老
人ホーム等の整備を進めて行く必要があるため、第 9 期の介護保険料の算定では、その分の利用
量増加も見込んでいます。 

また、令和６年度からの介護人材の確保に重点を置いたプラス１．５９％の報酬改定の影響に
ついても保険料の算定に反映しています。 

 

（2）第８期（令和３～５年度）事業計画と第９期（令和６～８年度）事業計画の保
険料設定上の変更点  

 

【第１号被保険者及び第２号被保険者の負担割合】 

第２号被保険者（４０歳～６４歳の方）の負担割合は第８期と同様で２７％となります。 

また、第１号被保険者（６５歳以上の方）については、国からの調整交付金※が平均して約
２．２％分交付される見込みとなっており、その結果、負担割合は２５．８％となります。 

 

▼介護保険の財源構成 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
 
※ 調整交付金とは、市町村間の介護保険料の格差を調整するために、国から市町村に交付されるもので、市
町村ごとの第１号被保険者中の 75 歳以上の方の割合と、所得水準によって交付額が決定されます。（全国
平均で５％） 

流山市は、第 8 期では介護給付費の約 1.6％分交付されましたが、第 9 期については、第１号被保険者中
の 75 歳以上の方の割合が高まることから、約 2.2％分交付される見込みとなっています。 

 

【公費による保険料軽減の強化】 

第１段階から第３段階までの低所得者について、介護保険料軽減のための費用を投入し軽減負
担を図ります。負担割合は国が５０％、県が２５％、市が２５％となります。 

 

 

第 8 期 第 9 期 

第１号被保険者 

26.4% 

第２号被保険者 

27.0% 
流山市 

12.5% 

千葉県 

12.5% 

国 

21.６% 

（調整交付金※） 

（1.6%） 

第１号被保険者 

25.8% 

第２号被保険者 

27.0% 

千葉県 

12.5% 

流山市 

12.5% 

国 

22.2% 

（調整交付金※） 

（2.2%） 

国が示す通知等に沿って 
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（3）第 9 期（令和６～８年度）の保険料  

第９期の介護保険サービスに必要な標準給付費は約４３２億円（第８期は約３８７億円）に
なる見込みです。この標準給付費に地域支援事業*費を加算した４４８億円と６５歳以上の人口推
計から算定した
後、介護給付費準備基金を活用して上昇額を抑制することで、第９期の介護保険料基準月額は５，９８０
円（第８期は５，６９０円）となります。 

 
【介護給付費準備基金の活用】 

介護保険料の増額を少しでも抑制するため、介護給付費準備基金（令和５年度末残高：約９億

円）を６億円取り崩して給付費に繰り入れることにより、保険料基準額の上昇を３３０円抑制し

ます。 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

* 本文中の「*」印がついている用語については、資料編の「用語集」に説明があります。 

5,690円 ＋ 620円 － 330円 ＝ 5,980円

第8期の
基準月額

本来の
増額分

準備基金の活用
による抑制額

第9期の
基準月額

実質的な増額分　月額290円

▼保険料基準額の算定イメージ 

■標準給付費：約 432 億円 

※介護予防給付及び介護給付等の介護保険事業に関する総費用 

■地域支援事業費：約 16 億円 

【標準給付費の上昇要因】 

・介護人材確保に重点を置いたプラス 1.59％の介護報酬改定 

・特別養護老人ホーム等の施設サービスの充実化 

・要介護認定者の増加に伴うサービス利用量の増加 

× 

約 448 億円 

第１号被保険者負担割合 

25.8％ 

保険料基準額（月額） 

5,980 円 
【保険料引き下げ要因】 

・介護給付費準備基金の取り崩し（6 億円） 

所得段階別加入割合補正後被保険者数（推計）：約 151,000 人 
※第９期（令和 6～８年度）の第１号被保険者の延人数 

国が示す通知等に沿って 
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（4）第９期（令和６～８年度）の保険料所得段階設定  

要介護認定者数の増加や介護人材の確保に重点を置いた介護報酬改定に伴い、介護保険料の上

昇が見込まれますが、国は１号被保険者間での負担能力に応じた保険料賦課を強化することによ

り、低所得者の保険料上昇の抑制を図ることを示しています。 

本市の第９期保険料所得段階の設定については、国が示す負担能力に応じた保険料賦課を反映

しつつ、以下の項目に関して実施します。 

 
【低所得者の保険料率の引き下げを継続】 

第１段階の基準額に対する料率を 0.22、第２段階の料率を 0.3、第３段階の料率を 0.65 と

設定し、国の基準料率（第１段階 0.285・第２段階 0.485・第３段階 0.685）からの引き下げ

を継続することで、低所得者の負担軽減を図ります。 

 
【所得に応じた多段階設定】 

第９期においても、所得水準に応じてよりきめ細かな所得段階を設定する観点から、負担能力

のある高所得者層（第 11 階以降）の保険料率を引き上げます。また、第８期の最高段階である

第１８段階を分割し、第１９段階を新設します。 

  

国が示す通知等に沿って 
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（5）第９期と第１０期の介護保険料所得段階設定の比較  

 

15,000 円

20,400 円

44,300 円

57,900 円

68,200 円

78,400 円

85,200 円

88,600 円

102,300 円

109,100 円

115,900 円

122,700 円

129,500 円

136,400 円

143,200 円

150,000 円

160,200 円

170,500 円

第1段階
老齢福祉年金受給者で世帯全員が市民税非課税の方、生活保護受給者の
方、又は、本人及び世帯全員が住民税非課税で、本人の課税対象の年金収
入と合計所得金額の合計額が80万円以下の方 【基準額×0.22】

第８期（令和３～５年度）の介護保険料所得段階表

保険料段階 対　象　者

保 険 料 額

年額
【基準額×料率】

第2段階
本人及び世帯全員が住民税非課税で、本人の課税対象の年金収入額と合
計所得金額の合計額が80万円超120万円以下の方 【基準額×0.3】

第3段階
本人及び世帯全員が住民税非課税で、本人の課税対象の年金収入額と合
計所得金額の合計額が120万円超の方 【基準額×0.65】

第4段階
世帯内に住民税を課税されている方がおり、本人が住民税非課税で課税対
象の年金収入額と合計所得金額の合計額が80万円以下の方 【基準額×0.85】

第5段階
世帯内に住民税を課税されている方がおり、本人が住民税非課税で課税対
象の年金収入額と合計所得金額の合計額が80万円超の方 【基準額】

第6段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が125万円未満の方
【基準額×1.15】

第7段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が125万円以上160万円未満の方
【基準額×1.25】

第8段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が160万円以上200万円未満の方
【基準額×1.3】

第9段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が200万円以上300万円未満の方
【基準額×1.5】

第10段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が300万円以上400万円未満の方
【基準額×1.6】

第11段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が400万円以上500万円未満の方
【基準額×1.7】

第12段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が500万円以上600万円未満の方
【基準額×1.8】

第13段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が600万円以上700万円未満の方
【基準額×1.9】

第14段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が700万円以上800万円未満の方
【基準額×2.0】

第15段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が800万円以上900万円未満の方
【基準額×2.1】

第18段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が1,500万円以上の方
【基準額×2.5】

※低所得者の介護保険料軽減のための費用を投入することにより、第１段階は28,600円から13,600円減額した金額、
第２段階は37,500円から17,100円減額した金額、第３段階は47,700円から3,400円減額した金額となっています。

第16段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が900万円以上1,000万円未満の方
【基準額×2.2】

第17段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が1,000万円以上1,500万円未満の方
【基準額×2.35】

国が示す通知等に沿って 

パブリックコメント実施時  

までに精査します。 



第２章 高齢者を支える介護体制づくり 

160 

 

15,800 円

21,600 円

46,700 円

61,000 円

71,800 円

82,600 円

89,700 円

93,300 円

107,700 円

114,900 円

129,200 円

143,600 円

157,900 円

172,300 円

186,600 円

201,000 円

215,300 円

222,500 円

229,700 円
第19段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が2,000万円以上の方

【基準額×3.2】

※低所得者の介護保険料軽減のための費用を投入することにより、第１段階は28,000円から12,200円減額した金額、
第２段階は35,900円から14,300円減額した金額、第３段階は47,100円から400円減額した金額となっています。

第17段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が1,000万円以上1,500万円未満の方
【基準額×3.0】

第18段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が1,500万円以上2,000万円未満の方
【基準額×3.1】

【基準額×2.6】

第16段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が900万円以上1,000万円未満の方
【基準額×2.8】

本人が住民税課税で、合計所得金額が600万円以上700万円未満の方
【基準額×2.2】

第14段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が700万円以上800万円未満の方
【基準額×2.4】

第15段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が800万円以上900万円未満の方

第11段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が400万円以上500万円未満の方
【基準額×1.8】

第12段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が500万円以上600万円未満の方
【基準額×2.0】

第13段階

第9段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が200万円以上300万円未満の方
【基準額×1.5】

第10段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が300万円以上400万円未満の方
【基準額×1.6】

第7段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が125万円以上160万円未満の方
【基準額×1.25】

第8段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が160万円以上200万円未満の方
【基準額×1.3】

第5段階
世帯内に住民税を課税されている方がおり、本人が住民税非課税で課税対
象の年金収入額と合計所得金額の合計額が80万円超の方 【基準額】

第6段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が125万円未満の方
【基準額×1.15】

本人及び世帯全員が住民税非課税で、本人の課税対象の年金収入額と合
計所得金額の合計額が120万円超の方 【基準額×0.65】

第4段階
世帯内に住民税を課税されている方がおり、本人が住民税非課税で課税対
象の年金収入額と合計所得金額の合計額が80万円以下の方 【基準額×0.85】

第1段階
老齢福祉年金受給者で世帯全員が市民税非課税の方、生活保護受給者の
方、又は、本人及び世帯全員が住民税非課税で、本人の課税対象の年金収
入と合計所得金額の合計額が80万円以下の方 【基準額×0.22】

第2段階
本人及び世帯全員が住民税非課税で、本人の課税対象の年金収入額と合
計所得金額の合計額が80万円超120万円以下の方 【基準額×0.3】

第3段階

第９期（令和６～８年度）の介護保険料所得段階表

保険料段階 対　象　者

保 険 料 額

年額
【基準額×料率】

国が示す通知等に沿って 

パブリックコメント実施時  

までに精査します。 
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２ 災害・感染症の対策（介護支援課） 

（1）事業所、施設における地震、風水害対策の推進（介護支援課） 

【事業概要】 

現在、介護サービスを提供する事業所・施設では、地震、風水害、不測の事態が発生しても重要な業

務を継続するためのＢＣＰ（事業継続計画）が策定され、定期的な防災訓練の実施等により地震や風水

害等災害に係る予防、応急対策及び復旧に関し、必要な体制を確立することが重要となっています。 

しかしながら、大規模な災害発生時には事業者が被災する可能性もあり、各事業者単独での対応が

困難な状況に直面する可能性があります。また、継続的な医療・福祉サービスの需要だけでなく、在宅

避難者や車中泊者の健康管理、医療的ケア児・者の安否確認や緊急対応、復旧・復興に向けた生活再建

など、人的・物的支援の新たなニーズが急増し、高齢者や障害者の災害関連死による犠牲が多く発生す

る可能性があります。 

災害関連死を少しでも防ぐためには、医療・福祉サービスの提供体制を地域全体で確保する必要が

あります。各事業者単独では対応不能な人的・物的被害が発生した場合に行われる事業者間の相互支

援や、急増するニーズを早期に把握・対応するために行われる医療・福祉専門職によるサービス提供を

目的に、流山市版・地域ＢＣＰを策定しています。 

地域ＢＣＰの一環として、介護支援専門員連絡会及び訪問介護ステーション連絡会との間で、「災害

時安否確認の情報提供に関する協定」を締結し、報告を受けた安否確認情報に基づき災害関連死を防

ぐための福祉的支援につなげられるよう取り組んでいきます。 

 

【取組の方向性】 

事業所・施設における防災対策の充実並びに従業者及びサービス利用者、入所者等の安全の確保に

努めるために、自機関のＢＣＰ（機関型ＢＣＰ）に基づいた対応を呼びかけます。 

大規模災害の発生時には、市に集約された安否確認情報・サービス提供体制状況などを基礎情報と

して、各機関・専門職団体等に対して相互協力・支援を要請するほか、事業所の被災により活動拠点を

失くした貴重な医療・福祉サービス人材が地域内で活動できるよう調整を図ります。 

また、地域ＢＣＰが災害時に有効に機能するためには、平常時からの備えや連携が重要です。専門職

による個別避難計画の作成推進のほか、専門職団体との事前協定の推進、市を中心とした各事業所・施

設の連携による防災研修や訓練の実施を通じて、地域全体の防災力を向上するよう取り組みます。 
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（2）事業所、施設における感染症対策の推進（介護支援課） 

【事業概要】 

わが国における新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染状況は、令和２年１月１６日に国

内初の患者が確認されて以降、急速に全国に感染が拡大し、家庭生活のみならず社会経済活動に大き

な影響を及ぼしました。 

令和５年５月８日から新型コロナウイルス感染症は「５類感染症」に移行しましたが、各地の介護保

険施設や通所系事業所において季節を問わず感染者の発生が続いています。 

引き続き、施設、事業所での感染防止の徹底を図ることが重要であるとともに、万一、施設や事業所

の関係者に感染が発生した場合は、管轄する松戸保健所や市と連携し、迅速な対応により感染を最小

限に抑えるとともに、入所者、利用者の生活の継続を確保することが求められます。 

【取組の方向性】 

施設、事業所における感染防止対策の徹底を図るうえで必要な情報の共有や研修などの感染防止に

関する知識の向上に資する機会の提供により施設等を支援します。 

施設、事業所が、感染症の発生段階（未発生期～海外発生期～国内・県内発生早期～県内感染期～小

康期）に応じ、流山市新型インフルエンザ等対策行動計画に準拠した対応が行えるように同行動計画

の内容を周知します。 

施設、事業所ごとに策定されたＢＣＰ（事業継続計画）を基に、事業者間や地域で連携できるように

支援します。 

施設入所者、居宅サービス利用者が安心してサービスが受けられるように、施設等の従業者が使用

するマスク、ガウン、手袋等の感染予防物品の備蓄を市が行い、感染症の拡大に伴い施設等で不足が生

じた場合に供出を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


